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1.  はじめに

本解説書は、JSLAローン・シンジケーション委員会における協議を経て平成13年12月17日に公表した添付のリボルビング・クレジット・ファシリティ契約書（案）（以下、「本契約書案」といいます。）について、使用上の留意事項を解説するものです。

本契約書案は、今までの日本における特定融資枠契約及びシンジケートローン契約の実務を踏まえ、できる限り、汎用性の高いものとなるように各条項を作成しましたが、必ずしも歴史の深い分野ではないため、法律的な議論が充分尽くされていない論点もあり、今後の取引実務及び法律論の展開に応じて適宜見直していく必要があります。従いまして、この解説書につきましても同様に見直しを行っていく予定であることにご留意下さい。

2. 契約書の締結方法

シンジケートローンを組成する場合には、まずアレンジャーは、投資家ニーズを踏まえた上、借入人との間で条件交渉（貸付条件、手数料等）を行います。かかる条件交渉終結後、借入人とアレンジャーは共同で、インフォメーションメモランダムを作成し、これをもってアレンジャーは投資家に対し、シンジケート団への参加を呼びかけます。インフォメーションメモランダムには貸付条件に加え、借入人の財務内容等が記されている為、守秘義務確認書と引き換えに投資家に交付されるのが一般的です。なお、インフォメーションメモランダムの財務情報は参考資料として交付される場合が多い為、その場合には、投資家は、別途独自に情報を収集し、信用リスクを判断することが求められます。

シンジケート団への参加を決定した投資家から参加表明書を徴求した後、正式な契約調印手続に入ります。

本契約書案は、借入人、貸付人（参加を決定した投資家）及びエージェントにより調印されることを予定しております。これは、本契約書案が、シンジケートローンの組成段階における権利義務関係ではなく、組成後の権利義務関係を定めるものとして位置付けられている為です。アレンジャーがエージェントを兼ねる場合が大半を占めますが、本契約におけるエージェントはあくまでもエージェントの立場でのみ本契約を調印することになります。

3. 本契約書案及び本解説書の概要

本契約書案は、平時において利用されることを前提とする貸出枠（以下、「リボルビング・クレジット・ファシリティ」といい、またこれに対し、平時以外（コマーシャルペーパーの発行が困難な場合等）において利用されることを前提とする貸出枠を「コミットメントライン」といいます。）を設定するシンジケートローン契約でありますが、必ずしも特定融資枠契約に関する法律（平成11年法律第4号）（以下、「特定融資枠法」といいます。）第2条に規定される法人のみを借入人とすることを前提として作成されたものではありません。

借入人は、日本国内に存在する無担保借入が可能な一定の信用力を持つ法人を想定しております。また、貸付人としては、主として国内の機関投資家（銀行に限らず保険会社等も想定しております。）を念頭に置いていますが、海外の機関投資家（邦銀及び外銀の在外支店を含みます。）が貸付人となることも想定しています。なお、エージェントについては、邦銀の本邦本支店及び外銀の本邦支店が就任することを想定しています。また、アレンジャーについては、シンジケートローンの組成が完了するとその役目が終わることから、本契約書案においても、契約書の当事者から除外しています。

リボルビング・クレジット・ファシリティに関する契約であることから、特定融資枠法第2条に規定される法人である場合、同法の適用を受けます。この点、同法が成立する前には、ファシリティフィーが利息制限法（昭和29年法律第100号）（以下、「利息制限法」といいます。）第3条及び出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律（昭和29年法律第195号）（以下、「出資法」といいます。）第5条第6項によって利息とみなされるかにつき議論があり、利息とはみなされないという見解も有力ではありましたが、必ずしも統一的な見解が存するわけではありませんでした。しかし、特定融資枠法が成立した後は、少なくとも特定融資枠法第2条に規定される法人である場合には、ファシリティフィーを借入人から徴求しても利息制限法第3条及び出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律第5条第6項によって利息とみなされることはありません。

また、シンジケートローン契約であることから、参加する貸付人の窓口として借入人への貸付の実行、管理及び回収等を行うエージェントが選任され、エージェント、貸付人及び借入人間の関係を規整する必要が生じます。

そこで、まず、エージェントの権利義務及び責任の範囲をどのように考えるかという問題が重要となります。この点、本契約書案は、エージェントは貸付人の代理人として、貸付人に対して善管注意義務を負い、エージェント業務に関して貸付人に対して過失責任を負うものとして作成されております。本契約書案は、できる限りエージェントの責任を明確化するように作成されております。

また、貸付人間の独立性と一体性をどのように調和させるかという問題も生じます。この点、本契約書案は、形式的には単一の契約書が用いられてはいるものの、原則として、貸付人と借入人との間で、個別独立に金銭消費貸借契約が成立していることを前提としています。特に、貸付の実行の局面においては、貸付人の独立性を重視し、貸付人が独自に借入人に関する情報収集及び与信判断を行うこととし、他方、貸付の回収の局面においては、できる限り貸付人の公平性を維持するため、貸付人による直接の権利行使を制限する一方、貸付人全体としての回収を極大化できることを企図して作成されております。このような独立性の原則と、一体的な取扱いが具体的にどのように各条項において考慮されているかについては解説書の中で個別に説明します。

また、リボルビング・クレジット・ファシリティ契約兼シンジケートローン契約という2つの側面を有していることから、契約期間中、借入れの申込と返済が繰り返し行われ、かつ、多数の貸付人が参加することから、これら多数貸付人が貸付の実行と回収を繰り返し行うことになり、これらを規整するための手続に関する規定が多く設けられているという特色を有しています。

4. 本契約書案及び本解説書を使用する際の留意事項

本契約書案は、無担保の円建てコーポレートローンを念頭においており、有担保取引や外貨建て取引、あるいは債権保全面で特別な配慮が必要な取引を想定しておりません。従って、こういった取引を行う場合には別途条項の手当てが必要となる点にご留意下さい。

また、本契約書案を作成するにあたって、契約当事者間の権利義務関係の有り得べき姿について検討を試みては見たものの、十分な議論（重要と思われる議論については本解説書の中で触れております。）を行うことが出来ず、全体としてはこれまでの取引慣行を踏まえた内容となっております。従って、個別の取引におきましては、条項の一部について修正が必要となる場合があり得ます。
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（第3項）
	3.
[「エージェント口座」とは、エージェントが株式会社●●銀行[●●支店／●●部]に有する[当座／普通／別段]預金口座（口座番号●●、口座名義●●）をいう。]


（内容）
　エージェント口座の定義について定めます。
（解説）
　本条項は第7条（貸付の実行）及び第18条（借入人の債務の履行）においてエージェント口座を利用する方式（以下、「エージェント口座方式」といいます。）を選択する場合に必要な規定です（借入人名義であるシンジケート口座に振込む直接振込方式（以下、「シンジケート口座方式」といいます。）を利用する場合は不要です。）。実際の取引においては、シンジケート口座方式とエージェント口座方式の双方が用いられていますが、本契約書案においてはシンジケート口座方式を基本型と位置付けています。なお、それぞれの方式におけるメリット及びデメリットは以下の通りです。

	
	メリット
	デメリット

	シンジケート口座方式
	· エージェントのコミングルリスク回避可能
・
貸付実行前提条件の充足を貸付人が期限の直前まで判断可能
	・
貸付に際してのエージェントによる立替払いは不可能

	エージェント口座方式
	· 貸付に際してのエージェントによる立替払い可能
· マジョリティ･ルール採用
が可能
	・
エージェントのコミングルリスクが存在



（第5項）
	5.
「貸付」とは、同一の借入申込書に基づき実行される個別貸付の総体をいう。


（内容）
　貸付の定義について定めます。
（解説）
　第13条第1項に定義される「被期限前弁済貸付人」や第24条第1項で定義される「他の貸付人」の範囲等を画する上で重要な規定です。本契約上、必ずしも明確化されていませんが、基本的には、同一の借入申込書に記載される貸付は、単一の実行希望日かつ弁済期日を想定しております。従って、同一の申込期日に複数の実行希望日または弁済期日を前提とした貸付の申込みをなす際には、弁済期日毎の借入申込書を作成することになります。かかる取扱いをすることが、分配等の関係で事務処理の負担を軽減するためにも有効と思われます。
（第6項）
	6.
「貸付期間」とは、実行日（同日を含む。）から満期日（同日を含む。）までの期間をいう。


（内容）
　貸付期間の定義について定めます。
（解説）
　借入申込書中に記載されるTIBOR選択の便宜のための基準貸付期間（第14項参照）とは別の概念であり、実際に利息の発生する期間に対応した貸付を行う期間を意味します。
（第7項）
	7.
「貸付極度額」とは、貸付人毎に本契約の末尾に記載された金額をいい、第29条に基づき本契約上の地位の一部譲渡があった場合には、同条に従って変更される。


（内容）
　貸付極度額の定義について定めます。
（解説）
　貸付人毎に設定される貸付極度額は、貸付義務発生の有無を判断する際に参照される未使用貸付極度額算定の基準になると共に、通常時（借入人破綻後の処理については、第1条第35項「多数貸付人」の解説参照）における参加割合算定の基準となります。
　第29条に基づく本契約上の地位の一部譲渡の場合を除き、貸付極度額は、貸付人毎に本契約締結時点で特定され、本契約が終了するまで一定であることが予定されています。具体的には本契約上、貸付債権の譲渡が認められている（第30条）ものの、かかる貸付債権の譲渡によっても未使用貸付極度額自体には影響がないとされており（第30条第3項参照）、また、全貸付人及びエージェントの事前承諾に基づき貸付人の地位の全部譲渡がなされる場合にも地位譲受人が本契約に拘束されることを条件としており（第29条第2項参照）、それらの場合には貸付極度額は貸付人との関係で本契約が終了するまで一定金額で維持されることが前提とされています。但し、第29条に基づく本契約上の地位の一部譲渡に伴い貸付人毎に設定される貸付極度額の一部譲渡が認められるので、本項では、同条に基づく読み替え規定について付言しています。
（第8項）
	8.
「貸付義務」とは、契約期間において、第6条各号記載の要件の充足を条件に、第5条に定める借入人による貸付の実行の申込に応じて、貸付人が借入人に対して個別貸付を実行する義務をいう。


（内容）
　貸付義務の定義について定めます。
（解説）
　別途、第2条その他で具体化されておりますが、貸付人が、貸付実行の局面において、個別独立に借入人に対して貸付を行う義務を負担しているという本契約の基本精神を定義中でも明らかにしています。（「個別貸付」の定義（第21項）に関する解説も併せて参照。）
（第9項）
	9.
「貸付債権」とは、個別貸付に係る債権をいう。


（内容）
　貸付債権の定義について定めます。
（解説）
　前項同様、貸付人が、個別独立に借入人に対して貸付に係る債権を有するという基本原則を反映した規定です。（「個別貸付」の定義（第21項）に関する解説も併せて参照。）
（第10項）
	10.
「貸付不能事由」とは、①天災・戦争の勃発、②電気・通信・各種決済システムの不通・障害、③東京インターバンク市場において発生した円資金貸借取引を行い得ない事由、④その他貸付人の責によらない事由のうち、これにより貸付の実行が不可能となったと多数貸付人（多数貸付人による意思結集が困難な場合はエージェント）が判断するものをいう。


（内容）
　貸付不能事由の定義について定めます。
（解説）
　上記列挙事由が存在すると多数貸付人が判断した場合に貸付不能事由となり、本契約上全貸付人との関係で貸付義務が免除される旨を規定します。緊急性を要する場合も想定されるため、多数貸付人による意思結集が困難な場合は、エージェントが貸付不能事由の有無を判断することとしています。
（第11項）
	11.
「貸付不能期間」とは、借入人が、第9条第1項の通知を受領した日（同日を含む。）から、同条第2項の通知を受領する日（同日を含む。）までの期間をいう。


（内容）
　貸付不能期間の定義について定めます。
（解説）
　本契約上、全貸付人の貸付義務が免除される期間として、貸付不能事由発生後、再び多数貸付人の判断により貸付不能事由が解消したと判断されるまでの期間が定義されております（第9条第2項の解説参照）。
（第12項）
	12.
「借入申込書」とは、借入人が本契約に基づく借入を希望する場合に、第5条第1項に従ってエージェントに提出するエージェント所定の書式による申込書をいう。


（内容）
　借入申込書の定義について定めます。
（解説）
　第13条第1項に定義される「被期限前弁済貸付人」や第24条第1項で定義される「他の貸付人」の範囲等を画する上で重要な「貸付」の範囲を画する上で重要な定義です。第4項の解説中にもある通り、基本的には、単一の実行希望日及び弁済期日に係る貸付の記載を予定しております。
（第13項）
	13.
「借換旧貸付」とは、借換新貸付の実行希望日を弁済期日とする既に実行済みの貸付をいう。


（内容）
　借換旧貸付の定義について定めます。
（解説）
　借換新貸付が予定されている場合に、当該借換新貸付との差引計算が予定されている既に実行済みの貸付を示します（第7条第1項参照）。なお、本契約上、差引計算の対象とされているのが、元本部分のみであり、利息等については、差引計算の対象とされていない点で注意が必要です（第7条第1項参照）。従って、利息等については別途送金等が行われることになります。
（第15項）
	15.
「基準貸付期間」とは、基準金利を設定する指標とするため、借入申込書に記載される期間をいう。


（内容）
　基準貸付期間の定義について定めます。
（解説）
　基準金利としてのTIBORが、基準となる期間毎に設定される一方、営業日等の関係で貸付期間が必ずしもTIBORの指標において参照される期間と対応しない場合がありえます。そこで、利息の発生期間としての貸付期間とは別の概念として、基準金利を設定する指標とするため借入申込書中に記載される期間として定義しました。
（第16項）
	16.
「基準金利」とは、実行希望日の2営業日前の午前11時または午前11時に可及的に近い午前11時以降の時点において[全国銀行協会が公表する日本円TIBOR(Telerate17097ページ)/ユーロ円TIBOR(Telerate23070ページ)]のうち、基準貸付期間に対応した利率をいう。但し、かかる基準貸付期間が1ヶ月以上の場合で、何らかの理由でかかる利率が公表されない場合には、実行希望日の2営業日前の午前11時またはそれに先立つ直近の時点で東京インターバンク市場におけるかかる基準貸付期間に対応する期間の円資金貸借取引のオファードレートとしてエージェントが合理的に決定する利率（年率で表わされる。）とする。また、かかる基準貸付期間が1ヶ月未満の場合は、エージェントが合理的に決定する利率とする。
[16.「基準金利」とは、実行希望日の2営業日前の午前11時または午前11時に可及的に近い午前11時以降の時点において[全国銀行協会が公表する日本円TIBOR(Telerate17097ページ)／ユーロ円TIBOR(Telerate23070ページ)]のうち、基準貸付期間に対応した利率をいう。但し、かかる基準貸付期間が1ヶ月以上の場合で、何らかの理由でかかる利率が公表されない場合には、[実行希望日の2営業日前の午前11時]までにまたはそれに先立つ直近の時点で東京インターバンク市場におけるかかる基準貸付期間に対応する日本円資金貸借取引のオファードレートとして利率参照貸付人が合理的に決定する利率（年率で表される。）の単純平均利率（％表示の小数点第●位[切捨／切上／四捨五入]。）とする。また、かかる基準貸付期間が1ヶ月未満の場合は、利率参照貸付人が合理的に決定する利率（年率で表される。）の単純平均利率（％表示の小数点第●位[切捨／切上／四捨五入]。）とする。なお、利率参照貸付人は、実行希望日の●営業日前の●時までにエージェントに対してかかる利率を提示する。]


（内容）
　基準金利の定義について定めます。
（解説）

1.　基準金利決定におけるレファレンスバンク制の選択について
　本条項では、1ヶ月以上のTIBOR等の基準金利が何らかの理由で公表されない場合、または貸付期間が1ヶ月未満の場合における基準金利の決定方式について二つの選択肢を設けています（なお、TIBOR等は1週間物の金利も公表されており、これを採用することも考えられます。）。
1 エージェントが合理的に決定する方式
2 利率参照貸付人の提示する単純平均利率を採用する方式
　なお、②を選択した場合には第1条第49項の「利率参照貸付人」の条項もあわせて選択することが必要です。
2.　TIBOR不存在時の時間についての整理
　TIBORは2営業日前の11時に呈示されることからすれば、代替レートについても同日同時刻を基準時とするのが望ましく、また一般的と思われます。
（第17項）
	17.
「契約期間」とは、発効日（同日を含む。）から第32条記載の事由の発生により本契約が全貸付人との関係で終了する日（同日を含む。）までの期間をいう。


（内容）
　契約期間の定義について定めます。
（解説）
　貸付義務負担の前提条件の一つとして機能します。契約時に設定される契約期限の範囲内で、期限の利益喪失事由の発生等を理由に短縮されることを予定しております。
（第18項）
	18.
「契約期限」とは、平成●年●月●日（但し、かかる日が営業日以外の日に当るときはその前営業日）をいう。


（内容）
　契約期限の定義について定めます。
（解説）
　契約期限は、貸付人が借入人に対し貸付義務を負担する期限として、契約締結時点で特定されます。なお、本契約では、BIS規制の異なる外国銀行等が貸付人として参加する場合に備え、借入申込がなされた貸付につき契約期限までにその満期日が到来することを条件に貸付義務を負担する構成となっております（第5条第3項参照）が、契約期限までの間は借入申込ができるように規定することも可能です。
（第21項）
	21.
「個別貸付」とは、同一の借入申込書に基づき貸付人毎に実行される金銭消費貸借取引をいう。


（内容）
　個別貸付の定義について定めます。
（解説）
　貸付人が、個別独立に借入人に対して貸付債権を有するという本契約書案の基本原則を反映すると共に、同一貸付人においても、別々の借入申込書により申し込まれた貸付は、別個独立の貸付債権を構成することを明らかにしています。この結果、借換の対象債権の決定や、相殺実行後の分配対象債権の特定等に際して、重要なメルクマールとなります。
（第22項）
	22.
「個別貸付実行金」とは、個別貸付により貸付人が借入人に対して貸し付ける金員をいい、また、「個別貸付実行金額」とは、個別貸付実行金の金額（関連する借入申込書に係る貸付の総額に当該貸付人の参加割合を乗じて算出される金額）をいう。


（内容）
　個別貸付実行金等の定義について定めます。
（解説）
　「貸し付ける」という表現は、将来貸し付ける予定であるという意味を有する他、現在貸付済みという意味も有しております。なお、個別貸付実行金とは、同一借入申込書に基づき全貸付人が貸し付ける金員ではなく、あくまで1貸付人がある借入申込書に基づき貸し付ける金員を意味する点で注意が必要です。
（第24項）
	24.
「参加割合」とは、総貸付極度額に対する貸付人毎の貸付極度額の割合をいう。


（内容）参加割合の定義について定めます。
（解説）

　特定の貸付人との間で本契約が終了した場合、または特定の貸付人が第三者に本契約上の地位を譲渡した場合の参加割合読替の方法について
　本契約において、特定の貸付人との関係で本契約が終了する場合としては、増加費用貸付人の請求に伴い借入人が本契約の終了を選択した場合（第10条参照）と、特定の貸付人が第三者に本契約上の地位を譲渡した場合（第29条参照）とが想定されていますが、本契約書案では、このような状況下における参加割合の読替規定を特に置いていません。前者の場合には、当該増加費用貸付人との関係で本契約が終了した場合、総貸付極度額の定義における「全貸付人」とは残された貸付人を（当然に）意味するものと読むことが可能である上、残された貸付人の貸付極度額は特定しうるため、特に読替規定を設けないなくとも、残された貸付人毎の参加割合は適正に算出されるものと考えられます。また、後者の場合には、総貸付極度額の変更は行われず、また、本契約上、全貸付人及びエージェントの承諾を条件に例外的に認められる地位の全部譲渡の際も、譲受人は本契約に拘束されることを条件に地位の譲受を受けるにすぎないため、譲渡貸付人が譲渡前に有していた貸付極度額を譲受人はそのまま引き継ぐことになります。また、本契約上の地位の一部譲渡の場合には、貸付極度額の読み替えがなされることになっています。このように、これらの場合、参加割合算出のための要素において既に手当がなされているため、参加割合の定義自体について特に読替の規定が必要となることはないと考えられます。なお、明確化の観点から極度額の読替規定をおくことも検討に値すると思われます。
（第30項）
	30.
「清算金」とは、個別貸付の弁済期日前に元本の弁済または相殺がなされた場合における再運用利率が適用利率を下回る場合において、かかる弁済または相殺がなされた元本金額に再運用利率と適用利率の差及び残存期間の実日数を乗じて算出した金額をいう。なお「残存期間」とは、弁済または相殺がなされた日から弁済期日までの期間をいい、「再運用利率」とは、弁済または相殺がなされた元本金額を残存期間にわたって東京インターバンク市場で再運用すると仮定した場合の利率として貸付人が合理的に決定した利率をいう。また、かかる清算金の算出方法は、 [両端／後落しによる片端]及び1年を[365／360]日とした日割計算とし、除算は最後に行い、1円未満は切り捨てる。


（内容）
　清算金の定義について定めます。
（解説）
　期限前弁済条項（第13条参照）に従って弁済が行われる場合のみならず、期限の利益喪失事由の発生により貸付金が満期日より前に回収された場合や、増加費用貸付人として本契約関係が終了する場合等、本契約上定められた弁済期日以前に元本の弁済がなされる全ての場合に共通して適用されます。本項に基づく清算金は、期限前に弁済された元本についてのみ適用される点で留意が必要です。
（第31項）
	31.
「総貸付残高」とは、全貸付人の個別貸付未払金の元本合計金額をいう。


（内容）
　総貸付残高の定義について定めます。
（解説）
　総貸付残高が利息や損害金等を含んだ総貸付未払金の合計額ではなく、あくまで元本相当額に限定されている点で注意が必要です。本定義は、全貸付人との関係で貸付義務が消滅したために、参加割合を基準に多数参加貸付人を算定できない場合に、多数貸付人を算定するために必要な概念です。
（第35項）
	35.
「多数貸付人」とは、意思結集基準時点における参加割合（但し、全貸付人の貸付義務が消滅後、貸付に係る本契約に基づく全ての債務の弁済が完了していない期間中は、意思結集基準時点における総貸付残高に対する貸付人毎の個別貸付未払金の元本合計金額の割合とする。）の合計が●●％以上となる、単独または複数の貸付人をいう。なお、「意思結集基準時点」とは、貸付人が多数貸付人による指示が必要な事由が発生したと判断した場合には、第27条第1項第1号の通知をエージェントが受領した時点をいい、エージェントが自ら多数貸付人による意思結集が必要であると判断した場合には、第27条第2項の通知をエージェントが発した時点をいう。


（内容）
　多数貸付人の定義について定めます。
（解説）
　リボルビング･クレジット･ファシリティにおける貸付人の地位は「枠供与者としての地位」及び「個別貸付の実行者としての地位」の二通りがあります。
　貸付債権の譲渡や貸付不実行を想定した場合、多数貸付人を枠金額により（即ち参加割合により）決定すべきか、あるいは、既に実行された貸付残高（即ち個別貸付末払金）により決定すべきか、議論があるところですが、本契約においては、(a)原則として参加割合によることとし、(b)全貸付人の貸付義務が消滅し貸付残高が残っている場合にのみ個別貸付未払金（但し、元本基準）によることとすると規定しています。これは以下の理由によるものです。
①
貸付債権の譲渡がなされた場合には、本契約とは独立した形で、譲渡人と譲受人との間で投票権行使に関する何らかの取決めを行うことにより、譲受人の権利を確保することは可能と考えられます。
②
貸付不実行があった場合には、残高が少ない貸付人が参加割合に応じた投票権を持つ点に異論があることも想定されますが、将来における貸付につき参加割合に応じた貸付義務を負う立場にあることを重視すれば、さほど不合理な処理の方法ではないと整理しています。
③
特定の貸付人との関係で本契約が終了し、当該貸付人の貸出義務が消滅した場合（（従って、参加割合はゼロとなります）において、なお当該貸付人の個別貸付未払金が存する場合、上記(a)のアプローチによる限り、当該貸付人の投票権は認められないことになりますが、そもそも当該貸付人の意向に基づき（あるいは当該貸付人の帰責事由により）本契約が終了した扱いになったものである以上、この場合に投票権が付されないのは致し方ない、と整理しています。
（第36項）
	[36.「立替コスト」とは、エージェントが立替払いを行った場合において、立替払いを行った金額に調達利率及び立替期間の実日数を乗じて算出した金額をいう。なお、「立替期間」とは立替払い発生日から立替払い解消日までの期間をいい、「調達利率」とは立替払いを行った金額を立替期間にわたって調達する利率としてエージェントが合理的に決定した利率をいう。また、かかる立替コストの算出方法は、 [両端／後落しによる片端]及び1年を[365／360]日とした日割計算とし、除算は最後に行い、1円未満は切り捨てる。]


（内容）
　立替コストの定義について定めます。
（解説）
　本契約上、エージェント口座方式を採用した場合、貸付人によるエージェント口座への貸付金の入金以前にエージェントが借入人に対して立替払いを行うことができる旨の規定を置くことができます（第7条第3項参照）。また、弁済金については、エージェント口座方式を採用する場合のみならず、シンジケート口座方式を採用する場合にも立替払いを行うことができる旨の規定を置くことができます（第19条第1項の解説参照）。本項は、立替コストの定義と共に、エージェントがかかる立替払いを行ったときに当該貸付人の負担すべき立替コストの算定方法を規定しております。

（第37項）
	[37.「立替払い」とは、弁済期日における借入人による弁済について、[エージェントが借入人に通知の上、]借入人からの弁済完了前に、第19条に従い貸付人へ分配すべき金額相当額をエージェントが貸付人に対し支払う行為、または実行希望日における貸付人による個別貸付について、[エージェントが貸付人に通知の上、]貸付人からの個別貸付の実行前に、借入人へ個別貸付されるべき金額相当額をエージェントが借入人に対し支払う行為をいう。[なお、借入人または貸付人は、かかる通知がなされた場合、エージェントが立替払いを行うことについて一切異議を述べないものとする。]]


（内容）
　立替払いの定義について定めます。
（解説）
　本契約書案では、弁済期日における借入人による弁済については、エージェント口座方式、シンジケート口座方式を問わず、オプションとして立替払いを認める構成を採用する一方、貸付実行前の立替払いについては、エージェント口座方式を採用する場合にオプションとして認める構成を採用しております。なお、立替払いの手続として、エージェントによる借入人及び貸付人に対する通知を要求する場合には、[エージェントが借入人に通知の上、][エージェントが貸付人に通知の上、][なお、借入人または貸付人はかかる通知がなされた場合、エージェントが立替払いを行うことについて一切異議を述べないものとする。]をあわせて採用することになります。

（第39項）
	39.
「発効日」とは、平成●年●月●日をいう。但し、かかる日において第4条の条件の全部または一部が充足されていない場合は、かかる条件が全て充足された日をいう。


（内容）
　発効日の定義について定めます。
（解説）

　発効日とファシリティフィー計算期間について
　通常であれば、発効日はファシリティフィー計算期間開始日と同一になりますが、借入人側の理由により発効日に第4条に定める本契約発効の前提条件が満たされない場合を想定して、上のように定義しています。
（第40項）
	40.
「ファシリティフィー」とは、第15条の規定に基づき借入人が貸付人に支払う手数料をいう。


（内容）
　ファシリティフィーの定義について定めます。
（解説）
　ファシリティフィーを貸付義務負担の対価と記載すると、借入人側の義務懈怠により、本契約第4条の規定に従って本契約が発効していない場合等、貸付人が貸付義務を負担していない期間に係るファシリティフィーの徴収について疑義が生じ得ます。また、様々なファシリティフィーの徴収方法が存在することも事実です。そこで、ファシリティフィーについて柔軟な条件設定が出来るよう、本定義においては、第15条（ファシリティフィー）の条項を参照するに留め、別途同条で、ファシリティフィーの計算方法及び徴収方法を規定することとしております。
（第41項）
	41.
「ファシリティフィー計算期間」とは、平成●年●月●日（同日を含む。）から契約期限（同日を含む。）までの期間をいう。


（内容）
　ファシリティフィー計算期間の定義について定めます。
（解説）
　第39項とも関連しますが、本契約では、仮に借入人側の事情により契約発効の予定日に本契約が発効しない場合においても、ファシリティフィーの計算期間は短縮されないことを前提としております。
（第47項）
	47.
「未使用貸付極度額」とは、貸付極度額から個別貸付未払金の元本合計金額を控除した金額をいう。


（内容）
　未使用貸付極度額の定義について定めます。
（解説）
　未使用貸付極度額は、貸付義務発生の有無判断の前提として重要な基準となります。
第2条（貸付人の権利義務） TC "第2条　 貸付人の権利義務"\l1 
（第1項）
	（1）貸付人は、貸付義務を負担する。


（第2項）（第4項）
	（2）本契約で別途定める場合を除き、貸付人の本契約に基づく義務は互いに独立したものであり、貸付人は他の貸付人がかかる義務を履行しないことを理由に自らの本契約に基づく義務を免れないものとする。また、貸付人は、他の貸付人が本契約に基づく義務を履行しないことについて一切責任を負わないものとする。
（4）本契約に別段の定めがある場合を除き、貸付人は本契約に基づく権利を個別かつ独立して行使できる。


（内容）

　貸付義務及び貸付人の権利の個別独立性について定めます。
（解説）
　本契約は、借入人と貸付人との間には、それぞれ別個に複数の消費貸借契約関係が生じることを原則としつつ、回収の局面においては、シンジケートの団体性を尊重して、原則として、多数貸付人やエージェントの同意が無ければ権利行使できないという構成を採用しております。本条項は、かかる基本原則を明らかにした規定であり、別途後述の団体性を尊重した規定が存在しない限り、貸付人の借入人に対する本契約に基づく権利及び義務は、原則として貸付人間において個別独立の関係にあることを規定しています。
　他方、シンジケートの団体性を尊重した規定としては、例えば、貸付不能事由の発生を多数貸付人の判断にかからしめている規定（第1条第10項）、期限前弁済を、かかる貸付を実行した全貸付人及びエージェントにより承諾された場合にのみ認めている規定（第13条第1項）、借入人から貸付人への直接支払を原則として禁じている規定（第18条第3項）、エージェントに入金された支払金は、原則として貸付人間で分配されるとしている規定（第19条第1項）、貸付人が相殺により回収した金員についても、他の貸付人との債権割合に応じて調整を図ることが予定されている規定（第24条）等が挙げられます。なお、かかる団体性の尊重は、借入人が期限の利益を喪失している場合にも同様に適用されます。従って、貸付人による個別の債権回収の結果回収された金員は、かかる回収にかかった費用を差し引いた残額が貸付人間で分配されることになります（第24条第4項等参照）。
（第3項）
	（3）貸付人が貸付義務に違反して実行希望日に個別貸付を行わなかった場合､当該貸付人は、かかる貸付義務違反により借入人が被った全ての損害、損失及び費用等を、借入人から請求があり次第、直ちに補償する。但し、かかる損害、損失及び費用等の借入人に対する補償は、実行希望日に個別貸付が行われなかったために別途借入を行った場合に支払を要した、あるいは要するであろう利息その他の費用と、実行希望日に個別貸付が行われた場合に支払を要したであろう利息その他の費用の差額を上限とする。


（内容）
　貸付義務違反の場合における損害賠償額の限定について定めます。
（解説）
　同条項は、貸付義務不履行の際に、当該不履行貸付人が借入人に対し負担する損害賠償義務の範囲を調達コストの差額に限定する「損害賠償の予定」規定（民法（昭和29年法律第89号、明治31年法律第9号）（以下、「民法」といいます。）第420条参照）です。一方、同条項は、貸付人の貸付義務不履行に伴う貸付人間の責任については特に規定するものではありません。
第4条（本契約発効の前提条件） TC "第4条 　本契約発効の前提条件"\l1 
	本契約は、平成●年●月●日の到来、及び借入人が以下の全ての書類をエージェント[及び全貸付人]に提出し、その内容にエージェント[及び全貸付人]が満足することを条件に発効する。
(a)
本契約に記名捺印する借入人代表者の印鑑証明書
(b)
[資格証明書／商業登記簿謄本]

(c)
[定款]

(d)
[エージェント所定の様式の印鑑または署名の届出]

(e)
[本契約を締結し、本契約に基づき借入を行うことを承認した借入人の取締役会議事録の原本証明付写し]


（内容）
　本契約発効の前提条件について定めます。
（解説）
　上記に加え、財務諸表（継続開示会社については一定の証券取引法（昭和23年法律第25号）（以下、「証券取引法」といいます。）上の開示書類）を徴求することも検討に値します。
第5条（借入の申込） TC "第5条　 借入の申込"\l1 
（第2項）
	（2）借入申込書に記載される貸付の金額は、[総貸付極度額の●●％／●●円]以上でかつ[●●％／●●円]単位とし、かつ、全貸付人について、当該貸付総額から算出される個別貸付実行金額は、借入申込書記載の実行希望日における貸付人の未使用貸付極度額（但し、かかる実行希望日までに弁済期日が到来する個別貸付が存在するときは、かかる個別貸付に係る借入人の弁済義務が全て履行されるものとして算定するものとする。）を上回らない額とする。


（内容）
　借入申込書に記載しうる貸付の金額について定めます。
（解説）
　本契約書案においては、借入の申し込み後、貸付の実行時点までの間に、既に実行された貸付について返済が予定されている場合、申込時点の未使用貸付極度額に、当該返済予定金相当額を加算した額まで借入の申込が可能とされております。例えば、貸付極度額が100の貸付人に対し、借入の申込みの時点で、既に70の借入を行っているが、実行希望日までに20の返済が予定されている場合には、50の借入の申込みが可能となるわけです。
　もっとも、実行時点で、借入人が当該返済を行わなかった場合、貸付義務負担の前提条件が充足されないことになります（第6条第4号参照）。従って、上述の例においても、実行希望日までに20の返済がなされなければ、当該貸付人は借入人に対し貸付を実行する義務を負いません。
（第4項）
	（4）第1項に基づく借入の申込の意思表示は、エージェントが借入申込書を受領したときに全貸付人に対する関係で効力を生じるものとする。なお、借入人は、エージェントによる借入申込書の受領後は、いずれの貸付人に対する関係においても、その事由の如何を問わず、第1項に基づく借入の申込を取り消し、または変更することはできないものとする。エージェントが借入人から借入申込書を受領した場合には、エージェントは実行希望日の●営業日前の●時までに、全貸付人に対して借入申込書の写しを送付することにより借入人による借入の申込の事実及びその内容を通知する。なお、エージェントは、かかる申込に基づき実行された個別貸付未払金の全額について弁済を受けるまで、全貸付人のために借入申込書の原本を保管する。


（内容）
　借入の申込の意思表示の効力発生要件について定めます。

（解説）
　本契約の下において、借入人は、貸付義務負担の前提条件（第6条）が充足される限りにおいて、自らの意思表示により借入人・貸付人間において借入人を借主とし、金銭を目的とした消費貸借を成立させることができる関係にあると言えます。従って、借入人は消費貸借予約における条件付予約完結権を有すると考えられます。かかる条件付予約完結権の行使により、貸付義務負担の前提条件が充足される限りにおいて、借入人・貸付人間で諾成的消費貸借契約が成立し、貸付人は消費貸借の目的である金銭を交付する債務を負うことになるので、条件付予約完結権行使の証票である借入申込書は非常に重要なものとなるわけです。従って、原本保管義務を負担するエージェントは、その保管方法につき十分留意する必要があります。
第6条（貸付義務負担の前提条件） TC "第6条　 貸付義務負担の前提条件"\l1 
	貸付人は、契約期間中、次の各号に定める条件が個別貸付実行時点において全て充足されることを条件に（但し、第8条第1項に基づく通知の有無を問わない。）貸付義務を負担する。なお、かかる条件充足の判断は貸付人毎に行い、他の貸付人並びにエージェントは、当該貸付人の判断及び貸付の不実行について一切の責任を負わない。
①
借入の申込が前条第1項ないし第3項の要件を満たしていること｡
②
全貸付人の貸付義務が第9条第3項により免除されていないこと。
③
第20条各号記載の事項がいずれも真実かつ正確であること。
④
借入人が本契約の各条項に違反して[いないこと／おらず、また、かかる実行希望日以降においてかかる違反が生じるおそれのないこと]。
[⑤
第32条第2項の規定に基づく協議が行われていないこと。]


（内容）
　貸付義務負担の前提条件について定めます。

（解説）
　貸付前提条件の判断は、貸付人毎に行うと定めています。

　前提条件充足の判断は、シンジケートの団体性を重視した場合は多数貸付人の判断とし、自己責任の原則を重視する場合は貸付人が個別に判断するものとなります。本契約書案においては、現状の日本のマーケットにおいては、自己責任の原則の徹底を優先すべきと考え、貸付人の判断によるものと定めています。

　貸付実行時点の一定時間前までに不実行通知を行わない限り、貸付人は必ず貸付を実行しなければならないと規定した場合、当然のことながら、貸付人は、貸付前提条件の充足に係る判断を貸付実行時点に行うことができなくなります。本契約書案では、不実行通知の送付及びこれを行わない場合の貸付実行の義務化と貸付前提条件の充足に係る判断時限のこのような関係を踏まえ、貸付前提条件の充足に係る判断を貸付実行時点に行うことを貸付人に認めることを優先し、不実行通知の送付（及びこれを行わない場合の貸付の実行）を義務付けていません。本条但書「第8条第1項に基づく通知の有無を問わない。」旨の規定は、かかる趣旨によるものです。
　第3号中で言及されている第20条第9号において、期限の利益喪失事由が発生しておらず、または発生のおそれがないことを真実であると表明保証していることから、期限の利益喪失事由が発生しておらず、または発生のおそれがないことが、貸付義務発生の前提条件となっています。
第7条（貸付の実行） TC "第7条　 貸付の実行"\l1 
（第1項）
	（1） 貸付人は、第5条に従って借入の申込を受け、第8条第1項に基づく通知を行わず、かつ、前条各号に定める条件が個別貸付実行時点において全て充足される場合、個別貸付実行金額を実行希望日にシンジケート口座へ入金する。シンジケート口座へ入金した時点をもって、当該貸付人についてかかる個別貸付の実行がなされたものとする。但し、借換新貸付に係る個別貸付の実行については、貸付人は、実行希望日における借換旧貸付に係る個別貸付未払金の元本額と借換新貸付に係る個別貸付実行金額とを差引計算し、その大小に応じて、次の各号の通り取扱う。
①
借換新貸付に係る個別貸付実行金額が借換旧貸付に係る個別貸付未払金の元本相当額を上回る場合
貸付人は、第5条に従って借入の申込を受け、第8条第1項に基づく通知を行わず、かつ、前条各号に定める条件が個別貸付実行時点において全て充足される場合、借換新貸付に係る個別貸付実行金額と借換旧貸付に係る個別貸付未払金の元本相当額との差額全額を実行希望日にシンジケート口座へ入金するものとし、かかる入金が実際に行われた時点をもって、個別貸付実行金額全額について借換新貸付に係る個別貸付の実行がなされたものとする。但し、貸付人による個別貸付実行金額と個別貸付未払金の元本相当額との差額のシンジケート口座への入金がなされた場合にも、借換旧貸付に係る利息の支払が支払時限までになされなかったときは、借換新貸付に係る個別貸付の実行はなされなかったものとみなす。
②
借換新貸付に係る個別貸付実行金額が借換旧貸付に係る個別貸付未払金の元本相当額と同額かまたはこれ［個別貸付未払金の元本相当額］を下回る場合
貸付人が、第5条に従って借入の申込を受け、第8条第1項に基づく通知を行わなかった場合、借換旧貸付の支払時限をもって、個別貸付実行金額全額について借換新貸付に係る個別貸付の実行がなされたものとする。但し、借入人による借換旧貸付に係る個別貸付未払金額と個別貸付実行金額の差額及び借換旧貸付に係る利息の支払が支払時限までなされなかったときは、借換新貸付に係る個別貸付の実行はなされなかったものとみなす。
[(1)
貸付人は、第5条に従って借入の申込を受け、第8条第1項に基づく通知を行わず、かつ、前条各号に定める条件が個別貸付実行時点において全て充足される場合、個別貸付実行金額を実行希望日の●時までにエージェント口座に入金する。エージェントが当該金員をエージェント口座からシンジケート口座へ入金した時点をもって、当該貸付人についてかかる個別貸付の実行がなされたものとする。但し、借換新貸付に係る個別貸付の実行については、貸付人は、実行希望日における借換旧貸付に係る個別貸付未払金の元本額と借換新貸付に係る個別貸付実行金額とを差引計算し、その大小に応じて、次の各号の通り取扱う。
①
借換新貸付に係る個別貸付実行金額が借換旧貸付に係る個別貸付未払金の元本相当額を上回る場合
貸付人は、第5条に従って借入の申込を受け、第8条第1項に基づく通知を行わず、かつ、前条各号に定める条件が個別貸付実行時点において全て充足される場合、借換新貸付に係る個別貸付実行金額と借換旧貸付に係る個別貸付未払金の元本相当額との差額を実行希望日の●時までにエージェント口座へ入金する。エージェントが当該金員をエージェント口座から引落とした後、シンジケート口座へ入金した時点をもって、個別貸付実行金額全額について借換新貸付に係る個別貸付の実行がなされたものとする。但し、貸付人による個別貸付実行金額と個別貸付未払金の元本相当額の差額のシンジケート口座への入金がなされた場合にも、借換旧貸付に係る利息の支払が支払時限までになされなかったときは、借換新貸付に係る個別貸付の実行はなされなかったものとみなす。
②
借換新貸付に係る個別貸付実行金額が借換旧貸付に係る個別貸付未払金の元本相当額と同額かまたはこれ［個別貸付未払金の元本相当額］を下回る場合

貸付人が、第5条に従って借入の申込を受け、第8条第1項に基づく通知を行わなかった場合、借換旧貸付の支払時限をもって、個別貸付実行金額全額について借換新貸付に係る個別貸付の実行がなされたものとする。但し、借入人による借換旧貸付に係る個別貸付未払金額と個別貸付実行金額の差額及び借換旧貸付に係る利息の支払が支払時限までなされなかったときは、借換新貸付に係る個別貸付の実行はなされなかったものとみなす。]


（内容）
　貸付実行の手続について定めます。

（解説）
1.　貸付実行時の時限について

　一般に、送金依頼人による入金時限の指定は実務的には困難であると考えられています。本契約書案では、こうした実情を踏まえ、貸付実行時における貸付人によるシンジケート口座への入金時限（シンジケート口座方式の場合）およびエージェントによるシンジケート口座への入金時限（エージェント口座方式の場合）については、特にこれを定めておりません。なお、エージェント口座方式の場合における貸付人によるエージェント口座への入金については、同様の問題があり得ることは認識しつつも、エージェント事務をスムーズに遂行することに重点を置き、あえて入金時限を定めています。

また、委員会の議論の中では、シンジケート口座への入金時限を定めるのは困難だとしても、貸付人に対し仕向銀行へ予め定めた時限迄に送金依頼を行う義務を課すことは不可能ではない（その場合でも、最終的に何時にシンジケート口座への入金がなされるかについては、貸付人は責任を負わない。）との意見も折衷案として提示されましたが、入金時限の定めがない以上、送金依頼時限のみ特定してもさほどメリットが生じることはないように思われたため、本契約書案では、シンジケート口座への入金時限につき貸付人に義務を課すことをいたしておりません。
2.　エージェント口座を利用する場合における貸付の効力発生時点について

　本条項は、貸付実行時にエージェント口座を利用する場合の、貸付実行方法及び貸付効力の発生時点を規定したものです。
　貸付効力の発生時点は、エージェント口座への入金時点ではなく、エージェントがエージェント口座から資金をシンジケート口座へ入金した時点としています。
　この場合、エージェントのコミングルリスクは貸付人が負うことになりますが、エージェントは借入人ではなく貸付人の代理人と規定（第25条第1項参照）しているため、貸付人がリスクを負担することは自然と思われます。なお、エージェントのコミングルリスクを回避したい場合は、エージェント口座を利用せず、シンジケート口座方式を採用することで対応することが可能です。
　貸付実行については、個々の貸付人の判断を重視する考え方とシンジケート団の一体性を重視する（貸付実行の判断は多数貸付人とするなど）考え方がありますが、シンジケート団の一体性を重視する場合（一部貸付人が実行しなければ全額実行しない場合等）は、エージェント口座を利用する必要があります。
　エージェント口座方式を採用した場合は、立替払いの規定（第7条第3項）を選択するか否かを検討する必要があります。
3.　借換決済時における借換新貸付の効力発生時点について

　借換決済は、借換旧貸付の貸付期間の延長ではなく、借換旧貸付の弁済と借換新貸付の実行が同時に行われるとの考えに立っています。この点、消費貸借の要物性との関係で議論がありえますが、（i）貸金850円の一部である297円は現実に借主に渡したが、他は借主及びその保証人の旧債務と差引計算した場合
、（ii）AがX銀行に対し12,569円35銭の債務を負っており、YはAのこの債務を弁済することを銀行に約すると共に、同金額をX銀行から借り受けることを約し、現実の授受を省略した場合
、及び(iii)ＸがYから2,000円を借り500円を貸すことを約し、現実には1,500円の授受のみが行われた場合
において、判例はいずれも消費貸借契約の成立を認める旨判示しています
。
　本契約における借換新貸付の成立時点は、①借換新貸付の実行金額が借換旧貸付の元本返済金額を上回る場合は、貸付人による差額入金時点と、また、②借換新貸付の実行金額が借換旧貸付の元本返済金額と同額かまたはこれを下回る場合は、実行希望日の一定時限（＝旧貸付の支払時限）と、それぞれ規定しています。
　留意すべき第1点目としては、借換決済の対象となっているのが、元本に限られている点です。従って、上記①の場合にあっては借換旧貸付に係る利息について、また、上記②の場合にあっては借換旧貸付に係る利息に借換新貸付実行金額と借換旧貸付に係る元本の差額を合計した金額について、支払時限までに借入人が入金する義務を負担しております。仮にかかる支払が、定められた支払時限までに履行されなかった場合には、期限の利益喪失（多数貸付人の意思による請求喪失）により、貸付の回収を行うことが可能となります。本契約では、さらに、上記支払が定められた支払時限までに履行されなかった場合、第8条第1項に基づく不実行通知が行われない場合であっても、借換新貸付に係る個別貸付の実行はなされなかったものとみなす旨規定しております。この場合、①においては、入金済みの差額は不当利得返還請求の対象となることになります。
　留意すべき第2点目としては、上記①の場合、借換新貸付の実行時限が特定されておらず、借換新貸付の実行金額と借換旧貸付に係る元本との差額の貸付人による入金は、実行予定日であれば何時でも可能である一方、借換旧貸付に係る支払時限は特定されているため（第18条第1項参照）、支払時限までに貸付人によるかかる差額入金が行われないと、何の手当もしないと期限の利益喪失（多数貸付人の意思による請求喪失）事由に該当してしまうことです。そこで、別途第18条第1項において、個別貸付実行金額相当額に係る借換旧貸付に係る元本の支払時限は、借換新貸付実行時点まで猶予されていると構成しております。
　以上の内容を各ケース毎に、借換旧貸付の弁済期限及び借換新貸付の効力発生時点を整理すると以下の通りとなります。

	
	不実行通知

の有無
	シンジケート口座方式
	エージェント口座方式

	
	
	
	立替払いあり
	立替払いなし

	増額借換
	借換旧貸付の弁済期限
	あり
	支払時限
	同左
	同左

	
	
	なし
	差額入金時点まで猶予
	同左
	同左

	
	借換新貸付の効力発生時点
	あり
	

	
	
	なし
	差額入金時点
	立替払い実行時点*1
	差額入金時点

	同額または

減額借換
	借換旧貸付の弁済期限猶予
	あり
	支払時限
	同左
	同左

	
	
	なし
	支払時限
	同左
	同左

	
	借換新貸付の効力発生時点
	あり
	

	
	
	なし
	支払時限*2
	同左*2
	同左*2


*1：仮に第6条各号に定める条件の全部または一部が個別貸付実行時点において充足していない場合においても、不実行通知がなされない限り、エージェントの立替払いにより借換新貸付の効力が発生することに留意する必要があります。

*2：仮に第6条各号に定める条件の全部または一部が個別貸付実行時点において充足していない場合においても、不実行通知がなされない限り、旧貸付の支払時限において借換新貸付の効力が発生することに留意する必要があります。

（第2項）
	（2）前項に基づき貸付が実行された場合、借入人は、直ちにエージェントに貸付の金額及び個別貸付の明細を記載した領収書を送付する。また、エージェントは、かかる領収書を受領した場合には、速やかにその写しを個別貸付を実行した貸付人に交付する。なお、エージェントは、かかる個別貸付に係る個別貸付未払金の全額について弁済を受けるまで、当該貸付人のためにかかる領収書の原本を保管する。


（内容）
　領収書の発行及びその保管について定めます。
　

（解説）
　金銭の貸付が行われたことを立証する客観的証票として、領収証は交付されますので、前述（第5条第4項参照）の借入申込書と同様、エージェントはその保管に十分に留意する必要があります。
（第3項）
	[（3）第5条に従って借入の申込を受け、かつ、第8条第1項の通知が行われない場合には、エージェントは、貸付人による個別貸付の実行を立替払いにより行うことができる。かかる立替払いの後、当該貸付人は、実行希望日の●時までに個別貸付実行金相当額全額をエージェント口座に入金するものとし、かかる入金がかかる時限までに完了しない場合には、当該貸付人は、エージェントから請求を受け次第、直ちにエージェントに対してかかる立替払いに要した立替コストを支払うものとする。]


（内容）
　立替払いの方法、及び立替払い後の手続について定めます。

（解説）
　本条項は、貸付実行時において、エージェントが他の貸付人の貸付資金を立替えて実行する時の前提や立替コストの負担者について規定したものであり、第7条第1項でエージェント口座方式を採用した場合にのみ選択することが可能です。シンジケート口座方式を採用した場合は、削除する必要があります。
　立替払いについては、何れの当事者の便宜のために行われると見るか、貸付の効力がいつ生ずると見るかに応じて、二通りの考え方があり得ます。一つは、立替払いは、貸付人のために行われるものと捉え、立替払いをもって当該貸付人による貸付が実行されたものとみなしてその貸付の効力が発生するとするもの、もう一つは、立替払いはむしろ借入人の便宜のために行われるものと捉え、本来の貸付人による貸付の実行とは別に行われ、従ってかかる立替払いのみをもって貸付の効力は発生しないとするものです。立替コストについては、前者の考え方に立った場合には貸付人負担（原因者）、また、後者の場合には借入人負担（受益者）とするのが一般的と考えられます。
　本契約では前者の考え方を採用し、また、複雑な権利義務の発生を避けるために、かかる立替払いは貸付不実行通知期限経過後に限って行い得るものと規定しています。
　また、立替払いに係る資金コストは同日中でも発生すると考えられるため、立替コスト発生し始める時限は、基本的にエージェント口座への入金時限（第7条第1項に規定）と同時限であると想定されます（但し、時間単位で立替コストに対する課金を行う場合には、第1条第36項（立替期間）を修正する必要があります。）。
　なお、エージェントの事務的な都合や借入人の要請に基づき、貸付実行希望日の営業時間開始時に貸付実行（立替払い）の扱いによりたい場合は、貸付不実行通知期限を貸付実行希望日の前営業日にするなどの対応が想定されます。
　また、立替払いを行ったエージェントは、立替金額及び立替コストの範囲で貸付人の信用リスクを負担することになる点に留意する必要があります。
第8条（貸付の不実行） TC "第8条 　貸付の不実行"\l1 
（第1項）
	（1）第6条の条件の全部または一部が充足されないことを理由に、個別貸付を実行しないことを決定した貸付人（以下、「不実行貸付人」という。）は、実行希望日の●営業日前の●時までに、その旨を理由を付してエージェント、借入人及び他の全ての貸付人に通知できる。但し、第6条の条件が全て充足されているにもかかわらず、かかる通知がなされ、個別貸付が実行されなかった場合には、不実行貸付人は貸付義務違反による責任を免れることはできない。


（内容）
　不実行貸付人について定めます。

（解説）
　本条項は、貸付実行の前提条件の全部または一部が充足していないこと理由に貸付の不実行を本契約関連当事者に通知する場合の手続を規定しているものです。
　この点、留意すべきは、不実行通知を為すか否かは貸付人の任意の判断に委ねられており、貸付不実行の通知を本条項に定める時限までに通知したか否かとは無関係に、貸付の実行時点において第6条規定の前提条件が充足されていなければ、貸付人は貸付義務を負担しない点です。従って、後述の通り、借入人の信用不安情報を貸付人間で共有するという効果以外に基本的には法的効果は生じません。
　なお、貸付不実行と判断した場合に通知する内容（貸付不実行の事実のみとするか、貸付不実行と判断した理由まで含めるか）や通知先（エージェントや借入人のみとするか、他の貸付人へも通知するか）については、本来守秘義務との関係を慎重に考慮する必要があるものと考えられます。しかし、本契約書案では、かかる判断理由の通知が守秘義務違反となることを回避することを目的に、第33条第1項第1号において借入人はかかる通知に伴い借入人及び借入人との取引に関する情報を合理的な範囲で開示することについて異議を述べない旨規定しているため、原則として、守秘義務違反の問題は生じないものと解されます。
　貸付人が貸付不実行と判断する場合は、基本的には借入人に与信上の問題が発生している場合と考えられます。本契約では貸付実行の判断は貸付人毎に行うことと定めていますが、シンジケートローンの団体性を踏まえた場合、貸付不実行と判断した理由を開示することは有益かつ自然と考え、判断理由も通知することとしています。また、事態の緊急性等を勘案し、他の貸付人に対して（エージェントを経由せず）直接通知することとしています。
第9条（貸付人の免責） TC "第9条　 貸付人の免責"\l1 
（第2項）
	（2）前項による通知がなされた後に、多数貸付人（多数貸付人による意思結集が困難な場合はエージェント）がかかる貸付不能事由が解消したと判断した場合には、エージェントは、かかる貸付不能事由が解消した旨を直ちに借入人及び全貸付人に通知する。


（内容）
　貸付不能事由解消の判断について定めます。
（解説）
　本条項は、貸付不能事由が発生した後に、貸付不能事由を解消する場合の手続を規定しているものです。
　本契約では、貸付不能事由の発生及び解消についての判断は、それぞれ多数貸付人（多数貸付人の意思結集が困難な場合はエージェント）が行うこととしています。他方で、貸付不能事由の発生と解消を一体とみなし、発生の判断にX％（多数貸付人比率）以上の賛成が必要な場合、解消の判断は（100－X％）超であれば良いとの意見もあります。
　貸付不能事由の発生と解消を一体とみなす考え方にも合理性はあると考えますが、これまで利用されている契約の規定としては一般的ではないため、両者を別個に取扱うこととしています。
第10条（増加費用） TC "第10条　増加費用"\l1 
（第1項）
	（1）増加費用発生貸付人は、エージェントを通じた書面による借入人に対する通知により、借入人による増加費用の負担または増加費用発生貸付人との関係での本契約の終了のいずれかを選択するよう借入人に対し請求することができる。借入人は、かかる請求の通知に対し、エージェントを通じた書面による増加費用発生貸付人に対する通知により回答する。かかる請求の通知が借入人に到達した日（同日を含む。）からかかる回答の通知がエージェントに到達する日（同日を含む。）までの期間に第5条に基づく借入の申込がなされた場合には、エージェントは、かかる借入の申込をもって、借入人から増加費用の負担を選択する旨の回答があったものとみなし、借入人はこれに異議なく同意する。


（内容）
　増加費用発生貸付人による選択請求の取扱について定めます。
（解説）
　本条項は、増加費用発生貸付人が増加費用の負担または本契約の終了の選択を借入人に対して直接請求できる構成となっております。他方で、増加費用の額、当該増加費用貸付人の参加割合、及び貸付残高の額によっては、他の貸付人への間接的な影響も大きいところであるため、多数貸付人または全貸付人の同意を条件とするという構成も考えられます。
（第3項）
	（3）第1項の請求に対し、増加費用発生貸付人との関係で借入人が本契約の終了を選択する場合には、借入人は、本契約の終了を希望する日（以下「契約終了希望日」という。）の●営業日前までに、エージェント及び全貸付人に対して、(a)本契約の終了を希望する旨及び(b)契約終了希望日を書面にて通知する。


（内容）
　増加費用発生貸付人との関係で本契約が終了した場合の手続について定めます。

（解説）
　本項では、増加費用発生貸付人が借入人に対して請求した、｢増加費用の負担または本契約の終了の選択｣に関し、本契約の終了が選択された場合を想定しています。この場合、本契約は、増加費用発生貸付人及び借入人間に限り終了することとなります。
（第5項）
	(5)
第3項の通知がなされた場合、契約終了希望日をもって、増加費用発生貸付人の貸付義務は消滅し、本契約は増加費用発生貸付人との関係においてのみ終了する。この場合、借入人は、本契約に基づき増加費用発生貸付人に対して負担する全ての債務を、増加費用発生貸付人に対し、契約終了希望日に、第18条の規定に従い支払う。なお、借入人が増加費用発生貸付人に対する本契約上の全ての債務の履行を完了するまでは、かかる債務の履行に関する限り、本契約の関連条項は増加費用発生貸付人との関係においても有効に存続する。


（解説）

　本契約が増加費用発生貸付人との関係で終了するものとした場合、その時点で増加費用発生貸付人の実行済貸付の取扱いが問題になります。増加費用発生貸付人にとって、貸付義務が存続する場合には増加費用が発生するものの、単に貸付残高を維持するだけであれば特に増加費用が発生することはない場合には、実行済貸付に関し、特にその期限の利益を喪失させたり、期限前弁済の対象とする必要はない、との考え方もあり得ます。本契約書案では、貸付残高を維持すること自体についても増加費用が発生することを想定し、増加費用発生貸付人との関係での本契約終了により、その実行済貸付を弁済するものと規定しています。
　本項の「本契約に基づき増加費用発生人に対して負担する全ての債務」には、（契約終了を選択した場合における）既に発生した増加費用は含まれません。
　本条項に基づき、本契約が終了し、増加費用発生貸付人に対する本契約上の全ての債務が履行されることとなった場合、他の契約におけるいわゆるクロスデフォルト条項との関係でどのように取扱われるのかが問題になり得ます。この点、当該他の契約におけるクロスデフォルト条項の定め方によりますが、一般的には、本条項に基づく契約の終了または債務の履行は、明らかに本契約で別に定められている期限の利益喪失事由とは性質の異なるものであり、また、借入人の選択の結果生ずるもの（借入人が増加費用を負担する場合には、こうした効果は発生しません。）であることから、他の契約のクロスデフォルト条項に抵触する可能性は低いと考えられます。

第11条（元本弁済） TC "第11条　元本弁済"\l1 
	借入人は、貸付の元本を、その弁済期日に一括して第18条の規定に従い支払う。


（内容）
　元本の弁済方法について定めます。
（解説）
　本契約のもとにおいては、元本の一括弁済方式のみを採用しており、一定のスケジュールに従った償還方式は採用しておりません。
第12条（利息） TC "第12条　利息"\l1 
	(1)
借入人は、貸付人毎の個別貸付に係る元本金額に、適用利率及び貸付期間の実日数を乗じて算出した利息の合計額を、弁済期日に、第18条の規定に従い支払う。
(2)
前項の利息の算出方法は、[両端／後落しによる片端]及び1年を[365／360]日とした日割計算とし、除算は最後に行い、1円未満は切り捨てる。


（解説）
　本契約では、利息を弁済期日に支払うと定めているため、利息後払を想定しています。
第13条（期限前弁済） TC "第13条　期限前弁済"\l1 
（第1項）
	（1）借入人は、弁済期日前に貸付の元本の全部または一部を弁済（以下、「期限前弁済」という。）することはできない。但し、第10条もしくは第32条に基づく場合、または次項以下の手続に従って、借入人が期限前弁済を希望する旨を通知した貸付を実行した全ての貸付人（以下、「被期限前弁済貸付人」という。）及びエージェントから書面による事前の承諾を得た場合はこの限りではない。


（内容）
　期限前弁済が例外的に許容される場合について定めます。
（解説）
　期限前弁済の対象が元本に限られている点に注意が必要です。
（第2項）
	（2）期限前弁済を希望する場合には、借入人は期限前弁済を希望する日（以下、「期限前弁済希望日」という。）の●営業日前までに、エージェントに対して、(a)期限前弁済を希望する貸付の実行日、弁済期日及び元本金額、(b)期限前弁済を希望する元本金額（[●●億円以上●●億円単位／期限前弁済を希望する貸付に係る元本残高の●●％以上かつ●●％単位]）、(c)期限前弁済を希望する元本金額に関し、期限前弁済希望日（同日を含む。）までに発生する利息（以下、「経過利息」という。）全額について同日支払う旨、並びに(d)期限前弁済希望日を書面にて通知する。エージェントは、借入人から通知を受けた後、期限前弁済希望日の●営業日前までに、本項(a)ないし(d)の内容を当該被期限前弁済貸付人に通知し、被期限前弁済貸付人は期限前弁済希望日の●営業日前までに、エージェントに対し、かかる期限前弁済の諾否を通知する。なお、いずれかの被期限前弁済貸付人からエージェントに対し期限前弁済希望日の●営業日前までにかかる通知が到達しないときは、当該被期限前弁済貸付人はかかる期限前弁済を承諾しなかったものとみなす。エージェントは、期限前弁済希望日の●営業日前までに、期限前弁済の可否を判定し、これを借入人及び被期限前弁済貸付人に通知する。


（内容）
　期限前弁済承諾の手続について定めます。
（解説）
　期限前弁済に際し併せて徴収される利息は、当該期限前弁済により返済される元本に関し、期限前弁済日までに発生した利息である点に注意が必要です。

　本契約書案においては、期限前弁済の対象は元本に限るものとし、期限前弁済に伴う経過利息の支払は、いわば特約によって利払日が変更されて期限前弁済希望日に行われるものと位置づけ、期限前弁済の対象からは除外しています。これは、清算金を、元本のみを基準に算出する運用（第1条第30項参照）に合わせる必要があると考えたためです。
第14条（遅延損害金） TC "第14条　遅延損害金"\l1 
（第1項）
	（1）借入人は、貸付人またはエージェントに対する本契約上の債務の履行を遅滞した場合には、かかる履行を遅滞した債務（以下、「履行遅滞債務」という。）の弁済期日（同日を含む。）から履行遅滞債務の全てを履行した日（同日を含む。）までの期間につき、履行遅滞債務の金額に、履行遅滞債務の債権者の合理的な調達コスト（当該債権者が合理的に決定した利率による。）に年率●●％を加算した割合または年率●●％の割合のいずれか高い方（但し、法令等に反しない限りとする。）を乗じて算出した遅延損害金を、エージェントから請求を受け次第、直ちに、第18条の規定に従い支払う。


（内容）
　遅延損害金について定めます。

（解説）
　本条項は、遅延損害金の算出方法について規定しているものです。
　遅延損害金算出のための貸付人の合理的な調達コストとは、貸付人それぞれが合理的に決めることとしているため、貸付人毎に異なる可能性があります。なお、合理的な調達コストとは、債務履行の遅延日から債務履行日までの期間に相当する貸付人の市場での調達金利（例えばTIBOR算出のため貸付人が提示する金利等）を想定しています。
第15条（ファシリティフィー） TC "第15条　ファシリティフィー"\l1 
（解説）
　本契約において徴収予定のファシリティフィーが、利息制限法第3条及び出資法第5条第6項のいわゆる「みなし利息」に該当しないかという点が問題となります。
　この点、特定融資枠法の制定に際し、法務省民事局参事官室より発表された論文
によれば、同法は特定融資枠契約に係る手数料について適法性を確認する趣旨ではなく、利息制限法及び出資法の特例を定めるものにすぎないと説明されています。同法の対象とならない借入人との間で本契約を締結する場合には、ファシリティフィー等が利息とみなされたとしても利息制限法の範囲内となることを企図して、(1)貸付実行日にかかるファシリティフィー等を発生させる、(2)一定の最低貸付残高を維持させるなどの対応も見受けられます。他方、ファシリティフィーは、そもそも「みなし利息」に該当しないという解釈や、ファシリティフィーは「みなし利息」に該当するが正当業務行為として違法性が阻却されるという見解も従来から存在しております。

（第1項）
	（1）借入人は、貸付極度額にファシリティフィー料率及びファシリティフィー計算期間の実日数を乗じて算出した金額をファシリティフィーとして、[発効日]に第18条の規定に従い支払う。なお、貸付人は、第2項ないし第4項の場合を除き、受領したファシリティフィーの返還を要さない。


（内容）
　ファシリティフィ－の支払方法について定めます。
（解説）
　本条項は、ファシリティフィ－の算出方法及び支払方法について規定したものです。
　本契約では、ファシリティフィ－の支払方法として、「一括・前払い」を想定しています。これはあくまで例示であり、ファシリティフィ－の支払方法について「分割徴求」や「後払い」等を選択する場合には、それぞれ修正を行う必要があります。また未使用枠に対してフィーを徴求するコミットメントライン契約の場合も修正する必要があります。

	■ 修正例① リボルビング･クレジット･ファシリティ（ファシリティフィー分割徴求の場合）
（第1条第41項）
「ファシリティフィー計算期間」とは、第1回は平成●年●月●日から第1回ファシリティフィー計算期日まで、第2回は第1回ファシリティフィー計算期日から第2回ファシリティフィー計算期日まで、第3回は第2回ファシリティフィー計算期日から第3回ファシリティフィー計算期日まで、第4回は第3回ファシリティフィー計算期日から契約期限までの期間をいう。
（第1条第41項-2）

「ファシリティフィー計算期日」とは、第1回は平成●年●月●日、第2回は平成●年●月●日、第3回は平成●年●月●日、第4回は契約期限をいう。なお、第1回ないし第3回ファシリティフィー計算期日が営業日以外の日にあたるときは、その[前]営業日をファシリティフィー計算期日とする。
（第15条第1項）
借入人は貸付極度額にファシリティフィー料率及びファシリティフィー計算期間の実日数を乗じて算出した金額をファシリティフィーとして、[ファシリティフィー計算期日／ファシリティフィー計算期間の初日]に第18条の規定に従い支払う。なお、貸付人は、本契約に別段の定めがない場合を除き、受領したファシリティフィーの返還を要さない。
· 修正例② コミットメントライン（コミットメントフィー分割・後払いの場合）
（タイトル）コミットメントライン契約書
（目次）

第15条　　コミットメントフィー

（第1条第24項）
「コミットメントフィー」とは、貸付人が借入人に対して第15条の規定に基づき借入人が貸付人に支払う手数料をいう。
（第1条第25項）
「コミットメントフィー計算期間」とは、第1回は平成●年●月●日から第1回コミットメントフィー計算期日まで、第2回は第1回コミットメントフィー計算期日から第2回コミットメントフィー計算期日まで、第3回は第2回コミットメントフィー計算期日から第3回コミットメントフィー計算期日まで、第4回は第3回コミットメントフィー計算期日から契約期限までの期間をいう。

（第1条第25項-2）
「コミットメントフィー計算期日」とは、第1回は平成●年●月●日、第2回は平成●年●月●日、第3回は平成●年●月●日、第4回は契約期限をいう。なお、第1回ないし第3回コミットメントフィー計算期日が営業日以外の日にあたるときは、その[前]営業日をコミットメントフィー計算期日とする。。

（第1条第26項）
「コミットメントフィー料率」とは、年率●●％をいう。
（第15条）

第15条（コミットメントフィー）

（第15条第1項）
借入人は、未使用貸付極度額のコミットメントフィー計算期間における日々の未使用貸付極度額（個別貸付に係る弁済がなされた日については弁済後の未使用貸付極度額を基準とする。）の合計金額にコミットメントフィー料率を乗じ、[365／360]で除した金額（1円未満は切り捨てる。）をコミットメントフィーとして、コミットメントフィー計算期日に第18条の規定に従い支払う。なお、貸付人は、本契約に別段の定めがある場合を除き、受領したコミットメントフィーの返還を要さない。
（第18条第4項）
⑤コミットメントフィー



（第2項）
	（2）貸付人に貸付義務の不履行があった場合、借入人は、かかる貸付義務の不履行をなした貸付人（以下、「不履行貸付人」という。）に対し、不履行期間に係るファシリティフィーのうち不履行期間中の日々の未使用貸付極度額（個別貸付に係る弁済がなされた日については弁済後の未使用貸付極度額を基準とする。）の合計額にファシリティフィー料率を乗じ、[365／360]で除して算出した金額（1円未満は切り捨てる。）については支払うことを要さない。不履行貸付人が当該金員相当額を既に受領している場合には、不履行貸付人は、不履行期間終了後、直ちに直接シンジケート口座に入金する方法により借入人にこれを返還する。なお、本項において「不履行期間」とは、不履行発生日（同日を含む。）から不履行解消日前日（同日を含む。）までの期間をいい、不履行解消日は、以下の各号の通りとする。
①
不履行貸付人が、エージェントを通じて借入人に対し、貸付義務の不履行があった借入の申込に基づく個別貸付を後日実行する旨の申出を行い、借入人がこれを応諾し、個別貸付が実行された場合には、かかる個別貸付が実行された日とする。
②
前号の申出が行われたにもかかわらず、借入人がこれを拒絶した場合には、かかる申出が拒絶された日とする。なお、前号の申出後、●営業日以内に、借入人からの諾否の通知をエージェントが受領しないときは、借入人により、かかる申出は拒絶されたものとみなす。
③
前二号以外の場合には、借入人、不履行貸付人及びエージェントによる協議により決定した日とする。


（内容）
　不履行貸付人との関係で発生するファシリティフィーについて定めます。

（解説）
　第2項ないし第4項は、いずれもファシリティフィーの返還規定ですが、返還される金額は、不履行期間に係るファシリティフィーのうち不履行期間中の日々の未使用貸付極度額の合計額にファシリティフィー料率を乗じ、[365／360]で除すという「積数方式」により算出されるため、不履行期間については両端を含めて認識しております。このため、不履行期間は、不履行発生日（同日を含む。）から不履行解消日前日（同日を含む。）までの期間と定められています。

　第1号で想定しているのは、当初貸付人が貸付前提条件を充足していないと判断し、貸付を実行しないこととしたものの、かかる判断が誤りであったことにより、結果として貸付義務の不履行となり、後日不履行となっていた個別貸付を改めて行う旨を借入人に申し入れるなどのケースです。
　これは貸付人側の事情を原因として当初の借入の申込に基づいた個別貸付がなされなかったのであり、後日個別貸付が行われる際の条件は、他の貸付人により実行希望日に実行された個別貸付と利率、弁済日等の条件は同様となるものと思われます。
　後日個別貸付が行われるか否かにかかわらず、借入人側に損害が発生する場合には、当該貸付人がその損害を負担すべきであり、また、不履行期間中に借入人が被った全ての損害については、（別途損害賠償が手当てされるのではなく）第2条第3項の貸付義務違反規定に従い、原則として調達コストの差額の範囲内で当該貸付人が賠償することとなります。
第16条（エージェントフィー） TC "第16条　エージェントフィー"\l1 
	借入人は、エージェントが本契約に定めるエージェント業務を行うことの対価として、借入人とエージェントが別途合意するところによりエージェントフィーを支払わなければならない。


（内容）

　借入人のエージェントフィーの支払義務について定めます。

（解説）

　エージェントがエージェント業務を行うことの対価として、借入人から受領するエージェントフィーについて定めますが、その金額等の詳細については、借入人とエージェントが別途合意するところによることとし、他の貸付人に対しては開示されない条項としています。勿論、本条において対価等について明示することもできます。

　本条における「別途合意する」は、契約当初に借入人とエージェントとの間で行われるもの（当初のフィー水準、支払時期等）を想定しています。第26条に基づきエージェントの辞任または解任が行われた際における、支払済のエージェントフィーの返戻や後任のエージェントに支払うエージェントフィーについては、本契約書案では手当てしておらず、前任及び後任のエージェントと借入人の間で本契約とは別に協議を行うべき事項としています。

　エージェントが銀行である場合、エージェント業務は、銀行法（昭和56年法律第59号）（以下、「銀行法」といいます。）上、資金の貸付け（同法第10条第1項第2号参照）及び為替取引（同法第10条第1項第3号参照）に付随する業務（同法第10条第2項参照）に該当するものと考えられます。（但し、量的に本業たる銀行業に対して従たる程度を超えておらず、業として反復、継続して行われていることを前提とします。）

第17条（諸経費及び公租公課等） TC "第17条　諸経費及び公租公課等"\l 1 
（第1項）

	(1)
本契約の作成及びその変更、修正に関して発生する全ての費用（弁護士費用を含む。）並びに貸付人及びエージェントが本契約に基づき権利の確保及び実行または義務の履行を行うに際して発生する全ての費用（弁護士費用を含む。）は、法令等に反しない限り全て借入人の負担とし、貸付人またはエージェントがこれを借入人に代わって負担した場合には、借入人は、エージェントから請求を受け次第、直ちに、第18条の規定に従い支払う。


（内容）

　本契約の作成及び変更等並びに本契約に基づく貸付人及びエージェントによる権利の確保・実行等に関する費用（弁護士費用を含みます。）の負担について定めます。

（解説）

　全ての費用（弁護士費用を含みます。）について、借入人の負担と定めます。

　「本契約の作成」には、本契約書の作成、特にそのための検討が含まれますが、本契約が成立するまでは、本条の効力は生じませんので、エージェントとしては、予め、本契約が最終的に締結されなかった場合も含め、借入人との間で本契約書の作成・検討に要する費用、特に専門家に対する報酬の負担等につき別途取決めをすることになります。「権利の確保」には、消滅時効の中断手続、仮差押え･仮処分等の保全処分手続が含まれます。また「権利の実行」は、債権の取立の他、借入人が倒産手続に入る場合には、その申立や参加手続が含まれます
。「義務の履行」を行うに際して発生する費用には、貸付人及びエージェントが本契約上通知義務を負う場合の通知費用等が含まれると考えられます。

　訴訟費用の負担については、民事訴訟費用等に関する法律（昭和46年法律第40号）によって費用の種類及び額が定められており（同法第2条参照）、訴訟当事者のいずれにどれだけ負担させるかについては終局判決において定められます（民事訴訟法（平成8年法律第109号）（以下、「民事訴訟法」といいます。）第67条及び第68条参照）ので、必ずしも本項の定めに従って判決がなされるとは限りません。

　実務上は、弁護士費用の負担が問題となりますが、弁護士強制主義を採用しない日本法のもとでは、弁護士費用は、原則として訴訟費用には含まれず、各自で負担すべきとされているため
、本項はその点についての特約となります。但し、敗訴当事者がこの特約を根拠に弁護士費用を請求できるかについては疑義があり得ます。また、民法第419条が金銭を目的とする債務の履行遅滞による損害賠償の額は、法律に別段の定めがある場合を除き、約定または法定の利率により、債権者が、たとえそれ以上の損害が生じたことを立証しても、その賠償を請求することはできないとしていることを根拠として、「債権者は、金銭債務の不履行による損害賠償として、債務者に対し弁護士費用その他の取立費用を請求することはできないと解するのが相当である
。」と判示している判例があることにも留意する必要があります。

第18条（借入人の債務の履行） TC "第18条　借入人の債務の履行"\l 1 
（第1項）

	(1)
借入人は、本契約上の債務を弁済するために、本契約上に弁済期日の定めのあるものは支払時限までに、本契約上に弁済期日のないものはエージェントから請求を受け次第、直ちに、シンジケート口座へ入金するものとする。かかる場合、エージェントによるシンジケート口座からの引落しの時点をもって、借入人のエージェントまたは貸付人に対する債務の履行があったものとみなす。エージェントは、かかる引落し行為を、弁済期日の定めのあるものについては弁済期日の●時までに、弁済期日の定めのないものについては、入金日の翌営業日の●時までに行うものとし、かつ、それ以上のいかなる義務も負担しないものとする。但し、第5条第5項の申込に基づき第7条第1項但書第1号に従い借換新貸付が実行される場合には、借換旧貸付に係る個別貸付未払金の元本に係る支払時限は、第7条第1項但書第1号に基づき借換新貸付が実行されたとみなされる時点まで猶予されると共に、第7条第1項但書第1号によりかかる借換新貸付が実行された時点をもって、借換旧貸付に係る個別貸付の元本債務の履行があったものとみなす。

[(1)借入人は、本契約上の債務を弁済するために、本契約上に弁済期日の定めのあるものは支払時限までに、本契約上に弁済期日のないものはエージェントから請求を受け次第、直ちに、エージェント口座へ入金するものとする。かかる場合、エージェント口座に入金した時点をもって、借入人のエージェントまたは貸付人に対する債務の履行があったものとみなす。但し、第5条第5項の申込に基づき第7条第1項但書第1号に従い借換新貸付が実行される場合には、借換旧貸付に係る個別貸付未払金の元本に係る支払時限は、第7条第1項但書第1号に基づき借換新貸付が実行されたとみなされる時点まで猶予されると共に、第7条第1項但書第1号によりかかる借換新貸付が実行された時点をもって、借換旧貸付に係る個別貸付の元本債務の履行があったものとみなす。]


（内容）

　借入人の債務の履行方法について定めます。債務の履行の場面では、貸付人間の公平を図るため、エージェントを通じて貸付人への分配が行われることとされます。

（解説）

　借入人の債務の履行方法には、シンジケート口座方式とエージェント口座方式があります。エージェント口座方式を採用する場合、エージェントによる立替払いが可能となるものの、借入人からの支払がエージェント口座を経由することとなるため、その分エージェントの信用リスクを貸付人が負担することとなります（第1条の解説参照）。二つの方式にはそれぞれメリット、デメリットともに存在するため、本契約書ではいずれのケースにも対応できるようにしています。

《シンジケート口座方式（第1項参照）》

(1)弁済の提供時期

借入人が支払時限までにシンジケート口座に弁済資金を入金した場合には、借入人による弁済の提供があったものとして（民法第493条参照）、かかる時点以降、かかる債務に関しては、借入人は、その不履行により生ずべき一切の責任を免れます（民法第492条参照）。

(2)債務の履行時期

借入人が支払時限までにシンジケート口座に弁済資金を入金しただけでは、当該弁済資金は依然として借入人の支配下にあり、本契約上の債務を弁済したことにはなりません。本契約では、弁済の時期を明確化するため、エージェントがシンジケート口座から弁済資金を引落とした時点で、借入人による債務の履行がなされたものとしています。

(3)エージェントの引落義務

借入人が支払時限までにシンジケート口座に弁済資金を入金した場合、いつの時点までにエージェントが引落しを行うべきかを明定することにより、エージェントの引落義務の内容を明確化しました。実務上は支払時限を前提として、引落手続を行うのに必要な時間を勘案した上、「弁済期日の定めのあるものについては弁済期日の●時」と規定し、弁済期日の定めがないものに関しては、シンジケート口座の残高確認の時期等を勘案した上、「弁済期日の定めのないものについては、入金日の翌営業日の●時」と規定することになりますが、エージェントとしては余裕をもった時間設定をする必要があります。

これらの規定により、シンジケート口座に対して仮差押え、保全差押え、または差押え（以下、「仮差押え等」といいます。）があった場合も含め、エージェントの責任の範囲を明確化することを企図しています。

(4)その他

本項但書は、第7条第1項但書第1号に基づく借換が行われる場合には、借換の効力が生じるまで、借換旧貸付の元本部分の支払時限が猶予され、債務不履行とはならない旨を規定した、借換規定との調整規定です。

《エージェント口座方式(本条[第1項]参照)》

(1)弁済の提供時期及び債務の履行時期

エージェント口座方式を採用した場合、借入人による弁済の提供時期（民法第492条参照）及び借入人による債務の履行時期は、ともに借入人がエージェント口座に入金した時期となります。

(2)エージェントの引落義務

従って、エージェント口座方式を採用する場合には、エージェントによる引落しは起こりませんので、その義務を観念する余地はありません。

(3)その他

シンジケート口座方式の(4)その他の解説を御参照下さい。

なお、上記のいずれを選択するかにより影響を受ける条項は、以下の通りです。

第1条

シンジケート口座方式を採用する場合には、「シンジケート口座」の定義を用い、エージェント口座方式を採用する場合には、「シンジケート口座」及び「エージェント口座」の定義を用います。

第7条

シンジケート口座方式を採用する場合には、[　]内に入っていない本文の案文を用います。エージェント口座方式を採用する場合には、[　]内の案文を用いた上、第7条第3項においても[　]内の案文を用います。

本条第2項

シンジケート口座方式を採用する場合には、「払戻請求書」及び／または、「小切手」を選択します。

第19条第1項

第1文及び第2文において、シンジケート口座方式を採用する場合には、「シンジケート口座から引落とした」を選択し、エージェント口座方式を採用する場合には、「借入人から支払を受けた」を選択します。また、なお書以降はシンジケート口座方式を採用する場合のみ必要となる規定であり、借入人からの弁済金がシンジケート口座を経由せず、直接エージェント口座に入金されるエージェント口座方式を採用する場合には必要ありません。

第19条第2項(a)第1号

シンジケート口座方式を採用する場合には、「分配行為及びこれに先立つシンジケート口座からの引落し」及び「引落し及び分配行為」を、それぞれ選択します。エージェント口座方式を採用する場合には、いずれも「分配行為」を選択します。

第19条第2項(a)第2号

シンジケート口座方式を採用する場合には、「前条に基づくシンジケート口座からの引落し」、「シンジケート口座から引落とした」、「分配行為及びこれに先立つシンジケート口座からの引落し」、及び「引落し及び分配行為」をそれぞれ選択します。エージェント口座方式を採用する場合には、「借入人によるエージェント口座への入金」、「借入人から支払を受けた」、及び「分配行為」（2箇所）をそれぞれ選択します。

第19条第2項(a)第3号

本号はシンジケート口座方式を採用する場合に選択する条項です、エージェント口座方式を採用する場合には必要ありません。

（第2項）

	(2)
借入人は、エージェントに対して、前項に従いシンジケ－ト口座から金員を引落とす権限を付与するものとし、かかる委任を解約する権利を放棄する（かかる口座引落しには借入人が[小切手／払戻請求書]を出すことを要さない。）。


（内容）

　シンジケート口座方式を採用する場合に、エージェントによる引落しに際して借入人が小切手及び払戻請求書の提出という手続が不要であることを明示した規定です。

（解説）

　本項はシンジケート口座方式を採用するケースを想定した規定であり、エージェントがシンジケート口座から当該金額を引落とす場合の手段を確保する趣旨の条項です。エージェント口座方式を採用する場合には当該条項は必要ありません。なお、借入人とエージェント間には、引落行為に関する一種の委任関係が成立すると考えられますが、かかる委任関係を借入人が一方的に解除し得るか（民法第651条参照）が問題となりえます。しかしながら、民法第651条は任意規定であるから原則として解除権を放棄する特約も有効であり、但し、その場合でもやむを得ない事由のあるときには解除（告知）できるとするのが判例であり、本項における解約権放棄規定も原則として有効と考えられます。また、口座からの金員の引落し権限の付与は、本契約の一部として委任がある場合と考えられ、単純な委任ではなく一種の無名契約の一内容としての委任であり、基本的には本契約関係が終了しない限りその効果を失わないと考えることも可能です
。ここでは、借入人による委任契約の解約権放棄についてのみ規定し、受任者による解約については規定しておりませんので、一般原則（民法第651条）に従って受任者からは解約できると考えられます。なお、委任者が破産した場合には、委任は終了し、これに反する特約は原則として無効と解されている点には留意する必要があります（民法第653条）。

（第3項）

	(3)
本契約に別段の定めがある場合を除き、第1項に反して、借入人が本契約上の債務についてエージェント以外の貸付人に直接支払ったとしても、かかる支払は本契約上の債務の履行とは認めない。この場合、支払を受けた貸付人は、受領した金員を直ちにエージェントに支払い、エージェントによる当該金員の受領をもって、当該金員についての債務の履行があったものとみなす。但し、(a)借入人が、エージェント及び全貸付人から書面による事前の承諾を得た上、貸付人を根担保権者とする根担保権（本契約の定めに従い許容されるものに限る。以下本項において同じ。）の対象資産を任意売却し、本契約上の債務を履行するために、受領した金員を当該貸付人に直接支払う場合、または、(b)借入人に対する倒産手続において、エージェントに対し書面による事前の通知を行った上、貸付人を根担保権者とする根担保権の対象資産が任意売却され、本契約上の債務を履行するために、受領した金員が当該貸付人に直接支払われる場合においては、かかる支払いは本契約上の債務の履行と認められるものとする。なお、(a)の場合、貸付人は、合理的な理由なく、かかる根担保権の対象資産の任意売却を拒むことはできない。また、借入人は、エージェント及び全貸付人が書面により事前に承諾しない限り、代物弁済により本契約上の債務の履行をなすことはできない。

[(3)本契約に別段の定めがある場合を除き、第1項に反して、借入人が本契約上の債務についてエージェント以外の貸付人に直接支払ったとしても、かかる支払は本契約上の債務の履行とは認めない。この場合、支払を受けた貸付人は、受領した金員を直ちにエージェントに支払い、エージェントによる当該金員の受領をもって、当該金員についての債務の履行があったものとみなす。但し、借入人が、エージェントに対し書面による事前の通知を行った上、貸付人を根担保権者とする根担保権の対象資産を任意売却し、本契約上の債務を履行するために、受領した金員を当該貸付人に直接支払う場合においては、かかる支払いは本契約上の債務の履行と認められるものとする。また、借入人は、エージェント及び全貸付人が書面により事前に承諾しない限り、代物弁済により本契約上の債務の履行をなすことはできない。]


（内容）

　エージェントを通さずになされた貸付人への弁済を原則として無効と定め、また、代物弁済や根担保権対象資産の任意売却による回収を否定します。

（解説）

　債務の弁済に際して貸付人間の公平を貫徹するという観点から、エージェントを通さずに直接借入人から貸付人に対してなされた弁済を原則として無効とした上、弁済資金を借入人から直接受領した貸付人は、かかる金員を直ちにエージェントに対して支払うこととし、エージェントによる通常の分配が行われるように定めます。

　本来の返済方法はあくまでも金銭でなされるべきものであり、その後の換価処分等の困難性を勘案すれば、代物弁済が認められるのは、限定的なケース（にすべき）と考えられます。また様々な種類を対象とした代物弁済が想定されることから、個々に規定することも効率的ではありません。このため、本契約の他条項とのバランスも考慮し、その後の手続き等は規定しておりません。実際に代物弁済を行う場合の方法としましては、第33条第12項の一般規定を適用し、借入人、貸付人、エージェント間で協議を行うこととなります。

　このような趣旨に基づき、借入人による代物弁済は原則として禁止されます。借入人による代物弁済があった場合には、その市場価格相当額において本契約上の債務が消滅し、同額について貸付人間で分配することとなります。この場合、市場価格相当額の定め方及び貸付人間における分配方法が問題となりますが、かかる取扱いについて、エージェント及び全貸付人が個別に書面により承諾する際に併せて合意する場合に、代物弁済を認めることとしています。

　また、根担保権に対する理解に差異がある可能性を踏まえ、二種類の規定を用意しました。

　一つ目は、本契約上許容された根担保権の対象資産については、担保権者たる貸付人が他の全貸付人の承諾を得ることなく任意売却することを認めることも十分考えられます。但し、任意売却を行うに際し、（元の）根担保権者が自らの回収のため、不当に廉価で売却を行うことを排除しきれない可能性があるため（結果として借入人の財産状況が悪化する懸念があります）、任意売却について全貸付人の承諾を要することとする一方、貸付人は、合理的な理由なく、これを拒むことはできないとすることが考えられます。この場合でも根担保権者にとっては、競売という選択肢を取ることも可能です。

　二つ目は、根担保権が貸付人の既得権益であることを重視し、他の全貸付人の承諾を得ることなく任意売却を行うことを認める規定です。この規定を選択した場合、エージェントに対する書面による事前の通知をもって任意売却を行うことができます。

　なお、任意売却は法的手続に比して機動性において優位であるため、法的手続を経るより早期に高い価格での回収が期待できる場合もあると思われます。こうした場合には、第一のアプローチに従い任意売却につき貸付人の承諾を要するとした場合でも、実際上かかる承諾を得易いものと考られます。また、借入人に対して法的倒産手続が開始し、かかる手続の中で任意売却が行われる場合には、各手続において要求される裁判所の許可等（破産法（大正11年法律第71号）（以下、「破産法」といいます。）第198条等）の手続があり、不当廉売の危険は少ないと考えられますので、その場合は、エージェントに対する書面による事前の通知をもって任意売却ができることとしました。

（第4項）

	(4)
本条に基づく借入人による支払は、以下の順序で充当される。但し、借入人が第22条に基づき期限の利益を喪失した場合には、第19条第4項の規定に従うものとする。また、第5条第5項の申込に基づき借換新貸付が実行される場合には、借換旧貸付に係る個別貸付の元本債務については第1項但書の規定が優先的に適用されるものとする。
①
本契約上借入人が負担すべきものとされる費用等のうち、エージェントが借入人に代わって負担しているもの及びエージェントフィー
②
本契約上借入人が負担すべきものとされる費用等のうち、第三者に支払うべきもの

③
本契約上借入人が負担すべきものとされる費用等のうち、貸付人が借入人に代わって負担しているもの
④
遅延損害金及び清算金
⑤
ファシリティフィー
6 貸付の利息

7 
貸付の元本


（内容）

　借入人による弁済の充当方法・順序について定めます。

（解説）

　エージェントが借入人から弁済資金を受領した場合の、弁済の充当方法について定めます。エージェントとしては、貸付人に分配するためにも可及的かつ一義的に充当方法が定まる方が望ましく、優先的に支払われるべきと考えられる号目から順に列挙しています。

　一般にエージェントフィーが第1号に規定され、優先的に弁済されるものと位置づけられている背景には、エージェントは貸付人のために受任事務を遂行する立場にあるため、その対価の支払は、貸付人による弁済の受領に先んじて行われるべきという共通の理解が当事者間にあるものと考えられます。しかし、エージェントフィーの水準がエージェント以外の貸付人には開示されないという慣行もあることから、エージェントは、借入人からエージェントフィーを別途直接受領すべきとの意見も一部にあります。

（第5項）

	(5)
前項の充当に際し、充当額がいずれかの号目の金額に満たない場合、最初に満たなくなった号目（以下、「不足号目」という。）については、先順位までの号目に充当した後の残余額を、かかる不足号目に関して借入人が負担する弁済期日の到来した個々の支払債務毎の金額の割合に応じて按分し、充当するものとする。


（内容）

　前項において、貸付毎に各種の債務間における充当順位が定められますが、かかる順序による支払の結果、最初に全額の支払ができなくなった号目につき、複数の種類の支払債務がある場合には、かかる種類毎の債務額に応じて按分して充当する旨を定めます。

（解説）

　本項は、前項に基づく借入人による支払の充当に際し、ある貸付に関して不足号目が発生した場合（但し、借入人が期限の利益を喪失している場合は除きます。）の取扱いを定めたものです。

即ち、エージェントが借入人から弁済資金を受領した場合に、弁済すべき金額の全額を消滅させられない場合に、どの順序で借入人の債務を消滅させるかについて定めます。

　シンジケートローンにおいては、債務者は、貸付人に対して数個の債務を負担し、また、貸付人に対する債務の弁済として数個の給付をなすべき場合（たとえば、利息、元本、遅延損害金等の債務、数回分の個別貸付実行金）において、借入人の提供したものがその債務の全部を消滅させるに足りないとき、その給付をもっていずれの債務またはいずれの給付の弁済にあてるべきかを決定する必要があります。

　この点、民法の一般原則によれば、充当に関して当事者間に合意がない場合には、まず、借入人に弁済充当に関する指定権があり（民法第488条第1項参照）、借入人が、かかる指定をしない場合には、貸付人において弁済の充当をすることができます（同条第2項参照）。また、民法上当事者が弁済の充当をしない場合については、民法上二つの場合が定められており、一つは、一般的に債務の弁済期日の到来や債務者の利益等を考慮して充当の公平な標準が定められており（民法第489条参照）、他方で、債務が元本・利息・費用の義務を含む場合、この元本・利息・費用間の充当の順序が定められています（民法第491条参照。これらを一般に法定充当といいます。）。しかし、一般に契約自由の原則から、当事者の合意によって充当を定めることも当然に認められ（これを一般に契約充当といいます。）
、本条は、かかる契約充当についての定めと位置づけられます。本項は、本契約上の借入人の債務につき、数個・数種の債務がある場合の充当について定めますが、前項及び本項から、各貸付が同順位で弁済充当されると解した上、不足号目が生じた場合には、当該不足号目に関する個々の支払債務毎の金額に応じて按分した上充当します。

（設例）

　ある弁済期日において、未払債務額が号目毎に以下のような状況となっている場合を例として、充当方法について検討します。

【号目及び個々の支払債務の状況】
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（L1、L2、L3はそれぞれ貸付人を表し、それぞれの参加割合は50％、30％、20％）

（ケース1）

弁済資金が165しかなく、未払債務合計270を消滅するのに不足する場合の充当方法を検討します。

この場合、弁済資金165により、充当順位⑤のファシリティフィーまで完済され、⑥の貸付の利息が不足号目となります。先順位⑤のファシリティフィーまで充当した後の残余額15（165-150）を不足号目（⑥貸付の利息）の個々の支払債務毎の金額の割合に応じて按分することになりますので、⑥貸付の利息は以下の通り按分され、充当されることとなります。

【ケース1の充当結果】
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（ケース2）

次に、弁済資金が65の場合の充当方法を検討します。

　この場合、弁済資金65により、充当順位①ないし③の号目までは完済され、④の遅延損害金及び清算金が不足号目となります。先順位③まで充当した後の残余額は45(65-20)となり、この残余額45を不足号目である④の遅延損害金及び清算金の個々の支払債務毎の金額の割合に応じて按分することとなります（遅延損害金と清算金の充当順位は同順位であることにご注意下さい）。

　以上により、④の充当結果は以下の通りとなります。

【ケース2の充当結果】
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　また、第18条第4項第1号ないし第4号では、同一の号目内に費目、債権者等を異にする複数の支払債務（例えば、期限前弁済日になすべき支払を遅延した結果、遅延損害金と清算金が同時に発生する場合等）が存在する可能性があります。本項に従うと、かかる不足号目内に複数の支払債務が存在する場合においても、借入人が負担する弁済期日の到来した不足号目内の支払債務毎にその金額の割合に応じて按分して充当します。この場合に関しては、エージェントが適当と認める順序及び方法により充当する旨定めることも可能です。かかる充当指定をエージェントに委ねることとする背景としては、エージェントによる分配を円滑に行えるようにしたい意図があり、この規定について貸付人側に抵抗感が少ない場合には、この趣旨の規定を設けることができます。

　借入人が期限の利益を喪失した場合には、貸付人またはエージェントが適当と認める順序及び方法による充当（第19条第4項参照）を認めます。借換の場合には、第1項但書によれば借換旧貸付に係る個別貸付の元本債務の履行があったものとみなされるので、本項との適用関係につき定める必要があり、第1項但書の規定が優先的に適用される旨を定めます。

（第6項）

	(6)
借入人は、本契約に基づく債務の支払につき、法令等により要求される場合を除き、公租公課等を控除してはならない。借入人が支払うべき金額から公租公課等を控除しなければならない場合には、借入人は、貸付人が公租公課等を課せられない場合に受領できる金額を受領できるように必要な金額を追加して支払うものとする。かかる場合、借入人は、源泉徴収に係る日本の租税当局その他の監督官庁により発行された納税証明書を、支払を行った日より[30日]以内に貸付人宛直接送付する。


（内容）

　本契約に基づく債務の支払につき、公租公課等が課せられる場合でも、貸付人が受領する弁済金の額が影響を受けない旨を定めます。

（解説）

　本契約に基づく債務に関して源泉税が課される場合、または、今後の法令の変更等により何らかの課税が行われる場合でも、原則として貸付人が収受できる弁済金の額は減額されない旨を定め、貸付人の今後のキャッシュフロー予測及び調達コストとの関係で不測の事態が生じないようにする規定です。

第19条（貸付人への分配） TC "第19条　貸付人への分配"\l 1 
（第1項）

	(1) エージェントは、前条に基づき[シンジケート口座から引落とした／借入人から支払を受けた]金額から、前条第4項第1号及び第2号に相当する金額を差引いた後、なお残余がある場合には、本条の規定に従いかかる残余を直ちに貸付人に分配する。但し、当該金員が、第8条2項または第10条第2項もしくは第5項に基づき[シンジケート口座から引落とした／借入人から支払を受けた]ものである場合には、本条の規定にかかわらず、エージェントは、当該金員を、第8条第2項による場合は不実行貸付人に、第10条第2項または第5項による場合は増加費用発生貸付人に、それぞれすみやかに分配するものとする。なお、エージェントは、シンジケート口座からの引落し前にシンジケート口座に係る預金債権につき仮差押え､保全差押え、または差押えの送達を受けた場合、前条に基づくシンジケート口座からの引落し及び本条に基づく分配を行う義務を負わないものとする。エージェントがかかる送達を受けたにもかかわらず本条に基づく分配を行った場合には、エージェントに故意または重過失なき限りかかる分配を受けた貸付人は、エージェントから請求を受け次第、直ちに当該分配金をエージェントに返還するものとする。


（内容）

　エージェントがシンジケート口座から引落とした金員またはエージェント口座において受領した金員についての貸付人に対する分配方法について定めます。

　但し、第8条第2項の不実行貸付人に対する返還金及び第10条第2項または第5項に基づく増加費用発生貸付人に対する支払については、貸付人に対して分配すべきではなく、当該貸付人に対してのみ支払われるべきであるので、分配の対象から除外しています。

　また、シンジケート口座に係る預金返還請求権の仮差押え等があった場合には、弁済禁止効が生じ、エージェントが分配を行った場合には、エージェントとしては、かかる仮差押え等の権利者に対して二重に弁済しなければならなくなる可能性があるので、このような場合には、エージェントは分配義務を負わない旨を明示しています。

（解説）

　シンジケート口座への仮差押え等があった場合には、弁済禁止効が生じ、エージェントが、貸付人への分配を行うと仮差押え等の権利者から再度同一の債務につき支払を求められる可能性があるので、かかる二重払いの危険を避けるために、エージェントがシンジケート口座から引落とす前にシンジケート口座への仮差押え等の送達を受けた場合には、貸付人への分配を行う義務を免れる旨明示しました。なお、エージェントがシンジケート口座から引落とした後に仮差押え等の送達を受けた場合には、シンジケート口座からの引落しの時点で債務は既に消滅しているので（第18条第1項第2文参照）、当該引落金額に関する限り、仮差押え等の効力を生じることはなく、また、エージェントは当該金額につき分配義務を負います。

　シンジケート口座への仮差押え等があった場合には、エージェントに二重払いの危険が生じ、通常の場合と同様の注意義務を負担させるのはエージェントに酷とも考えられますので、通常エージェントが負担する過失責任（第25条第4項参照）を本項においては軽減し、故意または重過失がない限りエージェントは責任を負わないこととしています。

（第2項）

	(2) 本条に基づくエージェントによる貸付人への分配に先立ち、(a)貸付債権に係る仮差押え、保全差押え、もしくは差押命令が借入人へ送達された場合、または(b)貸付債権に係る譲渡が行われた場合、借入人、エージェント及び貸付人間における権利義務関係等は、以下の規定に従うものとする。

(a)　①　エージェントが、第21条第7項に基づき貸付債権につき仮差押え、保全差押え、または差押えの命令の送達を受けたことについての通知を借入人から受領する前に、本条に基づく貸付人への分配を完了した場合。

　　　この場合、エージェントによるかかる[分配行為及びこれに先立つシンジケート口座からの引落し／分配行為]により、仮差押権者、保全差押権者、差押権者、借入人、貸付人またはその他の第三者に損害、損失、または費用等（以下、「損害等」という。）が発生した場合も、エージェントはこれらに関する責任を一切負担せず、借入人が自らの費用と責任で処理するものとする。エージェントがかかる[引落し及び分配行為／分配行為]に起因して損害等を被った場合には、借入人が補償するものとする。

2 エージェントが、[前条に基づくシンジケート口座からの引落し／借入人によるエージェント口座への入金]以降本条に基づく貸付人への分配を完了する前に、かかる分配に係る貸付債権につき第21条第7項に基づき仮差押え、保全差押え、または差押えの命令の送達を受けたことについての通知を借入人から受領した場合。

　　　この場合、(i)エージェントは、かかる通知に係る金員については、本条に基づく分配を留保することができ、その他エージェントが合理的と認める方法に従い対応することができるものとする。また、(ii)エージェントは、かかる通知に係る金員以外の[シンジケート口座から引落とした／借入人から支払を受けた]金員を、かかる通知に係る貸付人を除く全貸付人に対して分配するものとする。本号(i)に基づくエージェントによる[分配行為及びこれに先立つシンジケート口座からの引落し／分配行為]により、仮差押権者、保全差押権者、差押権者、借入人、貸付人またはその他の第三者に損害等が発生した場合も、エージェントはこれらに関する責任を一切負担せず、借入人が自らの費用と責任で処理するものとする。エージェントがかかる[引落し及び分配行為／分配行為]に起因して損害等を被った場合には、借入人が補償するものとする。

3 エージェントが、前条に基づくシンジケート口座からの引落しより前に、第21条第7項に基づき仮差押え、保全差押え、または差押えの命令の送達を受けたことについての通知を借入人から受領した場合。

　この場合、(i)エージェントは、かかる通知に係る金員については、前条に基づくシンジケート口座からの引落しを行ってはならないものとする。但し、かかる通知にかかわらず、エージェントが引落しを行う●時間前までに、第21条第7項に基づき仮差押え、保全差押え、または差押えの命令の送達を受けたことについての通知を借入人から受領していない場合、エージェントは、シンジケート口座からの引落し及び分配を行うことができるものとする。この場合、エージェントは、かかる通知に係る金員については、本条に基づく分配を留保することができ、その他エージェントが合理的と認める方法に従い対応することができるものとする。また、(ii)エージェントは、かかる通知に係る金員以外のシンジケート口座から引落とした金員を、かかる通知に係る貸付人を除く全貸付人に対して分配するものとする。本号(i)但書に基づくエージェントによる分配行為及びこれに先立つシンジケート口座からの引落しにより、仮差押権者、保全差押権者、差押権者、借入人、貸付人またはその他の第三者に損害等が発生した場合も、エージェントはこれらに関する責任を一切負担せず、借入人が自らの費用と責任で処理するものとする。エージェントがかかる引落し及び分配行為に起因して損害等を被った場合には、借入人が補償するものとする。

(b)
譲渡人及び譲受人が連名で、または借入人が単独で、貸付債権に係る譲渡の事実を、第30条第1項に従って、エージェントに対して通知した場合。

　　　　この場合、エージェントは、かかる通知のいずれか一方を受領後、直ちに当該譲受人をかかる貸付債権に係る債権者として取り扱うために必要な一切の事務手続を開始するものとし、エージェントは、かかる事務手続が完了した旨を借入人、譲渡人及び譲受人に対して自ら通知するまで、従前の貸付人を有効な貸付人として取扱えば免責されるものとする。エージェントによるかかる取扱により、譲受人またはその他の第三者に損害等が発生した場合も、エージェントはこれらに関する責任を一切負担せず、借入人及びかかる貸付債権に係る譲渡人が、自らの費用と責任で処理するものとする。エージェントが本号に起因して損害等を被った場合には、借入人及びかかる貸付債権に係る譲渡人が連帯して補償するものとする。


（内容）

　エージェントによる貸付人への分配に先立ち、ある貸付人の貸付債権につき仮差押え等が行われた場合のエージェントの対応方法につき規定します。

（解説）

　ある貸付人の貸付債権につき、当該貸付人の債権者による仮差押え等があった場合には、借入人に対して仮差押え等に関する命令が送達されます。この場合、借入人は、直ちにその旨をエージェントを通じて全貸付人に対して通知をするものとされています（第21条第7項参照）。

　貸付債権に係る仮差押え等の命令が借入人に対して送達された場合には、借入人に対する弁済禁止効が生じる一方で（民事保全法（平成元年法律第91号）第50条、国税徴収法（昭和34年法律第147号）第159条及び民事執行法（昭和54年法律第4号）（以下、「民事執行法」といいます。）第145条参照）、シンジケート口座からの引落し又はエージェント口座への入金は、貸付債権に係る借入人による債務の弁済と同様の意味を持つため、その先後関係如何により、仮差押え等が失敗に終わり（仮差押え等の命令の送達に先立ち引落し又は入金が行われた場合）、或いは、引落し又は入金が禁止されることになり得ます（引落し又は入金に先立ち仮差押え等の命令が送達された場合）。但し、エージェント自体は当然にこのような貸付債権に係る仮差押え等の命令の送達を受ける立場にある訳ではなく、むしろ、借入人からの通知を以て初めてかかる命令が送達された事実を知る場合が多いと思われます。従って、エージェントとしては、かかる仮差押え等に関する借入人からの通知をいつ受領したかに応じて、その従うべき行動指針（引落し及び分配の可否を含む。）が決まることが望ましいという面もあります。

　本項は、かかる理解の基に、仮差押え等に関する借入人からの通知をエージェントがいつの段階で受領したかに応じて、エージェントの行動指針並びに借入人、エージェント及び貸付人間における権利義務関係が画定されることを企図した内容となっております。

(a)①
分配後に通知を受領した場合

①は、シンジケート口座からの引落し又はエージェント口座への入金を経てエージェントによる貸付人への分配を既に終えた後に、仮差押え等に関する通知をエージェントが借入人より受領した場合を指し、これは更に、(x)仮差押え等の命令がシンジケート口座からの引落し又はエージェント口座への入金より前に借入人に送達されていた場合と、(y)仮差押え等の命令がかかる引落し又は入金より後に借入人に送達されていた場合の双方から成り得ます。(x)の場合、仮差押え等の弁済禁止効のため、引落し又は入金を通じた貸付債権の弁済は本来許されず、従って借入人としては仮差押え等の権利者に対する二重弁済を強いられる可能性が存することになります。これに対し、(y)の場合は、かかる二重弁済の虞はないものと認められます。但し、いずれの場合にせよ、エージェントとしては仮差押え等があったことを了知できないので、かかる分配及び（シンジケート方式の場合は）これに先立つシンジケート口座からの引落しにより仮差押え等の権利者、借入人及び貸付人等に対して損害等が生じても一切責任を負わず、これについては借入人が負担することとしています。

②
シンジケート口座からの引落し又はエージェント口座への入金以降、分配前に通知を受領した場合

②は、シンジケート口座からの引落し又はエージェント口座への入金を既に経たものの、エージェントによる貸付人への分配を終える前に、仮差押え等に関する通知が借入人より受領された場合を指し、①と同様、これは更に、(x)仮差押え等の命令がシンジケート口座からの引落し又はエージェント口座への入金より前に借入人に送達されていた場合と、(y)仮差押え等の命令はかかる引落し又は入金の後に借入人に送達された場合の双方から成り得ます。但し、①と異なり貸付人への分配は終了していないため、エージェントによる分配業務の扱いが問題となり得ます。この点、(x)の場合には、仮差押え等の弁済禁止効のため、引落し又は入金を通じた貸付債権の弁済は本来許されなかったものであり、貸付人に対する分配前の段階であれば、むしろこれを中止すべきとの要請が働く可能性があります。これに対し、(y)の場合には、このような事情は当てはまりません。但し、エージェントが借入人から通知を実際に受領した場合、(x)又は(y)のいずれに当てはまるか必ずしも明確に判断できないケースもあり得ます。そうである以上、エージェントとしては、(x)か(y)のいずれに該当するかを厳密に問うことなく、二重払いの危険を可及的に回避するために分配を留保でき、その他エージェントが合理的と認める方法に従い対応することができるものとしました。なお、仮差押え等の対象となった貸付人以外に関しては、かかる仮差押え等の弁済禁止効は問題とならず、これと無関係に分配を認めるべきと考え、かかる取扱いを行う旨定めています。

③
シンジケート口座からの引落しより前に通知を受領した場合

本号は、シンジケート口座方式を採用する場合のみ選択する条項であり、シンジケート口座からの引落しより前に、仮差押え等に関する通知が借入人より受領された場合を指します。この場合、かかる引落しに先立ち仮差押え等の命令が借入人に送達されており、明らかに借入人に対する弁済禁止効が生じているため、エージェントとしてもシンジケート口座からの引落しを行ってはならない旨定めております。但し、エージェントにおいて事務処理のための時間的余裕を認め、かつ、責任の範囲を明確化するという観点から、但書において、引落し（予定時）の●時間前までに借入人からの通知を受領していない場合には、引落しを認め、その後の取扱いについては、上記②の取扱いに準じることとしました。（この●時間については、引落しの事務処理のために要する時間及び借入人からの通知の受領を確認するのに要する時間等を考慮して定める必要があります。）なお、仮差押え等の対象となった貸付人以外に関しては、かかる仮差押え等の弁済禁止効は問題とならず、これと無関係に分配を認めるべきと解される点は、②と同様です

(b)
債権譲渡に係る通知があった場合

債権譲渡があった場合にも、仮差押え等があった場合と同様の考慮が必要です。エージェントとしては、何時から譲受人を貸付人として認めるべきかという問題が生じます。そこで、本号では、債権譲渡に関する通知をエージェントが受領した上、譲受人を貸付人として取扱うために必要な一切の事務手続が完了し、その旨を借入人、譲渡人及び譲受人に対し通知するまでは、従前の貸付人（譲渡人）を貸付人として取扱えば足りることとしています。

　なお、本契約案は、本契約に基づき貸付人がエージェントに対して有する分配請求権自体に対して仮差押え等がなされた場合の取扱いについては定めていません。かかる場合にもエージェントによる分配義務を適宜免除する旨の規定を設けることも検討に値します。

（第3項）

	(3)
エージェントが貸付人に対して行う分配は、前条第4項第3号ないし第7号の順に行う。分配すべき金額に不足号目が発生した場合における、かかる不足号目の充当及び分配については、前条第5項の規定に従う。


（内容）

　エージェントが貸付人に対して行う分配についての充当順序について規定します。

（解説）

　充当順序については第18条で定められていますが、かかる順序で充当がなされた場合にエージェントが貸付人に対して分配する際に不足号目がある場合には、前条第5項に従って按分して分配することとしています。

（第4項）

	(4)
前条第4項、第5項及び前項にかかわらず、借入人が第22条に基づき期限の利益を喪失した場合には、エージェントは、借入人から支払を受けた金額から前条第4項第1号及び第2号を差引いた後の残余を、本契約上借入人が貸付人に対して負担する債務の金額に応じて分配し、この場合の充当は[貸付人/エージェント]が適当と認める順序及び方法による。


（内容）

　借入人が期限の利益を喪失した場合には、エージェントは、費用等を除いた残額を貸付人に対して分配し、分配を受けた[貸付人/エージェント]が適宜充当できる旨定めます。

（解説）

　借入人が期限の利益を喪失した場合には、貸付人の弁済充当に関する取扱いが異なる可能性もあるので、その場合に対応したものです。かかる取扱いに関しては、エージェント口座方式の場合、借入人からエージェント口座への入金により債務の履行はなされますが、その時点では、必ずしも貸付人による弁済充当がなされないため、借入人としては、充当先が不明のまま弁済するという不安定な立場に立つことになり、エージェントとしても必ずしも充当状況を把握できない可能性がありますが、その点は第6項で対応することとし、貸付人毎の期限の利益を喪失した貸付金の弁済充当の取扱いが異なり得るという貸付人側の要請に配慮した取扱いを定めています。

　エージェントによる計算及び各号目の残存債務額の認識を重視する場合には、エージェントに充当順序・方法を一任することも考えられます。

（第5項）

	(5)
借入人による前条第1項に規定する入金が支払時限より遅延した場合には、エージェントは同日中に第1項に定める分配を行う義務を負わない。この場合、エージェントは、借入人より入金を受けた[後／日の翌営業日の●時までに引落し後、]直ちにかかる分配を行うものとし、これにより貸付人またはエージェントに損害、損失及び費用等が発生した場合には、借入人がこれを負担する。


（内容）

　借入人が支払時限を遅延してシンジケート口座またはエージェント口座に入金した場合のエージェントによる分配義務について定めます。

（解説）

　借入人が支払時限に遅延して入金した場合、通常時に比べてエージェントによる入金確認が実務的に困難な事態も想定されるため、分配時限の設定には留意する必要があります。

特にシンジケート口座方式の場合、借入人に信用懸念事由が発生している場合も想定され、借入人名義であるシンジケート口座が第三者から差押え等を受ける懸念もあります。かかる事態におけるエージェントの責任範囲を明確にするため、エージェントが何時までにシンジケート口座から引落とす義務があるかを定める必要があります。

　一方、エージェント口座方式の場合には、エージェント口座はエージェント名義であるため、この問題は生じません。

（第6項）

	(6)
エージェントの請求があり、かつかかる請求が合理的な理由に基づく場合には、かかる請求を受けた貸付人は、自らが借入人に対して有する本契約上の債権の金額（内訳を含む。）を直ちに通知する。この場合、第1項に定める分配を行う義務は、かかる通知の全てがエージェントに到達した時点でエージェントに発生する。かかる通知が合理的な理由なく遅延したことにより、貸付人またはエージェントに損害、損失及び費用等が発生した場合には、かかる通知を怠った貸付人がこれを負担する。


（内容）

　エージェントの請求があった場合には、貸付人は貸付債権の状況についてエージェントに対して通知する旨を定めます。

（解説）

　エージェントとしては、分配の際の計算のためにも貸付人の充当状況を把握しておく必要があり、本項が定められています（第4項の解説参照）。

（第7項）

	[(7)エージェントは、貸付人に対する分配を立替払いにより行うことができる。立替払いが支払時限までに解消しない場合には、本項に基づいて分配を受けた貸付人は、かかる立替払いを受けた金額を、エージェントから返還請求を受け次第直ちにエージェントに返還する。また、貸付人は、エージェントより請求があり次第、直ちにエージェントにかかる立替払いに要した立替コストを立替払いを受けた金額に応じて支払うものとする。]


（内容）

　エージェントによる貸付人に対する立替払いによる分配について規定します。

（解説）

　本項に基づきエージェントが貸付人に対して立替払いを行う場合には、当該貸付人の信用リスクを負担することになる点に留意する必要があります。

第20条（借入人による表明及び保証） TC "第20条　借入人による表明及び保証"\l 1 
	借入人は、貸付人及びエージェントに対し、本契約の締結日並びに個別貸付の実行時点毎において、次の各号に記載された事項が真実に相違ないことを表明及び保証する。
①
借入人は、日本法に準拠して適法に設立され、かつ現在有効に存続する株式会社であること。
②
借入人による本契約の締結及び履行それに基づく取引は、借入人の会社の目的の範囲内の行為であり、借入人はこれらについて法令等、定款、その他の社内規則において必要とされる全ての手続を完了していること。
③
借入人による本契約の締結及び履行並びにそれに基づく取引は、(a)借入人を拘束する法令等に反することはなく、(b)借入人の定款その他の社内規則に反することはなく、また、(c)借入人を当事者とする、または借入人もしくはその財産を拘束する第三者との契約に反するものではないこと。
④
本契約に署名または記名捺印する者は、法令等、定款、その他社内規則で必要とされる手続に基づき、借入人を代表して本契約に署名または記名捺印する権限を付与されていること。
⑤
本契約は、借入人に対して適法で有効な拘束力を有し、その各条項に従い執行可能なものであること。
⑥
借入人が作成する報告書等は、日本国において一般に公正妥当と認められている会計基準に照らして正確で、かつ適法に作成されていること。

⑦
平成●年●月決算終了以降、同年度の監査済会計書類に示された借入人の事業、財産または財政状態を低下させ、借入人の本契約に基づく義務の履行に重大な影響を与える可能性がある重要な変更は発生していないこと。
⑧
借入人に関して、本契約上の義務の履行に重大な悪影響を及ぼす、または及ぼす可能性のあるいかなる訴訟、仲裁、行政手続その他の紛争も開始されておらず、または開始されるおそれのないこと。
⑨
第22条第1項各号または第2項各号に規定する事由が発生しておらず、または発生するおそれのないこと。


（内容）

　借入人による表明保証につき定めます。

（解説）

　借入人による表明保証の基準時点は、本契約の締結日及び個別貸付の実行時点となります。

　一般的な表明保証事由を定めていますが、第1号については、借入人が特定融資枠法の要件を満たすことまで表明・保証の対象とすることも考えられます（本書総論参照）。

参考　特定融資枠法の要件を満たす法人

	(a) 株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律（昭和49年法律第22号）（以下、「商法特例法」といいます。）第2条に規定する株式会社（特定融資枠法第2条第1号参照）

(b) 資本の額が三億円を超える株式会社（同法第2条第2号参照）

(c) 証券取引法の規定による監査証明を受けなければならない株式会社（特定融資枠法第2条第3号参照）

(d) 特定債権等譲受業者（同法第2条第4号参照）

(e) 特定目的会社（同法第2条第5号参照）

(f) 登録投資法人（同法第2条第6号参照）

(g) 特定債権等譲受業者、特定目的会社以外の者で、もっぱら資産の流動化を行う株式会社・有限会社（広義のSPC）（同法第2条第7号参照）

※(b)ないし(g)については、平成13年の改正により加わりました。


　なお、外国会社について、特定融資枠法の適用があるかについては、改正前の文献によるものではありますが、外国会社は外国法に準拠して設立されたものであるものの商法（明治32年法律第48号）（以下、「商法」といいます。）第485条の2により日本に成立する同種または最もこれに類似する会社とみなされること、特定融資枠法では、商法特例法上の大会社であることを要求するのみで外部監査を要求するものではないことを根拠に、日本に成立する株式会社と同種または類似するもので、日本における資本金または負債に相当するものが基準を満たしていれば外国会社であっても対象となるとする見解
が参考となります。同見解からは、平成13年改正後は、外国会社が、上記(a)ないし(g)と実質的に同等の実質を有していれば、同法適用の余地が認められるものと思われます。

　第5号については、日本法上の意味について疑問もあり得るところですが、ある条項が借入人の特別な事情によって拘束力を有せず、またはその文言通りに執行することができない場合に、貸付人が不測の損害を被ることを防ぐ意味を有すると考えられます。

　具体的には、借入人につき、法律等により債権者への弁済が一定期間禁止された場合、その限りにおいて第18条の弁済に関する規定が文言通り執行可能ではなくなるので、貸付人としては第6条第3号に基づき貸付義務を負担しなくなるなどの効果が生じることになります。

　第6号については、借入人が継続開示会社等である場合に適用されます。

第21条（借入人の確約） TC "第21条　借入人の確約"\L 1 
（第1項）

	(1)
借入人は、本契約締結日以降、本契約が終了し、かつ借入人が貸付人及びエージェントに対する本契約上の全ての債務の履行が完了するまで、次の各号について自らの費用で行うことを確約する。
①
第22条第1項各号または第2項各号に規定する事由が発生した場合、または発生するおそれがある場合には、直ちにその旨をエージェント及び全貸付人に報告すること。
②
報告書等を作成した場合は、所管財務局長に提出した時点で速やかに報告書等の写し[及び第5項に規定された事項の遵守状況を確認することができる書面]をエージェント及び全貸付人に提出すること。
③
エージェントまたはエージェントを通じて貸付人が請求した場合は、借入人並びにその子会社及び関連会社の財産、経営または業況について直ちにエージェント及び全貸付人に報告し、また、それらについての調査に必要な便益を提供すること。
④
借入人並びにその子会社及び関連会社の財産、経営もしくは業況について重大な変化が発生した場合、または時間の経過によりかかる変化が発生するおそれがある場合、借入人に関して本契約上の義務の履行に重大な影響を及ぼす、もしくは及ぼす可能性のある訴訟、仲裁、行政手続その他の紛争が開始された場合、または開始されるおそれがある場合は、直ちにその旨をエージェント及び全貸付人に報告すること。
[⑤
[格付機関名]の短期または長期債務格付に変化が発生した場合は（新規に格付が付与された場合または格付が取下げられた場合を含む。）、その旨をエージェント及び全貸付人に報告すること。]
⑥
前条各号の一つでも真実でないことが判明した場合には、直ちにその旨をエージェント及び全貸付人に報告すること。


（内容）

　借入人の本契約上の義務について定めます。

（解説）

　借入人の義務の期間としては、本契約締結日から、借入人の本契約に基づく一切の債務の履行が完了するまでとなります。

　第2号については、借入人が継続開示会社ではなくても、将来継続開示会社になる可能性がある以上は適用される点に注意が必要です。

　第5号については、借入人が格付を取得している場合に適用することが可能です。

（第2項）

	(2)
借入人は、本契約締結日以降、本契約が終了し、かつ貸付人及びエージェントに対する本契約上の全ての債務の履行が完了するまで、全貸付人及びエージェントが書面により事前に承諾しない限り、本契約に基づく債務を除く借入人または第三者の負担する債務のために担保提供を行わない。但し、次の各号のいずれかに該当し、かつ借入人がエージェントに対し担保提供を行う旨を事前に書面により通知する場合はこの限りではない。なお、本条において担保提供とは、借入人の資産に担保権を設定すること、借入人の資産について担保権設定の予約をすること、または借入人の資産について特定の債務以外の債務の担保に供しない旨を約することをいい、先取特権及び留置権等法令等の定めに基づくものは除外される。
①
[国際協力銀行、日本政策投資銀行、年金資金運用基金]からの借入のために行う担保提供であって、かつ、かかる担保提供が法令等で義務づけられている場合。
②
資産取得を目的とする借入金につきかかる取得資産を担保提供する場合｡
③
担保権が設定された資産を新たに取得する場合。

④
[その他担保制限条項の例外]。


（内容）

　借入人の不作為義務（ネガティブ・コベナンツ）のうち、本契約に基づく債務以外の債務のための担保提供の禁止について定めます。

（解説）

　原則として借入人は、全貸付人及びエージェントが事前に書面により同意しない限り、本契約に基づく債務（一部の貸付人のために設定されるもの。次項参照）及び本契約に基づく債務を除く債務のために担保提供を行ってならない旨を定めています。

　本項及び次項については、例外的に全貸付人及びエージェントがかかる担保の提供につき承諾する場合には、担保の提供が認められますが、かかる承諾において、当該担保の実行方法等につき合意され、貸付人間の回収の局面における公平性が図られることが予定されています。

　また、一定の場合には、担保制限条項の例外規定が定められています（第1号ないし第4号参照）。本項の例外規定の内容につきましては、借入人によってその内容を個々に設定する必要が生じることも想定されます。

　本契約以外の債務、本契約に基づく債務の両者をカバーするものである本契約締結後の少額根担保権の設定を許容する例外規定を置く場合には、以下のような対応が考えられます。即ち、第2項、第3項のどちらかに規定するのではなく、新たに項を設け、「前二項にかかわらず、借入人は、担保提供時における被担保債権額（根抵当権または根担保権の場合にはその極度額）の総額が●●億円までの範囲で担保提供を行うことができる。」と規定することで対応は可能と思われます。

　更に、「担保提供」の意味につき、明確化のための規定が定められています。

　また、例外規定として、「借入人が既に発行し、また今後発行する担附切替条項が特約されている無担保社債に対して担保提供を行う場合」を加えることもあり得ます。この場合、本来同列に取扱われるべき本契約の貸付人が、無担保社債の社債権者の劣後するという事態に陥る可能性があることに留意する必要があります。但し、こういった例外規定が比較的多く見受けられる背景には、無担保社債のプラクティスにおいて、担附切替条項が発行会社の約束・義務条項としてごく一般的なものと受け止められていることに加え、短期の信用供与者（本契約の貸付人等）が、長期の信用供与者（無担保社債の社債権者等）に比べ、信用保全面において劣後して取扱われることにあまり抵抗感がないということがあるものと思われます。なお、本契約の貸付人と無担保社債の社債権者を同列に取扱う方法として、社債担附切替条項と同様の条項（無担保社債の一部につき担附切替条項の要件に該当し、担保提供が行われる場合には、本契約上、借入人は貸付人に対して負担する債務についても同様の担保提供を行うなど）を本契約に規定しておくことも考えられます。

（第3項）

	(3)
借入人は、本契約締結日以降、本契約が終了し、かつ借入人が貸付人及びエージェントに対する本契約上の全ての債務の履行が完了するまで、一部の貸付人のために本契約上の債務を被担保債務とする担保提供を行わない。但し、全貸付人及びエージェントが書面により事前に承諾した場合はこの限りではない。


（内容）

　借入人の不作為義務のうち、本契約上の債務のための担保提供の禁止について定めます。

（解説）

　本契約上の債務の履行を担保するために、一部の貸付人のために借入人が担保提供することを認める場合には、かかる担保の実行により当該貸付人に対する本契約上の債務のみが弁済により消滅する事態が生じる可能性があり、必ずしも弁済の局面における貸付人間の公平を図ることができません。そこで、かかる担保提供は原則として禁止されます（本文参照）。

　但し、借入人が本契約上の債務を被担保債務とし、一部の貸付人のために担保提供を行う場合でも、かかる担保を実行した結果得られる弁済金につき全貸付人間で一定の分配が行われる場合には、かかる担保提供は全貸付人にとって有利といえ、必ずしも本契約上禁止される理由はありません。そこで、全貸付人及びエージェントがかかる分配ルールも含め事前に合意する場合には、かかる合意に基づいて担保の設定が可能とされます（但書参照）。

（第4項）

	(4)
借入人は、本契約締結日以降、本契約が終了し、かつ借入人が貸付人及びエージェントに対する本契約上の全ての債務の履行が完了するまで、次の各号を遵守することを確約する。
①
主たる事業を営むのに必要な許可等を維持し、全ての法令等を遵守して営業を継続すること。

②
主たる事業内容を変更しないこと。

③
法令等による場合を除き、本契約に基づく一切の債務の支払について他の無担保債務（担保付貸付のうち、担保の換価処分後も回収不足となる債務を含む。）の支払に劣後させることなく、少なくとも同順位に取り扱うこと。
④
[エージェント及び全貸付人の承諾がない限り、合併、会社分割、株式交換もしくは株式移転、その営業または資産の全部もしくは一部の第三者への譲渡（セールアンドリースバックのための譲渡を含む。）または第三者の重要な営業もしくは資産の全部または一部の譲受のいずれも行わないこと。]


（内容）

　借入人の作為義務及び不作為義務につき定めます。

（解説）

　第3号においては、いわゆるパリパス条項について定めます。現行の日本法上は、貸付人の同意を得ることなく、本契約に基づく債務の支払を他の債務の支払に劣後させることはできませんので、本号の意義は、その限度で限定されます。しかし、借入人が外国法人である場合、または日本法人である借入人について海外で外国法に準拠する倒産手続が開始した場合等も考えられ、本号には一定の意義があるものと思われます。本号における「法令等による場合を除き、」とは、倒産手続において、一定の債権（共益債権や従業員の有する債権等）につき、優先的な取扱いが法定されていることを考慮したものです。

（第5項）

	(5)
[借入人は各年度の決算期及び中間期の末日における連結貸借対照表及び単体の貸借対照表における資本の部の金額を●●円以上に維持することを確約する。]


（内容）

　借入人の作為義務のうち、財務制限条項について定めます。

（解説）

　その他の財務制限条項としては以下のものが考えられます。

(a)
借入人は、各年度の決算期及び中間期の末日における連結貸借対照表及び単体の貸借対象表における資本の部の金額を平成●年●月期の●●%以上に維持することを確約する。

(b)
借入人は、各年度の連結及び単体の損益計算書における、営業利益、受取利息及び配当金の合計額が、支払利息及び割引料の1倍以上の水準を維持することを確約する。
（第6項）

	(6)
[[格付機関名]の長期債務格付が、●●以上を維持することを確約する。]


（内容）

　借入人の作為義務のうち、格付維持条項について定めます。

（解説）

　借入人が格付を取得している場合に適用することが可能となります。

（第7項）

	(7)
借入人は、貸付債権について、仮差押え、保全差押え、または差押えの命令の送達を受けたときは、直ちにエージェントを通じて全貸付人に対し、かかる命令の写しと共にその旨を書面により通知しなければならない。

	


（内容）

　借入人が貸付債権について仮差押え等の命令の送達を受けた場合に、直ちにエージェント及び全貸付人に対して通知する義務を負う旨定めます。

（解説）

　貸付債権について仮差押え等がなされた場合には、借入人につき弁済禁止効が生じ、その後のエージェントによる各貸付人への分配が許されるか否かにつき疑義が生じ得るので、借入人が仮差押え等の命令の送達を受領した場合には直ちにエージェント及び全貸付人に対して通知しなければならないものとし、エージェントの分配義務を一定の場合に免除することとしています（第19条第2項参照）。

第22条（期限の利益喪失事由） TC "第22条　期限の利益喪失事由"\L 1 
（第1項）

	(1)
借入人について次の各号に定める事由が一つでも発生した場合には、貸付人またはエージェントからの通知催告等がなくとも、借入人は全貸付人及びエージェントに対する本契約上の全ての債務について当然に期限の利益を失い、直ちに貸付の元本並びに利息及び清算金その他本契約に基づき借入人が支払義務を負担する全ての金員を第18条の規定に従い支払い、かつ全貸付人の貸付義務は消滅する。
①
支払の停止または特定調停、破産、民事再生手続開始、会社更生手続開始、会社整理開始、特別清算開始その他これに類似する法的倒産手続開始の申立（日本国外における同様の申立を含む。）があったとき。
②
解散の決議を行いまたは解散命令を受けたとき。

③
営業を廃止したとき。

④
手形交換所の取引停止処分を受けたとき。
⑤貸付人に対して借入人が有する預金債権その他の債権について仮差押え、保全差押えまたは差押えの命令もしくは通知（日本国外における同様の手続を含む。）が発送されたとき、または保全差押えまたは差押えの執行を命じる裁判が行われたとき。この場合、当該貸付人は、かかる事由の発生を借入人、他の全ての貸付人及びエージェントに直ちに通知する。


（内容）

　当然に期限の利益を喪失する（以下、「当然失期」といいます。）事由について定めます。

（解説）

　借入人の財務状況の悪化を徴表する重大な事由（第1号ないし第3号参照）が生じた場合には、通知等を要することなく借入人は当然失期する旨を定めます。

　借入人は、期限の利益を喪失した場合、清算金（第1項第30号参照）を支払う義務を負います（第2項及び第3項においても同じ。）。

　第1号の「その他これに類似する法的倒産手続」としては、海外における同様の倒産手続が考えられますが、その他にも金融機関等特別な法人に対して適用される特別法上の倒産手続等が含まれると解されます。単なる私的整理は、「法的」倒産手続からは除外されると考えられます。

　第三者からの悪意ある申立によって期限の利益を喪失することを防ぐために、第1号の規定につき、第三者から破産またはその他の倒産手続の開始の申し立てられた場合については、かかる申立に加えて、例えば破産宣告またはその他の倒産手続の開始の決定がなされたことを要件とすることは、検討に値します。

　貸付債権が譲渡された場合には、第30条第1項本文最終文により、譲渡対象債権に関する本条に定める失期事由の有無については、貸付人を譲受人と読み替えて、その発生の有無が判断されます。

（第2項）

	(2)
借入人について次の各号に定める事由が一つでも発生した場合には、多数貸付人の請求に基づくエージェントの借入人に対する通知により、借入人は全貸付人及びエージェントに対する本契約上の全ての債務について期限の利益を失い、直ちに貸付の元本並びに利息及び清算金その他本契約に基づき借入人が支払義務を負担する全ての金員を第18条の規定に従い支払い、かつ全貸付人の貸付義務は消滅する。
①
本契約上の債務か否かにかかわらず、借入人が貸付人またはエージェントに対する債務の全部または一部の履行を遅滞したとき。
②
第20条各号の一つでも真実でないことが判明したとき。
③
前二号を除き、借入人の本契約上の義務違反が発生し、かかる違反が●営業日以上にわたって解消しないとき。
④
借入人が貸付人に差し入れている担保の目的物について差押え[、仮差押え、保全差押えまたは仮処分の命令もしくは通知（日本国外における同様の手続を含む。）が発送されたとき]または競売手続の開始があったとき。
⑤
借入人が発行する社債について期限の利益を喪失したとき。
⑥
借入人が本契約に基づく債務以外の債務で合計額が●●億円を超えるものについて期限の利益を喪失したとき、または第三者が負担する債務に対して借入人が行った保証債務で合計額が●●億円を超えるものにつき、履行義務が発生したにもかかわらずその履行ができないとき。

⑦
前各号を除き、借入人の事業もしくは財産の状態が悪化し、または悪化するおそれがあり、債権保全のために必要が認められるとき。

⑧
営業を停止し、または所轄政府機関等から業務停止等の処分を受けたとき。

[⑨
借入人が第一回目の不渡りを出したとき。]


（内容）

　通知による期限の利益喪失（以下、「請求失期」といいます。）について定めます。

（解説）

　第1項とは異なり、借入人の財務状況の悪化を徴表する一定の事由が生じた場合に、多数貸付人からの請求に基づきエージェントが借入人に対して通知した場合に、借入人は期限の利益を喪失する旨を定めます。第3号及び第6号の日数及び金額については借入人との交渉によって定まります。

　第8号の｢借入人が第一回目の不渡りを出したとき｣との条項は、生命保険会社で使用している金銭消費貸借契約書上、期限の利益喪失事由（請求喪失）として一般的に規定されているものです。本契約では、期限の利益喪失事由は当然失期･請求失期にかかわらず、法的構成の観点等から是非とも挿入すべきというもの（差押え等）を原則として規定しています。当該条項は必ずしもこうした要件を満たしているとは言切れないため選択性としています。

（第3項）

	(3)
借入人の責により前項の通知が遅延した場合、または到達しなかった場合には、通常到達すべき時点で借入人は本契約上の全ての債務について期限の利益を失い、直ちに貸付の元本並びに利息及び清算金その他本契約に基づき借入人が支払義務を負担する全ての金員を第18条の規定に従い支払い、かつ全貸付人の貸付義務は消滅する。


（内容）

　期限の利益を喪失させるための前項に基づく借入人に対する通知の遅延・不到達が借入人の責により生じた場合には、通常通知が到達すべき時点で借入人の期限の利益が喪失する旨定めます。

（第4項）

	(4)
貸付人は、借入人について第1項各号または第2項各号に規定する事由が発生したことを知ったときは、直ちにその旨をエージェントに通知し、エージェントはかかる事由の発生を他の全ての貸付人に通知する。


（内容）

　貸付人が期限の利益の喪失事由が生じたことを知った場合には直ちにエージェントに通知する旨及びエージェントは全貸付人に対して通知する旨を定めます。

（解説）

　弁済の局面における貸付人間の公平という観点、及び、多数貸付人の請求による期限の利益喪失事由が存在することから、期限の利益の喪失事由が発生した場合には、当該事由の発生につきはエージェント及び全貸付人が共通して認識する必要があることから定められる規定です。

第23条（相殺及び根担保権の実行） TC "第23条　相殺及び根担保権の実行"\l 1 
（第1項）

	(1)
期限の到来、期限の利益の喪失その他の事由によって、借入人が貸付人に対して債務を履行しなければならない場合には、当該貸付人は、(a)第18条第3項の規定にかかわらず、借入人に対する本契約上の債権と、当該貸付人の借入人に対する預金債務その他の債務とを、かかる債務の期限のいかんにかかわらず、相殺することができ、また、(b)事前の通知及び所定の手続を省略して、借入人に代り諸預け金の払戻しを受け、債務の弁済に充当することができる。かかる相殺または弁済充当を行う場合の債権債務の利息、清算金、遅延損害金等の計算についてはその期間を計算実行の日までとし、利率、料率は各契約の定めに従うものとし、外国為替相場については、当該貸付人が合理的に決定した計算実行時の相場を適用する。なお、かかる相殺または弁済充当を行っても、借入人の債務全額を消滅させるに足りないときは、当該貸付人が適当と認める順序及び方法により充当することができ、借入人はその充当に対し異議を述べない。


（内容）

　貸付人の相殺権について定めます。本項では、貸付人の自働債権が弁済期にあれば、受働債権の弁済期が未到来であっても相殺ができる旨を定めます。

（解説）

　借入人の財務状況が悪化した場合に、貸付人は借入人に対して預金債務等（保険契約に係る債務を含みます。）を負担している可能性があり、貸付人の相殺による貸付金の回収が一定の場合に破産管財人等に対抗できることから、本項では、貸付人による相殺を通じた回収をできる限り広くかつ自由に認めた上で、分配規定を通じて（第24条第1項参照）、その成果に全貸付人が与えることができるとすることにより、弁済の局面における貸付人間の公平を図りつつ、全貸付人にとっての回収の極大化につなげることが企図されています。

　この点、民法第136条第2項も受働債権の期限の利益を放棄することは認めているが、期限未到来の定期預金と相殺するときは、当該定期預金の満期日までの約定利息を支払わなければならないと解釈されている点には留意する必要があります
。本項も相殺の意思表示を省略できるとは定めていませんし、そのような特約は効力を有しないと解される可能性があります（民法第506条第1項、京都地判昭和32.12.11下民集8巻12号2302頁。）
。

　第2文によって処理できるのは、貸付人が前文の相殺を行える場合だけです。貸付人が取引先の委任を受けて、預金の払戻しをしたうえ、債務への弁済充当を行なうことになります。貸付人が、相殺の意思表示と同じような意思表示を借入人に対してなさなくても法律上の効力が生じないことにはなりませんが、受任者として本人たる借入人に報告しなければなりません（民法第645条参照）ので、計算書を送付する等の方法で通知しておきます
。

　第2文は、借入人に預金払戻しの権限があることを前提にしているので、預金に（仮）差押えを受けたり（民事執行法第145条、第178条参照）、借入人が破産宣告や会社更生手続開始決定を受けた場合には、原則として借入人に預金払戻しの権限がないので（破産法第53条、会

社更生法（昭和27年法律第172号）第53条参照）、第2文による処理はできません
。借入人が死亡した場合も、委任は終了し（民法第653条参照）、代理権も消滅することがあるので（民法第111条第1項第1号、商法第506条参照）、原則として第2文による処理はできません
が、借入人は法人であることが想定されており、借入人につき死亡は想定されていません。

　法定相殺の場合、相殺の効力は、原則として相殺通知が取引先に到達した時に生じるが、その前に相殺適状になっているときは、その相殺適状になった時まで相殺の効力が遡及します（民法第506条参照）。実務上は、銀行が預金について期限の利益を放棄して相殺する場合には、相殺通知が借入人に到達した時に相殺の効力が生じますが、そうでない場合には、相殺適状になった時まで相殺の効力は遡及します。そこで、前者の場合には、相殺の計算日が定められないことが生じ、後者の場合には、銀行の勘定処理をやりかえないとならないことにもなります。そこで、「計算実行の日」、即ち相殺通知を発送した日を基準日とすることにしています。外国為替相場は時間によって変化するので、「計算実行時」の相場によることとしています
。

　また、第4文は、相殺の場合の貸付人による弁済充当権につき定めます。

（第2項）

	(2)
借入人は、貸付の弁済期日が到来し、かつ、借入人が貸付人に対して有する期限の到来した預金債権その他の債権について債権保全上必要がある場合に限り、第18条第3項の規定にかかわらず、かかる債権と当該貸付人に対する本契約上の債務とを相殺できる。この場合、借入人は書面にて相殺通知を行い、相殺した預金債権その他の債権の証書、通帳は届出印を押印して速やかに当該貸付人に提出するものとする。かかる相殺を行う場合の債権債務の利息、遅延損害金等の計算についてはその期間を相殺通知の到来の日までとし、利率、料率は各契約の定めに従うものとし、外国為替相場については、当該貸付人が合理的に決定した計算実行時の相場を適用する。なお、相殺を行っても借入人の債務全額を消滅させるに足りないときは、当該借入人が適当と認める順序方法により充当することができる。但し、当該借入人がかかる順序及び方法を指定しなかった場合、当該貸付人が適当と認める順序及び方法により充当することができ、借入人はかかる充当に対して異議を述べない。


（内容）

　借入人による相殺権について定めます。借入人は、預金等の期限が到来していれば、貸付人の弁済期日が到来している場合に相殺をすることができます。

（解説）

　債権譲渡の促進という観点からは、本契約に基づく貸付債権について、借入人からの相殺権を一切否定することも考えられます。なぜなら、債務者対抗要件を具備する前に借入人が譲渡（貸付）人に対して預金をしていた場合、借入人による当該預金債権と本契約に基づく債務の相殺は譲渡人に対しても対抗できるからです。

　しかし、本契約では、これまでの取引慣行を踏まえ、借入人による相殺については、貸付の弁済期日到来を条件として認めることとしています（第1項は異なり、本項で清算金の取扱いを規定していないのはその為です。）。貸付の弁済期日到来を条件とする理由は、第13条において、借入人による期限前弁済を原則禁止し、被期限前弁済貸付人及びエージェントの書面による事前承諾が得られた場合に限りこれを認めるとする規定に対応するものです。

（第3項）

	(3)
期限の到来、期限の利益の喪失その他の事由によって、借入人が貸付人に対して債務を履行しなければならない場合には、当該貸付人は、第18条第3項の規定にかかわらず、借入人に対する本契約上の債権を被担保債権として根担保権を実行（以下、「根担保権の実行」という。）することができる。


（内容）

　期限の到来等の場合に貸付人による根担保権の実行を認めた規定です。

（解説）

　本契約上許容された根担保権についての実行を認めた規定です。かかる根担保権の実行による回収金は根担保権者たる貸付人が回収することができます（第24条第4項参照）。

（第4項）

	(4)
第1項もしくは第2項により相殺が行われた場合、または第3項により根担保権の実行が行われた場合、第1項及び第3項については貸付人が、第2項については借入人が、速やかにその内容をエージェントに書面にて通知する。かかる通知が合理的な理由なく遅延したことにより貸付人もしくはエージェントに損害、損失または費用等が発生した場合には、かかる通知を怠った貸付人またはかかる通知を怠った借入人がこれを負担する。


（内容）

　本条に基づく相殺または根担保権の実行が行われた場合の通知義務及びそれが遅延した場合の責任について定めます。

（解説）

　本条に基づく相殺または根担保権の実行が行われた場合、相殺または根担保権の実行によりいかなる債務がいかなる範囲で消滅したかにつき、貸付人及びエージェントが認識する必要があるので、かかる事由が生じた場合に、その内容につき通知する義務を定めた規定です。

第24条（貸付人間の調整） TC "第24条　貸付人間の調整"\l 1 
（第1項）

	(1)
前条第1項により貸付人が相殺を行った場合には（当該貸付人を、以下「相殺実行貸付人」という。）、かかる相殺がなされた個別貸付（以下、本項において「相殺実行個別貸付」という。）毎に以下の各号の規定に従い債権譲渡を行って貸付人間の調整を図る。
①
相殺によって消滅した相殺実行個別貸付に係る債務の金額がエージェントに支払われていたと仮定した場合に、第19条第1項ないし第4項の規定により、相殺実行個別貸付と同一の借入の申込に基づく相殺実行個別貸付以外の個別貸付（以下、本項において「他の個別貸付」という。）を実行した貸付人（以下、本項において「他の貸付人」という。）が支払を受けたであろう金額（以下、「仮定分配金」という。）をエージェントが算出する。

②
相殺実行貸付人は、他の個別貸付に係る債権のうち、仮定分配金に相当する金額の債権を、他の貸付人から額面金額で買取る。[但し、他の貸付人は、かかる売却を拒むことができる。かかる売却が拒まれた場合においても、未使用貸付極度額の算出にあたっては、かかる売却が行われたものとしてこれを行う。]

③
前号の譲渡が行われた場合には、他の貸付人は、自らの費用負担により、譲渡後速やかに借入人に民法第467条に定める確定日附ある証書による通知を行う。


（内容）

　第23条に基づく相殺が行われた場合の貸付人間の調整につき定めます。

（解説）

　第23条の解説において述べた通り、貸付人による相殺による回収を認める結果、当該貸付人の本契約上の貸付債権が相殺により消滅し、そのままでは、当該貸付人のみが本契約上の債務の弁済を受けたのと同様の事態が招来する可能性があります。当該貸付人の本契約上の貸付債権が消滅するため、エージェントによる分配規定では貸付人間の調整を図ることができないため、貸付人間で債権譲渡を行うことにより、結果的にエージェントによる分配が行われたのと同様の結果とするための規定です。

　第2号は、第23条第1項に基づき、貸付人による相殺がなされ、貸付人間の調整を図るために債権譲渡がなされた場合における未使用貸付極度枠の算出方法について規定したものです。貸付義務は、第1条において、一定の場合に「借入人に対して個別貸付を実行する義務」と定義されており、また、未使用貸付極度額は、第1条において、「貸付極度額から個別貸付未払金の元本合計金額を控除した金額」と定義されています。

また、本契約では債権譲渡や期限前弁済が行われた場合における未使用貸付極度額の算出方法を以下の通り定めています。

(a)貸付人間の調整を図るための債権譲渡（貸付人による相殺を原因とする場合）

貸付人間の調整を図るためになされる債権譲渡（貸付人による相殺を原因とする場合）については、(c)とは明らかに性質が異なり、貸付人間の公平性を維持するためになされるものです。従って未使用貸付極度額の算出にあたっては、かかる債権譲渡が実行されたものとして扱います。また、相殺実行貸付人以外の貸付人がかかる債権譲渡を拒んだ場合においても、かかる譲渡がなされた後、別途(c)がなされたものと見做し、未使用貸付極度額の算出にあたっては、かかる債権譲渡（前者）が実行されたものとして扱うことを選択肢として加えています（第1項参照）。

(b)貸付人間の調整を図るための債権譲渡（借入人による相殺を原因とする場合）

一律に原則として債権譲渡が為されることを予定している(a)の場合と異なり、第2項の被相殺貸付人以外の貸付人による債権譲渡はオプションとして認められているにすぎません。これは、貸付人間の公平性を重視しつつも、信用懸念事由が生じている被相殺貸付人を相手とする債権譲渡取引を、他の貸付人に義務付けることに無理があると考えたためです。

未使用貸付極度額の算出方法については、被相殺貸付人以外の貸付人のオプションであることから、(c)と同様、債権譲渡がなされても、未使用貸付極度額の算出にあたっては、かかる債権譲渡がなされなかったものとして取扱うとの考え方もあり得ますが、借入人側の便益を考慮し、仮に債権譲渡がなされた場合には、被相殺貸付人以外の貸付人の未使用貸付極度額が増加する構成としました（第2項参照）。

(c)通常の債権譲渡（(a)及び(b)以外の債権譲渡）

通常の債権譲渡の場合ににおける未使用貸付極度額の算出にあたっては、かかる債権譲渡が実行されなかったものとして扱います（第30条第3項参照）。

(d)期限前弁済が行われた場合

期限前弁済（第13条参照）が行われた場合には、個別貸付の残高は減少しますので、未使用貸付極度額はその定義から増額されることになります。

（第2項）

	[(2)
前条第2項により借入人が貸付人に対して相殺を行った場合には（当該貸付人を、以下「被相殺貸付人」という。）、被相殺貸付人以外の貸付人が請求した場合に限り、かかる相殺がなされた個別貸付（以下、本項において「被相殺個別貸付」という。）毎に以下の各号の規定に従い債権譲渡を行って貸付人間の調整を図る。

①
相殺によって消滅した被相殺個別貸付に係る債務の金額がエージェントに支払われていたと仮定した場合に、第19条第1項ないし第4項の規定により、被相殺個別貸付と同一の借入の申込に基づく被相殺個別貸付以外の個別貸付（以下、本項において「他の個別貸付」という。）を実行した貸付人（以下、本項において「他の貸付人」という。）が支払を受けたであろう仮定分配金をエージェントが算出する。

②
被相殺貸付人は、他の個別貸付に係る債権のうち、仮定分配金に相当する金額の債権を、他の貸付人から額面金額で買取る。

③
前号の譲渡が行われた場合には、他の貸付人は、自らの費用負担により、譲渡後速やかに借入人に民法第467条に定める確定日附ある証書による通知を行う。]


（内容）

　借入人からの相殺があった場合にも、前項と同様の定めにより貸付人間の調整を図ることとしています。

（解説）

  前項と同様の結果を招来する規定です。本項は、被相殺貸付人に何らかの信用不安が生じている可能性が高い状況下での債権譲渡を規定しています。本項が選択性とされているのは、こうした状況下で行われる債権譲渡であることから、被相殺貸付人以外の貸付人（譲渡人）にオプションを付することとしているためです。かかるオプションが行使されない可能性が充分に有り得ること、及び本条項に基づく債権譲渡がなされた結果、被相殺貸付人の個別貸付の残高が増加することについて、借入人側に抵抗感がある可能性があることを踏まえ、本条項自体を選択性としています。

　なお、借入人による相殺の規定と未使用貸付極度額の関係は以下の通りです。

(a)
選択条項である第24条第2項を規定しない

→債権譲渡は行われず、他の貸付人の未使用貸付極度額は変わらない

(b)
第24条第2項を規定し、他の貸付人が債権譲渡を請求しない（オプション行使せず）

→債権譲渡は行われず、他の貸付人の未使用貸付極度額は変わらない（(a)と同様の結果）

(c)
第24条第2項を規定し、他の貸付人が債権譲渡を請求する（オプション行使）

→債権譲渡が行われ、他の貸付人の未使用貸付極度額が増加する（未使用貸付極度額は変動する）

　なお、(c)の事例における未使用貸付極度額の算出方法については、通常の債権譲渡が行われた場合同様、債権譲渡がなされたとしても、なされなかったものとして取扱うという考え方も有り得ますが、(i)他の貸付人の義務の増加は自らのオプション行使の結果であること、(ii)借入人の便益からすると枠増加が好ましいこと、から他の貸付人の未使用貸付極度額は増加する構成としています。

（第3項）

	(3)
前条第3項の規定に従い貸付人が根担保権を実行した場合、または第三者による強制執行もしくは担保権の実行としての競売の結果、かかる根担保権に関し貸付人が本契約に基づき借入人に対して有する債権の弁済を受けることとなった場合には、第1項に規定された債権譲渡は行われない。但し、貸付人が、第21条第3項の規定に違反して設定された担保権の実行の場合、またはかかる担保権に基づき、借入人に対し有する本契約上の債権の弁済を受けることとなった場合には、第1項の規定に準じて債権譲渡を行うものとする。


（内容）

　前条に定める場合と異なり、本契約上許容された根担保権の実行による回収については、かかる根担保権者たる貸付人が優先的に回収することを例外的に認めた規定です。

（解説）

　既存の根担保権による回収金を、かかる担保権を有する貸付人のみに帰属させる場合には、本項の取扱いをすることとなります（第23条第4項参照）。

  貸付人間の公平性維持という観点からは、根担保権の実行による回収金については貸付人間の分配の対象とするという考え方も有り得るものと思われます。しかしながら、現時点で利用されている契約書のほとんど全てが かかる回収金を分配の対象外としており、本契約もこれに倣った規定としています。分配の対象外とする考え方の背景には、「これまでのところ日本では、根担保権を持つ所謂メインバンク（主要取引先銀行）がシンジケートローンのアレンジャーとなるケースが多く、かかるアレンジャーはこれを固有の権利と捉え、また、この考え方にシンジケートローンの参加者である他の貸付人も一定の理解を示している。」という見方があると考えられます。但書においては、第21条第3項に違反して設定された担保権の実行による弁済について分配の対象とする旨定めますが、かかる担保権の実行自体を本契約違反を理由に争うよりも、分配の対象とした方が各貸付人にとって有利であると考え、但書が設けられています。

　なお、競売が行われた場合には、配当表に従って、貸付人は債権の弁済を受けることになります。

（第4項）

	(4)
借入人のある資産につき貸付人が自ら強制執行または担保権（第21条第2項または第3項但書に定める承諾を得て担保提供されたものは除く。）の実行としての競売の申立（以下、本項において「強制執行等」という。）を行った結果、または、第三者による強制執行等に関して貸付人が配当要求した結果、当該貸付人が本契約に基づき借入人に対して有する債権の弁済を受けることとなった場合については、第1項の規定を準用するものとする。但し、第1項準用に際しては、貸付人が自ら強制執行等を行うために要した一切の費用（弁護士費用を含む。）、または第三者による強制執行等に関して貸付人が配当要求するために要した一切の費用（弁護士費用を含む。）相当額は当該貸付人に帰属するものとし、当該金額を強制執行等の結果得た金員から差し引いた残額がエージェントに支払われていたと仮定して仮定分配金は算出されるものとする。


（内容）

　本契約上許容されていない担保権の実行または強制執行によりある貸付人が弁済を受けた場合には、貸付人間で調整を行う旨定めます。

　但し、この場合、当該貸付人による回収行為により全貸付人が分配を通じて利益を受けることになることから、費用等については当該貸付人が優先的に支払を受けるものとします。

（解説）

　ある貸付人が借入人の資産に対して強制執行をし、または、本契約上認められていない担保権を実行した結果本契約上の債権が消滅した場合、弁済の局面における貸付人間の公平という観点から、第1項と同様の取扱いにより貸付人間の調整を行うこととします。

　但し、貸付人間での調整が行われることを前提とすると、借入人の財務状況が悪化した場合に、当該貸付人の行為は全貸付人の利益となる行為であるので、費用等は当該貸付人が優先的に受領することができることとし、かかる行為を行い易くし、ひいては全貸付人の回収を極大化することを企図した規定です。

　なお、貸付人（の一部）が借入人の外国に所在する資産に対する強制執行等により回収を得た場合に、本項に基づく分配ルールの適用対象とすべきかは、難しい問題を提起するおそれがあります。例えば、借入人につき日本その他の法域で倒産手続が開始された場合に、このような外国所在資産からの回収につき、当該倒産手続における配当等の場面で、配当金の減額その他の調整措置がとられることがあり得（民事再生法（平成11年法律第225号）第89条第2項参照）、その内容如何によっては、本項で想定される分配ルールをそのまま適用すると、かえって不都合な結果に至る可能性もあり得ます。但し、この問題は、関連する法域の適用法令及び具体的な事実関係如何によっても大きく影響を受け得るため、かかる分配ルールに修正を施すにせよ、一律的な対応にはなじまない面もある点、留意が必要です。いずれにせよ、かかる事由が生じた場合には、貸付人間の協議を通じて解決を図る旨の規定を設けておくことは考えられます。

第25条（エージェントの権利義務） TC "第25条　エージェントの権利義務"\l 1 
（第1項）

	(1)
エージェントは、全貸付人の委託に基づき、全貸付人のためにエージェント業務を行い、権限を行使し、エージェント業務を行うに際し、通常必要または適切とエージェントが認める権限を行使する。エージェントは、本契約の各条項に明示的に定められた義務以外の義務を負わず、また、貸付人が本契約に基づく義務を履行しないことについて一切責任を負わない。また、エージェントは貸付人の代理人であり、別段の定めのない限り借入人の代理人とはならない。


（内容）

　エージェントの権利義務の範囲を定め、原則として貸付人の代理人である旨定めます。

（解説）

(1)
エージェントの権限

エージェントは、本契約に定められるエージェントの権限を行使するとともに、それに加えて、かかる権限行使に通常必要または適切とエージェントが認める権限を行使することとされており、本契約で明示的に付与された権限よりも若干広範囲な権限を有します。

(2)
エージェントの義務

他方、エージェントは、原則として、本契約に明示的に定められた義務以外の義務は負わないこととされています
。一般に、受任者が負う善管注意義務の内容は、当事者間の知識・才能・手腕の格差、委任者の受任者に対する信頼の程度等に応じて判断されると解されており
、また、大きな権限を与えられた受任者程大きな責任を負い、さらに、委任者によるコントロールが受任者に及びにくい程大きな責任を負うと考えられます
。この点、エージェントは、本契約上主として事務的、機械的な業務に関する権限を付与されており、また、各貸付人が金融機関という貸付の専門家であり、多数貸付人がエージェントを解任できる（第26条第2項参照）こと等に鑑みれば、エージェントの責任は、例えば社債管理会社等の責任よりも相当程度軽いものと考えることも十分可能です。ここでは、エージェントの義務を可及的に明確化する趣旨で、エージェントの義務を本契約上明示的に定められたものに限定する旨定めております。

(3)
貸付人の代理人たるエージェント

エージェントは、貸付人の委託を受けて貸付人の代理人としてエージェント業務を行っており、民法上は、貸付人に対して善管注意義務（民法第644条参照）を負い、その他報告義務等（同法第645条参照）を負うこととなります。

本契約においては、エージェントは、上記(2)の通り、本契約上明示的に定められた義務しか負担しないこととされて（第3項参照）おり、原則としてかかる義務を制限する特約も民法上有効と解される可能性が高いものと思われます。

（第2項）

	(2)
エージェントは、真正かつ正確であると思料され、適切な人物により署名または記名捺印され交付された通信、文書及び書類に依拠することができ、また、本契約に関しエージェントが必要な範囲で合理的に選任した専門家の意見書及び説明書に依拠して行為することができる。


（内容）

　エージェントの免責について定めます。

（解説）

　エージェントは、一定の真正かつ正確と思われる文書及び専門家の意見書等に依拠することができる旨定めています。かかる文書にエージェントが依拠して行動した場合には、原則として、エージェントは免責されると考えられます。もちろん、適切でない専門家を選任した場合や意見書の内容に明らかな誤りがある場合等には、このような免責は認められないと考えられます。

（第3項）

	(3)
エージェントは、本契約に定める責務を果たし権限を行使するにあたり、善良な管理者としての注意を払う。


（内容）

　エージェントが善管注意義務を負う旨定めます。

（解説）

　第1項の定めにより、エージェントは本契約上明定される義務以外を負担しておりません。従って、本項は、本契約上明定された義務を遵守する場合の義務の程度として善管注意義務を想定している旨明定したものです。

（第4項）

	(4)
エージェントまたはその取締役、従業員もしくは代理人は、本契約に基づいて、または本契約に関連する行為、不作為について、故意もしくは過失がない限り、貸付人に対して一切の責を負わない。エージェントを除く貸付人は、エージェントが本契約上の責務を果たすのに負担した債務、損害、損失及び費用等（損害または損失を被らないようにするために支出した費用及び損害または損失を回復するために支出した費用（弁護士費用を含む。）を含むが、これに限らない。）につき、借入人から償還されない限度で、エージェントの参加割合（但し、かかる補償債務を履行することができない貸付人がいる場合には、エージェントの参加割合を当該貸付人を除く貸付人の参加割合の合計で除した割合とする。）に応じて算出した負担部分を控除した残額について、連帯してエージェントに補償する。


（内容）

　エージェント、その取締役・従業員等についての免責規定で、過失責任を採用しています。

（解説）

　本項においては、エージェントが貸付人を兼ね、貸付人が費用等につき連帯してエージェントに補償する債務を負う場合を定めています。貸付人がエージェントに対して連帯債務を負担することとすると、混同により連帯関係が消滅し、貸付人間の求償関係のみが残る
という考え方もあり得るため、本項では、エージェントたる貸付人の負担部分を控除した残額につき、他の貸付人がエージェントに対して連帯債務を負担することとしています。

　但し、かかる方法を採用すると、例えば貸付人が3社（貸付人A、B及びCとし、Aはエージェントを兼ねる）おり、各参加割合が1/3であった場合に、エージェントが全貸付人のために90を負担し、Cが補償義務を履行することができないとすると、AはBに対して、90から30を控除した60について、請求することができ、最終的にAが30を負担し、Bが60を負担することになるとAB間での均衡がとれなくなってしまうため、当該貸付人を除く貸付人の参加割合の比に応じて、貸付人が補償義務を負うように但書で定めております。

　なお、エージェントが貸付人を兼ねるか否かにかかわらず、貸付人が費用等につきエージェントに補償する分割債務を負う場合には、第二文を、

「貸付人は、エージェントが本契約上の責務を果たすのに負担した債務、損害、損失及び費用等（損害または損失を被らないようにするために支出した費用及び損害または損失を回復するために支出した費用（弁護士費用を含む。）を含むが、これに限らない。）につき、借入人から償還されない限度で、参加割合（但し、かかる補償債務を履行することができない貸付人がいる場合には、参加割合を当該貸付人を除く貸付人の参加割合の合計で除した割合とする。）に応じてエージェントに補償する。」

に置き換えます。ここで、貸付人は、原則として参加割合に応じて補償義務を負いますが、かかる補償債務を履行することができない貸付人がいる場合には、エージェントが費用全額の補償を得られなくなることから、当該貸付人を除く貸付人の参加割合の比に応じて、貸付人が補償義務を負うように但書で定めております。

　また、エージェントが貸付人を兼ねず、貸付人が費用等につき連帯してエージェントに補償する債務を負う場合には、第二文を、

「貸付人は、エージェントが本契約上の債務を果たすのに負担した債務、損害、損失及び費用等（損害または損失を被らないようにするために支出した費用及び損害または損失を回復するために支出した費用（弁護士費用を含む。）を含むが、これに限らない。）につき、借入人から償還されない限度で、連帯してエージェントに補償する。」

に置き換えます。

（第5項）

	(5)
エージェントは、本契約の有効性及び本契約に表明された事項につき何ら保証を行うものではなく、貸付人は、自ら適切と認めた書類、情報等に基づき借入人の信用力その他必要な事項を審査した上、独自の判断で本契約を締結し、また、本契約上企図される取引を行うものとする。


（内容）

　貸付人は自らの判断で本契約の締結等を行った旨の確認規定です。

（解説）

　エージェントの善管注意義務の内容が必ずしも明確でないこと、エージェントが借入人との交渉において中心的な役割を果たす場合が多いこと、及びエージェントが借入人の主要取引先銀行である場合もあること等から、借入人が破綻した場合にエージェントは貸付人から責任の追求を受ける可能性があります。そこで、特に借入人の資力等の与信判断については、貸付人が自らの責任で行った旨を確認します。なお、エージェントが他の取引を通じて知ることになった情報を他の貸付人に対して伝達する義務を負わない旨を規定する第6項の規定も同様の趣旨を有しています。

（第6項）

	(6)
エージェントが貸付人を兼ねる場合には、本契約上のエージェントの義務にかかわらず、本契約上の貸付人としての権利義務は他の貸付人と同等とする。また、エージェントは、本契約外で借入人との間で一般に認められる銀行取引を行うことができる。なお、エージェントは、本契約外の取引において取得した借入人に関する情報（借入人から受領した情報については、本契約に基づいて送付されたことが明示されていない限り、本契約外の取引に基づいて送付されたものとみなし、他の貸付人に対して開示する義務を負わないものとする。）を、他の貸付人に対して開示する義務を負わず、また、借入人との本契約外の取引において借入人から支払を受けた金員を他の貸付人に分配する義務を負わない。


（内容）

　エージェントの貸付人としての義務は他の貸付人と同等である旨、エージェントが自ら借入人との間で別途銀行取引を行うことができる旨、エージェントが借入人に関する情報を入手した場合でも他の貸付人に連絡する義務を負わない旨、及び、エージェントが本契約外の取引において借入人から支払を受けた金員を分配する義務を負わない旨を定めます。

（解説）

　まず、エージェントの貸付人としての義務は他の貸付人と同等である旨を定めます。

　第1項で規定する通り、エージェントは貸付人の代理人とされるので、エージェントが借入人との間で本契約に基づく取引以外の取引を行う場合には、受任者としての忠実義務に基づき、利益相反の問題を生じ得ることになります。即ち、①そもそも、エージェントは借入人との間で他の取引を行うことが出来るのか、②エージェントが他の取引を通じて知ることになった情報を他の貸付人に対して伝達する義務が発生しないのか、③エージェントが他の取引に係る貸出金の回収行為として借入人から金員の支払を受けたときに他の貸付人に分配する義務を負わないのかといった問題が生じ得ます。そこで、本項では、①エージェントが自ら借入人との間で別途銀行取引を行うことができる旨、②本契約外において入手した借入人に関する情報を他の貸付人に連絡する義務を負わない旨、さらには、③本契約外の取引において借入人から支払を受けた金員を他の貸付人に分配する義務を負わない旨を明確に定めます。

　本条項の有効性については、第1項の解説中でも言及した理由により、エージェントの責任は上記各行為につき相当軽減されたものと考えることも可能と解されます。したがって、本人である他の貸付人からの同意により、上記各行為につきエージェントの忠実義務との関係で免責を得ることが可能と考えられます。

　もっとも、本人の同意は具体的な判断材料に裏打ちされた同意である必要があるため、本契約締結時に他の貸付人が予期し得ない事情が生じた場合、本項の規定により当然には免責されないケースがでてくる可能性が残るのも事実です。しかしながら、参加金融機関の専門性の高さ及び能力の高さを考慮すれば、特段の事情のない限り、本項に定める免責事項の意味内容を熟知した上で、包括的に事前の同意を行ったと評価することが可能であると思われます
。

　エージェントが借入人の主要取引先銀行であるような場合には、特に、本契約と関係なく借入人と銀行取引を行うことができる旨及び、借入人に関する情報を共有する必要がない旨の規定は重要となります。

　本項に定める他、第5項及び本項の趣旨から、以下のような規定を設けることも考えられます
。

(1)
エージェントが所定の事項について多数貸付人の指図に従った作為・不作為の結果については、エージェントは一切責任を負わないこと

(2)
エージェントは、借入人のコベナンツ（遵守事項）等の遵守状況について管理・監督する責任を負わないこと

　借入人から本契約に基づき受領した通知には、本契約に基づき行われる旨が明示される（第33条第5項第1号参照）こととし、本契約に基づき他の貸付人に対して通知すべきか否かが明確になるようにしています。また、本契約に基づき行われる旨の明示がない情報については、本契約外の取引に関するものとみなし、他の貸付人に対して開示する義務を負わないこととし、エージェントの義務の範囲の明確化を図っています。

第26条（エージェントの辞任及び解任） TC "第26条　エージェントの辞任及び解任"\l 1 
（第1項）

	(1)
エージェントの辞任に係る手続は、以下の通りとする。

①
エージェントは、全貸付人及び借入人に対して書面による通知を行うことにより、辞任することができる。但し、後任のエージェントが任命され、その就任を承諾するまで、かかる辞任の効力は発生しない。

②
前号の通知が行われた場合、多数貸付人は借入人の承諾を得た上で、後任のエージェントを任命する。

③
第1号の通知が行われた日（同日を含む。）から●日以内に後任のエージェントとなるべき者が多数貸付人により任命されなかった場合、または多数貸付人に任命された者がその就任を承諾しなかった場合には、在任中のエージェントが借入人の承諾を得た上で、多数貸付人に代わって後任のエージェントを任命できる。


（内容）

　エージェントは全貸付人及び借入人（以下、「関連当事者」といいます。）に対する通知によりエージェントを辞任することができる旨、及び、その際の後任エージェントの任命方法につき定めます。

（解説）

　委任は受任者により何時にでも解約でき（民法第651条第1項参照）、本項も同様の定めによるものですが、後任のエージェントが選任するまでの間エージェント業務が行われなくなることを防ぐ趣旨で、後任のエージェントが選任されるまでは、従前のエージェントが引き続きエージェント業務を行うこととしています（第1号参照）。

　後任のエージェントは、多数貸付人が借入人の承諾を得て任命しますが、借入人の承諾については必要としない定めも検討に値します。（第2号参照）。

　多数貸付人及び借入人が後任のエージェントを選任しない場合にいつまでも従前のエージェントにエージェント業務を継続させることはできないので、一定の日数経過後は、従前のエージェントが借入人の承諾を得た上多数貸付人に代わって後任のエージェントを任命できることとしています（第3号参照）。

　この場合も、借入人の承諾が得られないために後任のエージェントがいつまでも選任されない事態も考えられることから、借入人の承諾については必要としない定めも検討に値します。

（第2項）

	(2)
エージェントの解任に係る手続は、以下の通りとする。

①
多数貸付人は、他の全ての貸付人、借入人及びエージェントに対して書面による通知を行うことにより、エージェントを解任することができる。但し、後任のエージェントが任命され、その就任を承諾するまで、かかる解任の効力は発生しない。

②
前号の通知が行われた場合、多数貸付人は借入人の承諾を得た上で、後任のエージェントを任命する。


（内容）

　多数貸付人は、関連当事者に対する通知により、エージェントを解任することができる旨、及び、その際の後任エージェントの任命方法につき定めます。

（解説）

　エージェントの解任の場合にも、辞任の場合と同様、後任のエージェントが選任されるまでの間にエージェント業務が行われることを確保するため、後任のエージェントが選任されるまでは、従前のエージェントが引き続きエージェント業務を行うこととしています（第1号参照）。

　エージェントの解任の場合の後任エージェントの選任方法については前項第2号の解説参照。

（第3項）

	(3)
第1項または前項に基づき後任のエージェントに任命された者がその就任を承諾した場合には、前任のエージェントは本契約に基づきエージェントとして保管している書類一式を後任のエージェントに引き渡すと共に、後任のエージェントが本契約に定めるエージェントとして責務を果たすのに必要な全ての協力を行う。


（内容）

　後任エージェントが選任された場合の従前のエージェントから後任エージェントへの関連書類及び業務の引継に関して定めます。

（解説）

　後任エージェントが選任された場合の事務の引継が円滑に行われるための規定です。

（第4項）

	(4)
後任のエージェントは前任のエージェントが有していた本契約上の権利義務を承継し、前任のエージェントは後任のエージェントの就任と同時に、エージェントとして負担する全ての義務を免れる。但し、前任のエージェントが在任中に行った行為（不作為を含む。）に関しては本契約の各条項が引続き有効に適用される。


（内容）

　後任エージェントが選任された場合の従前のエージェントから後任エージェントへの権利義務の承継に関して定めます。

（解説）

　後任エージェントが選任された場合の権利義務の承継に関する規定であり、従前のエージェントは、後任エージェントの就任以降本契約上の義務から解放される旨定めるとともに、従前のエージェントによる在任中の行為については本契約の条項が適用される旨を定めます。

第27条（多数貸付人の意思結集） TC "第27条　多数貸付人の意思結集"\l 1 
（第1項）

	(1)
多数貸付人の意思結集に係る手続は、以下の通りとする。
①
貸付人は、本契約に定める多数貸付人による指示が必要な事由が発生したと判断した場合、エージェントに対して多数貸付人の意思結集を要請する旨の通知を行うことができる。

②
前号の通知を受けたエージェントは、多数貸付人の意思結集を行う旨の通知を全貸付人に対して速やかに行う。
③
前号の通知を受けた貸付人は、かかる事由に対する自らの意思決定を行い、●営業日以内にその内容をエージェントに通知する。

④
前三号により多数貸付人の意思結集がなされた場合には、エージェントは、多数貸付人による指示としてその内容を借入人及び全貸付人に対して速やかに通知する。


（内容）

　貸付人が必要と判断した場合の多数貸付人による意思結集の手続について定めます。

（解説）

　多数貸付人の意思結集は以下の場合に必要となります。

・
第9条第2項に基づく貸付不能事由の解消

・
第22条第2項に基づく期限の利益の喪失の通知の請求

・
第26条に基づくエージェントの任命

・
第33条第9項に基づく公正証書の作成

（第2項）

	(2)
エージェントは、前項の外、多数貸付人による意思結集が必要な事由が発生したと自ら判断した場合、多数貸付人の意思結集を行う旨の通知を全貸付人に対して行うことができる。なお、かかる通知を行った後の手続は、前項第2号ないし第4号の規定に従う。


（内容）

　エージェントが必要と判断した場合の多数貸付人による意思結集の手続について定めます。

（解説）

　エージェントは、適宜必要に応じて多数貸付人の意思結集を行うことができることとしています。具体的な手続きは、前項同様とします。

第28条（契約の変更） TC "第28条　契約の変更"\l 1 
	本契約は、借入人、全貸付人及びエージェントの書面による合意がなければ、これを変更することができない。


（解説）

　契約の変更には借入人、全貸付人及びエージェントの書面による合意を必要としています。民法の一般原則通り全当事者の合意を要求し、更に、書面により合意されることを規定しています。実務上の効率性の観点からは「軽微」な変更について多数貸付人による合意で可能とする考え方もありますが、貸付人の属性その他の事由により「軽微」とされる範囲が異なる場合も多いものと思われます。また、変更点が条項の明白な誤り等の真に軽微な事項であれば、当然に全貸付人の合意は得られるものと思われます。（なお、実際の取引において、軽微な変更を多数貸付人により可能とする必要がある場合には、①多数貸付人の合意で変更可能な軽微な事項を限定列挙し、それ以外は全貸付人の合意を必要とするか、或いは、②全貸付人の合意を要する重要事項を限定列挙し、それ以外は多数貸付人の合意で変更可能とする等の選択肢のいずれかによることになると思われます。）

第29条（地位譲渡） TC "第29条　地位譲渡"\l 1 
（第1項）

	(1)
借入人は、全貸付人及びエージェントが書面により事前に承諾しない限り、本契約上の地位または権利義務を第三者に譲渡することができない。


（内容）

　借入人による本契約上の地位の譲渡を原則として禁止します。

（解説）

　本契約上貸付人と借入人は、様々な権利義務関係を相互に有しますが、貸付人が、かかる本契約上の権利義務関係をまとめて移転することを契約上の地位の移転といいます。民法上、契約上の地位の移転について明示的に定めた規定はないものの、債権譲渡、債務引受、取消権・解除権の移転（債権・債務を発生させた契約についての取消権や解除権は、債権・債務の譲渡・引受だけでは移転しないと考えられます）等を個別に行うのは煩雑であり、契約上の地位として一括して移転することが判例上も認められています。かかる契約上の地位の譲渡は、地位を移転するというひとつの意思表示でなされ、相手方の同意もその全体に対してなされます
。

　契約上の地位の移転のためには、当該契約の両当事者と譲受人の三面契約か、譲渡人と譲受人との合意及び当該契約の他方当事者の承認によって効力が生じると考えられています
。

　借入人が誰であるかは貸付人にとって本契約上極めて重要なことであり、借入人による本契約上の地位または権利義務の譲渡にはエージェント及び全貸付人の同意を要することとしています。

（第2項）

	(2)
貸付人は、借入人及びエージェントが書面により事前に承諾し（第24条または第30条に規定する貸付債権の譲渡についてはこの限りではない。）、かつ、次の各号に定める全ての要件が満たされる場合に限り、本契約上の地位及びこれに伴う権利義務の全部または一部を第三者に譲渡することができる（以下、本条においてかかる譲渡を行った貸付人を「地位譲渡人」といい、かかる譲渡を受けた者を「地位譲受人」という。）。なお、借入人及びエージェントは、合理的な理由なくかかる承諾を拒むことはできず、エージェントは、かかる譲渡が行われた場合、第33条第6項の規定に従い、全貸付人に通知する。

①
借入人の承諾については、貸付債権の譲渡についての承諾も含むものとし、かつ、かかる承諾につき譲渡日付の確定日附を取得すること。

②
本契約上の地位の一部の譲渡があった場合には、譲渡日以降地位譲渡人と地位譲受人が共に本契約上の貸付人となり本契約の各条項が適用されるとともに、地位譲渡人の地位譲渡前の貸付極度額（以下、「譲渡前貸付極度額」という。）が地位譲渡人と地位譲受人が別途合意した額（以下、「減少額」という。）だけ減額され、地位譲受人に当該減少額と同額の貸付極度額が爾後適用されるものとし、地位譲渡人が貸付債権を有している場合（以下、かかる貸付債権を「譲渡前貸付債権」という。）には、かかる譲渡前貸付債権に係る元利金、遅延損害金その他一切の債権が減額割合（以下に定義する。）に応じて分割され、その減額割合に対応して分割された債権（以下、「譲渡対象貸付債権」という。）が地位譲受人に対して譲渡されること。

③
地位譲受人が[地位譲受人の業種等]であること。

④
かかる譲渡が本契約上の地位の一部について行われる場合には、(i)減少額及び(ii)譲渡前貸付極度額から減少額を控除した金額がいずれも●●億円以上であり、(i)譲渡対象貸付債権の金額及び(ii)譲渡前貸付債権の金額から譲渡対象貸付債権の金額を控除した金額がいずれも●●億円以上であること。

⑤
かかる譲渡が行われることにより源泉徴収税等が発生し、地位譲受人に対する借入人の支払利息額が増加しないこと[（但し、貸付人の日本における貸付業務の廃止によって海外関連会社に本契約上の地位を譲渡する場合を除く。）]。


（内容）

　貸付人による本契約上の地位の譲渡は、借入人及びエージェントが承諾する場合には認めることとしています。

（解説）

　本契約書案では、エージェント及び借入人の承諾が得られれば、貸付人は本契約上の地位を譲渡できることとしております。他の貸付人の同意を要しないのは、本契約第2条の貸付人の権利の個別独立性の規定に対応するものです。この点、第一文を「(2)貸付人は、エージェントが書面により…」として借入人の承諾を、本項をもって事前に包括的に取得することも考えられます。

　免責的債務引受において要求される債権者の承認は、事前になされてもよいとする見解が有力
であることからすれば、契約上の地位の移転に関する他方契約当事者の承認も事前になされ得るとも考えられます。但し、かかる事前の承認に、事前の包括的な承認が含まれるかについては若干の疑義も残るため、本契約書案では、借入人の書面による個別具体的な契約上の地位の移転についての事前の承認も要求しております。従いまして、この点は、今後の実務の運用により取り扱いが変わることも十分考えられます。

　本契約書案では更に、本契約上の地位の一部の移転を認めています。そもそも一般的に契約上の地位の移転という場合には、契約上の地位の全部が譲渡されることを前提に議論がなされており、契約上の地位の一部の譲渡という概念自体は、かなり特殊なものと考えられます。但し、本契約書案では、貸付人が貸付極度額の一部を第三者に譲渡して、リスクの分散を図るという実務的な要請に応えるために、このような概念を採用しております。

　本契約書案では、本契約上の地位の一部の譲渡に伴い、地位譲渡人が有する貸付極度額と貸付債権が、共に一定の割合（「減額割合」）で地位譲受人に対して移転するという構成をとっています。

　契約上の地位の移転については、民法上の規定もないため、対抗要件についても定めはありません。この点、借入人に対する対抗要件については、借入人からの承諾を取得しますので問題となりませんが、第三者対抗要件については、本契約上の地位を構成する要素のうち債権の譲渡についてのみ、民法467条2項に従い、債務者の承諾に確定日附を取得して、第三者対抗要件を具備することとしております。

　貸付人の海外関連会社を地位譲受人として指定することも考えられます。第5号の但書は、かかる海外関連会社に地位譲渡がなされた場合、源泉徴収税等が発生する可能性があることを踏まえた規定です。

（第3項）

	(3)
前項に基づき譲渡を行ったことにより発生する費用等については、地位譲渡人[または地位譲受人]が全て負担する。但し、譲渡後に地位譲受人に関し発生した増加費用については、第10条に従う。また、地位譲渡人[または地位譲受人]は、かかる譲渡を行う日までに、かかる譲渡に関連する事務手続の対価として、1地位譲受人当り●●万円を消費税と合わせてエージェントに支払う。


（内容）

　貸付人による地位譲渡があった場合には、エージェント業務の費用が増大する可能性もあり、その増加費用及び地位譲渡に伴う事務処理費用を地位譲渡人[または地位譲受人]が負担する旨定めます。

（解説）

　貸付人の地位の変動に伴う事務処理費用として予想される費用につき予め定めておきます。

　地位譲受人について発生した増加費用は、譲渡を行ったことにより発生する費用には含まれない旨規定しております。かかる増加費用は第10条に従って取扱われることになりますので、地位譲受人の指定にあたっては留意する必要があります。

第30条（貸付債権の譲渡） TC "第30条　貸付債権の譲渡"\l 1 
（第1項）

	(1)
貸付人は、本契約上別段の定めがある場合を除き、次の各号に定める全ての要件が満たされる場合に限り、貸付債権の譲渡を行うことができる。なお、譲渡人及び譲受人は、かかる譲渡日付で、かかる譲渡について第三者対抗要件及び債務者対抗要件を具備するものとし、この場合、譲渡人及び譲受人は連名で、また、借入人は単独で、かかる譲渡の事実をエージェントに対して直ちに通知する。また、本項に基づく貸付債権の譲渡が行われた場合には、かかる貸付債権についての本契約の各条項の適用にあたっては、譲受人を貸付人として取り扱うものとする。

①
譲受人が譲り受けた貸付債権について、本契約の貸付債権に関連する各条項に拘束されること（なお、譲受人は貸付義務を負担しないものとする。）。

②
譲受人が、[譲受人の業種等]であること。

③
かかる譲渡が貸付債権を分割して行われる場合には、分割後の貸付債権の金額がいずれも●●億円以上であること。

④
かかる譲渡が行われることにより源泉徴収税等が発生し、譲受人に対する借入人の支払利息額が増加しないこと[（但し、貸付人の日本における貸付業務の廃止によって海外関連会社に譲渡する場合を除く。）]。


（内容）

　債権譲渡の要件につき定めます。

（解説）

　債権譲渡があった場合においても弁済の局面における貸付人間の公平性の確保という観点から、譲受人が本契約の各条項に拘束されること（但し、貸付義務を除きます。）が要件となります。

　その他の条件については事務処理等の便宜を考慮して適宜定めます。

　譲渡された貸付債権について、譲渡人の債権者等により仮差押え等があった場合にエージェントが原債権者と差押債権者から二重に請求を受ける可能性を回避するため、対抗要件を具備しない譲渡を認めない構成としました。

「本契約上別段の定めがある場合」を本条の対象外とし、本契約上の地位の全部または一部が譲渡される場合については第29条で対応しています。

　第2号の譲受人の範囲の限定については、個別案件ごとに定める事項ですが、通常シンジケート･ローン市場に参加するプロの投資家が想定されます。一例としては「日本国内に居住する法人（日本国内に日本法に基づき登記された本支店または営業所があるもの）で、かつ金融機関（銀行･保険会社･機関投資家等）または資産流動化を目的とする特別会社」等があげられます。また、譲受人の範囲を非居住者まで広げる場合には、源泉徴収税の問題等について手当を行うことが必要となります。

　その他、極度に細分化されて債権が譲渡されることを防ぎ（第3号参照）、または、源泉徴収税等の発生を防止すること（第4号参照）等が考えられます。

　貸付人の海外関連会社を債権の譲受人として指定することも考えられます。第5号の但書は、かかる海外関連会社に債権譲渡がなされた場合、源泉徴収税等が発生する可能性があることを踏まえた規定です。

（第2項）

	(2)
前項に基づき譲渡を行ったことにより発生する費用については譲渡人[または譲受人]が全て負担する。なお、譲渡後に譲受人に関し発生した増加費用については、第10条に従う。また、譲渡人[または譲受人]は、かかる譲渡を行う日までに、かかる譲渡に関連する事務手続等の対価として、1譲受人当たり●●万円を消費税と合わせてエージェントに支払う。


（内容）

　債権譲渡に要する費用の負担につき、譲渡人[または譲受人]が負担する旨定めます。また、債権譲渡に伴う事務処理の対価についても定めます。

（解説）

　債権譲渡に要する費用についての負担につき譲渡人[または譲受人]が負担する旨定めるとともに、債権譲渡に伴う事務処理費用として予想される費用につき予め定めておきます。

　譲受人について発生した増加費用は、譲渡を行ったことにより発生する費用には含まれない旨規定しております。かかる増加費用は第10条に従って取扱われることになりますので、譲受人の指定にあたっては留意する必要があります。

（第3項）

	(3)
第1項に基づき譲渡が行われた場合、未使用貸付極度額の算出にあたっては、かかる譲渡が行われなかったものとしてこれを行う。


（内容）

　債権譲渡があった場合でも、未使用貸付極度額の算出にあたっては、かかる譲渡が行われなかったものとして扱い、債権譲渡に伴い増額されない旨定めます。

（解説）

　第24条の解説を御参照下さい。

第31条（第三者からの回収等） TC "第31条　第三者からの回収等"\l 1 
（第1項）

	(1)
借入人の本契約上の債務について、エージェント及び全貸付人が書面により事前に承諾しない限り、借入人以外の第三者による弁済は認められないものとする。


（内容）

　本契約上の債務につき、原則として第三者弁済を禁止します。

（解説）

　本契約上の債務につき第三者による弁済があった場合には、当該債務は消滅し、当該第三者が債務者に対して求償権を有する場合には、この求償権を確実にするために、弁済によって消滅すべきであった債権及びこれに伴う担保権等は、ことごとく当該第三者たる弁済者に移転するものとされます（民法第499条以下参照）。従って、この限りにおいては、第三者の弁済は債権の相対的消滅の効果を生ずることになります
。

　第三者たる弁済者に移転する本契約上の債権及び当該第三者たる弁済者が取得する求償権に関し、当該第三者たる弁済者が本契約上の各条項にどの範囲で拘束されるかについては疑義が残り、弁済の局面における貸付人間の平等を図るという観点からは、かかる事態が生じることを可及的に防止することが望ましいと解されます。そこで、第三者弁済は、エージェント及び全貸付人の承諾がない限り、認められないこととしました。

　なお、第三者弁済禁止の特約を権利濫用により無効とした判例
があります
が、本契約に関しては、同判例の事案とは全く異なり、かかる判例の考え方があてはまるような事態が発生することは稀であろうと考えられます。

　また、シンジケート団の回収極大化の観点から、かかる制限を設けることに否定的な意見もあり得ますが、第三者たる弁済者が本契約の各条項に従う旨を明らかにしており、第三者弁済も本契約に従い貸付人間の平等が維持され得ると認められる場合には、エージェント及び全貸付人の承諾が得られる可能性が高く、特段の支障を来さないものと考えています。

（第2項）

	(2)
借入人は、本契約締結日以降、エージェント及び全貸付人が書面により事前に承諾しない限り、本契約上の借入人の債務を被保証債務とする保証（物上保証を含む。）を第三者へ委託してはならず、また、本契約上の債務を第三者に引受させてはならない。


（内容）

　本契約上の債務に関する第三者への保証委託及び債務引受を原則として禁止します。

（解説）

　本契約上の債務に関する保証人及び債務引受人については、本契約上の債務の弁済につき「弁済を為すにつき正当の利益を有する者」（民法第500条参照）と解されるところ、かかる第三者による弁済があった場合には、当該第三者は、求償権を取得するとともに、法定代位により本契約上の債権を取得し、前項と同様の問題が生じるので、かかる事態を可及的に防止すべく、前項と同様の対応を行った規定です。

（第3項）

	(3)
貸付人が、本契約上の借入人の債務に関し、第三者との間で借入人の委託なき保証契約（物上保証を含む。）または債務引受契約を締結する場合には、当該第三者から書面により事前に以下の各号につき承諾を得ていることを要し、かかる保証契約または債務引受契約に基づき当該第三者から弁済を受領した場合は、第24条第1項に規定する債権譲渡による貸付人間の調整は行わない。

①
第三者が保証債務を履行した結果取得する求償権及び本契約上の債権の行使に際し、当該貸付人が本契約に基づいてエージェント、当該貸付人以外の貸付人、及び借入人に対して負担する一切の義務と同等の義務を負担すること。

②
第三者が本契約の各条項に拘束されること。

③
第三者が[第三者の業種等]であり、平成●年●月●日現在、借入人の子会社もしくは関連会社でないこと、または借入人が当該第三者の子会社もしくは関連会社でないこと。

④
第三者が代位取得する貸付債権の金額が●●億円以上であること。

⑤
かかる代位取得が行われることにより源泉徴収税等が発生し、第三者に対する借入人の支払利息額が増加しないこと。

なお、第1号の規定に基づき第三者による貸付債権の代位取得が行われる場合には、かかる代位取得を前条の規定に基づく貸付債権の譲渡と見做し、同条第2項及び第3項の規定を準用する。



（内容）

　貸付人と第三者間での保証契約及び債務引受契約を締結する場合には、当該第三者が債務の履行により求償権を取得するとともに、本契約上の債権についても代位取得するので、前2項と同様の趣旨から、かかる契約の締結を一定の条件に服せしめた規定です。

（解説）

　上記趣旨に鑑み、債権譲渡の場合と同様の規制に服せしめることが考えられます（第30条第1項参照）。

　本条に従って保証や債務引受が行われ、ある貸付人が保証人や債務引受人から本契約上の債務に関して支払いを受けた場合には、かかる支払いについては、貸付人間での分配の対象としません。

　第3号の「第三者」は、第30条第1項第2号同様、個別案件ごとに定める事項ですが、通常シンジケート･ローン市場に参加するプロの投資家が想定されます。また、本号では委託なき保証契約（物上保証を含みます。）の締結相手となる第三者と借入人との間の資本関係を制限しています。これは借入人及びその親会社または子会社の双方に影響力を持つ貸付人が、当該親会社または子会社に任意の第三者として保証契約を締結させた上で、借入人から借入れ等により資金を得せしめ、その後保証契約の履行により当該貸付人のみに弁済を行わせるような行為、即ち迂回による抜駆け的な回収をなすような事例を制限することを目的としています。なお、貸付人が第三者と締結した保証契約に基づく回収は、貸付人自らの費用負担でなされた当該貸付人固有の権利と位置づけられるため、貸付人間の分配の対象外としています。このことからも前記のような事例を制限することは必要と思われます。

第32条（契約の終了） TC "第32条　契約の終了"\l 1 
（第1項）

	(1)
次の各号のいずれかの事由が発生した場合、全貸付人の貸付義務は消滅し、かつ全貸付人との関係で本契約は当然に終了する。この場合、借入人は、本契約上の全ての債務を、直ちに第18条の規定に従い支払う。なお、借入人が本契約上の全ての債務の履行を完了するまでは、かかる債務の履行に関する限り、本契約の関連条項は有効に存続する。

①
契約期限が到来した場合。

②
借入人が第22条に基づき期限の利益を喪失した場合。

[③
その他の契約終了事由]。


（内容）

　本契約の終了事由について定めます。

（解説）

　本契約の終了事由について定め、その場合、全貸付人の貸付義務が消滅するとともに、借入人は本契約上の全ての債務につき直ちに第18条の規定に従い支払う必要があります。

　第2号は、当然失期か請求失期かを問わず、期限の利益喪失事由の発生を契約終了の事由としていますが、この場合にも、回収の局面における貸付人間の公平性を維持すべきか否かについては議論が有り得るところです。この点、本契約案は、貸付人間の公平性を可及的に実現するように規定しています。しかしながら、具体的な案件の中には第32条第2項以降に、期限の利益喪失時に自動的に（全ての）契約が終了するとした上、その時点における借入人の債務の履行に関して本契約の関連条項の適用を否定する条項を規定することも検討されます。かかる条項を規定した場合、前提となっていたシェアリングは崩壊し、貸付人が本契約に縛られることなく直接個別貸付金を回収する行動をとることが可能となります。この場合、従来の取引関係あるいは契約締結前の担保の取得状況によって、貸付人間で債権回収上の差違が大きく生じることになります。逆に、最後までエージェントを通じた分配を行うなど、あくまでもシンジケート団全体としての権利が確保されるまで一体性を維持することを重視する場合には、本契約案の通り、期限の利益喪失後も引き続き本契約の必要な関連条項は存続することとなります。但し、この場合のエージェント業務は自動的に契約が終了する場合に比べ相対的に重くならざるを得ず、エージェント業務の範囲を事前に確認しておくことが必要になると考えられます。なお、この点については、第22条第1項及び第2項において定めることも考えられます。

　本契約案においては、借入人の期限の利益の喪失の前後を問わず、貸付人による直接的な権利行使は原則として制限され、例外的に許容される第24条第4項の場面においても、権利行使後の回収金は原則として、エージェント経由で分配を行うことで、シンジケート団としての一体性を可能な限り維持し、回収の局面における貸付人間の公平性を維持しようとする構成が採られています。

　また、契約期間の終了（第1号及び第2号参照）以外の契約終了事由としては以下のような事例が考えられます。

例：総貸付極度額が●●億円以下となった場合。

　例は増加費用発生による一部貸付人の契約終了等により、総貸付極度額が極端に少額となり、本契約による効果に比して維持費用が著しく高い場合に契約全体の終了をなす必要があると考えられる場合に規定すべき事例です。

（第2項）

	(2)
本契約の締結及び履行並びにそれに基づく取引が、いずれかの貸付人を拘束する法令等に反することとなった場合、当該貸付人はエージェントを通じて借入人及びその他の全貸付人と協議を行い、その対応を決定する。この場合、借入人及びその他の全貸付人は、当該貸付人について本契約が終了することについて、合理的な理由なくこれを拒むことはできない。


（内容）

　本契約に基づく取引が、ある貸付人について違法となった場合に、借入人及びその他の貸付人の同意を得て（かかる同意は合理的な理由なし拒絶されません。）、当該貸付人との関係で、終了するものと定めます。

（解説）

　本契約に基づく取引が、ある貸付人について違法となった場合、当該貸付人は、本契約を適法なものに変更するか終了する必要が生じます。その場合、当該貸付人に、本契約を一方的に終了させる権利を与えることも考えられますが、本項では、他の貸付人や借入人の利害も考慮し、全当事者で対応を決定することとしています。

　本項については、違法となる貸付人に対して、本契約を当該貸付人との関係で終了させる権利を付与する規定も考えられます。また、全ての貸付人との関係で、本契約の維持が違法となる場合には、当然全貸付人の同意が得られると考えられ、借入人も不合理に同意を拒絶できないので、結局本契約は終了すると考えられます。

第33条（一般規定） TC "第33条　一般規定"\l1 
（第1項）

	(1)
守秘義務

借入人は以下の各号に関する情報開示について異議を述べない。

①
第8条第1項の規定に基づく貸付不実行の通知があった場合、第22条第1項各号または第2項各号に規定する事由が発生した場合または第27条の規定に基づき多数貸付人の意思結集が必要とされる場合には、エージェント及び貸付人が本契約または本契約以外の契約に関連して入手した借入人及び借入人との取引に関する情報を、合理的に必要とされる範囲で互いに開示すること。

②
第29条の規定に基づく地位譲渡または第30条の規定に基づく貸付債権の譲渡に際して、貸付人が相手方に守秘義務を負わせることを条件として、譲受人（第29条に規定する地位譲受人を含む。）及び譲受を検討している者（かかる譲渡に関する仲介業務を行う者を含む。）に、本契約に関する情報を開示すること。なお、ここでいう本契約に関する情報とは、本契約に関連して入手した借入人の信用に関する情報、本契約の内容及びこれに付帯する情報、譲渡の対象となる貸付債権の内容及びこれに付帯する情報をいい、本契約以外の契約に関連して入手した借入人の信用に関わる情報は含まれない。


（内容）

　第8条第1項の場合等、一定の場合にエージェント及び貸付人が借入人に関する情報を共有することができる旨を定めます。また、債権譲渡等の場合にも一定の範囲で借入人に関する情報を第三者に対して開示することができるものとしています。

（解説）

　銀行等は、一般に、(1)契約上（銀行と取引先との銀行取引に関する明示または黙示の合意を根拠とするもの）、(2)信義則上（銀行の、銀行取引契約に伴う信義則上の義務を根拠とするもの）または(3)商慣習上（民法第92条の事実たる慣習を根拠とするもの）等根拠には諸説ありますが、「顧客との間になした取引およびこれに関連して知り得た情報を正当な理由なくして他に漏らしてはならない」という内容の法的な守秘義務を負担していると考えられています（東京地裁平成3年3月28日判決・判例時報1382号98頁参照）
。

　かかる守秘義務が免除される場合として、「顧客の同意がある場合」が挙げられており、本項もかかる根拠に基づき、一定の範囲で守秘義務の免除を認める規定です。

　近時の資産流動化進展の流れの中において、資産の原保有者による資産内容に関する情報提供行為が一定限度不可欠であることから、「黙示的承諾が存在」するとの見解や、経済的必要性及び合理性により「業務上正当行為」であるとして上記守秘義務の免除の説明を試みようとする見解も存在します
。確かに、①民法上、債権譲渡が、譲渡禁止特約の付されているなどの場合を除いて、債務者の承諾を得ることなく自由になし得ることが原則とされていること（民法第466条）、②貸付債権の譲渡を業として行うことが一般に禁じられておらず、むしろ業務として行うことを積極的に認めている場合もあること（銀行法第10条第2項第5号参照）、さらには、③債権譲渡に際しては譲渡人から譲受人に対する一定の情報提供が不可避であり、債権譲渡に際して一定の必要情報が提供されることは社会的に当然予定されていると考えうること、以上を勘案すれば、原債務者と原債権者とが特段の合意をしたと認められる場合を除き、債権譲渡に伴う情報提供行為は、開示しうる情報の範囲や開示する方法等につき一定の限界はあるものの、正当業務行為として違法性が阻却される、あるいは、正当な理由があると評価される可能性は高いと思われます。

　もっとも、開示しうる情報の範囲や開示する方法等について、現段階で明確な基準を設定することは困難であることから、開示情報の範囲及び開示の方法についての疑義を出来うる限り減少させるため、本契約においては、開示情報の範囲及び開示方法について、明示的に顧客からの同意をとるという方法を採用しました。したがって、債権譲渡を促進するという観点から、第2号は重要な規定となります。

　なお、本条項では、守秘義務の免責を認める情報の範囲を、「本契約に関連して入手した借入人の信用に関わる情報、本契約の内容及びこれに付帯する情報、譲渡の対象となる貸付債権の内容及びこれに付帯する情報をいい、本契約以外の契約に関連して入手した借入人の信用に関わる情報は含まれない。」と規定しています。従って、本契約以外の契約に関連して借入人の信用情報を入手しうる貸付人が、本条項に基づき債権譲渡の相手方に対し借入人の信用に関わる情報を開示しようとする場合には、本契約に関連して入手したものである旨明記された書面によりかかる情報を借入人から入手するなどの手当てが必要と思われます。
（第2項）

	(2)
危険負担、免責並びに賠償及び補償
①
借入人がエージェントまたは貸付人に差し入れた書類が、事変、災害等やむを得ない事情により紛失、滅失または損傷したときには、借入人はエージェントと協議の上、エージェントまたは当該貸付人の帳簿、伝票等の記録に基づき本契約上の債務を履行する。また、借入人は、エージェントまたはエージェントを通じて貸付人が請求した場合には、速やかに代わりの書類を作成し、エージェントまたはエージェントを通じて当該貸付人に提出する。
②
貸付人またはエージェントが、本契約に基づく取引に使用する借入人の代表者及び代理人の印影を、予め借入人の届出た印鑑と相当の注意をもって照合し、相違ないと認めて行った取引について、印章の偽造、変造、盗用等の事故があり、これにより損害、損失または費用等が発生した場合には、借入人がこれを負担する。

③
借入人が本契約の条項に違反したことにより、または第25条第4項の規定に基づく補償を貸付人が行わないことにより、貸付人もしくはエージェントに発生した損害、損失及び費用等については、借入人がこれを負担する。


（解説）

　第1号は、借入人がエージェントまたは貸付人に対して差し入れた書類がやむをえない事情によって紛失したような場合に発生する損害を借入人の負担としたものです。「やむをえない事情」があった場合でなければならないので、銀行側に故意または過失があった場合は、損害額全額を借入人の負担とすることはできません。

　第2号は、手形、証書の印影と届出印鑑との照合義務とその効果について定めたものですが、裁判所は、銀行の照合義務について、(イ)銀行が当座勘定取引契約によって委託された手形の支払事務は、委任の本旨に従い善良な管理者の注意をもって処理すべく、社会通念上一般に期待されている業務上相当の注意をもって慎重に行うことを要し、事務に習熟している銀行員が相当の注意を払って熟視するならば、肉眼をもっても発見しうるような印影の相違が看過された場合は、銀行側に過失の責任がある、(ロ)免責約款は、銀行において必要な注意義務を尽くして照合することを前提としているのであって、銀行に過失がある限り、この約款を緩用することはできない、としている点には注意を要します（最判昭和46.6.10民集25巻492頁、金融法務事情618号50頁）
。

　第3号は、借入人による補償義務について定めます。

（第3項）

	(3)
本契約の可分性
本契約の一部条項が無効､違法または執行不能となった場合においても、その他の条項の有効性、合法性及び執行可能性はいかなる意味においても損なわれることはなく、また影響を受けない。


（解説）

　本項は、本契約の一部の条項が無効等とされた場合でも、他の条項の効力には影響しない旨を定めます。たとえば、利息制限法に定める最高利息を超える利息の約定をすると、強行法規違反であるから無効ですが、金銭の貸借全てが無効となるのではなく、超過部分だけが無効となることが明文で規定されています（利息制限法第1条第1項参照）。明文のない場合でも、無効な部分を分離しうる場合には、できるだけ残りの部分を有効な契約として存続させるのが当事者の意思に沿うことが多いと考えられます
。本項もかかる当事者の意思を明文化した規定と位置付けることができます。しかし、その一部が無効となるなら当事者は契約そのものを欲しないだろうというとき、及び、全部を無効にしないと強行規定の目的を達することができないような場合は、全部無効と解される場合もあり得る（前同引用文献参照）ことには留意する必要があります。

（第4項）

	(4)
銀行取引約定書等の適用除外
本契約及び本契約に基づく取引については、借入人が貸付人に別途差し入れた銀行取引約定書[及び金融取引約定書]は適用されない。


（内容）

　借入人が貸付人との間で締結している可能性のある銀行取引約定書及び金融取引約定書と本契約との適用関係につき定め、本契約に基づく取引については、かかる契約書は適用されない旨定めます。

（解説）

　銀行が貸付人である場合には、銀行取引約定書、銀行以外の貸付人については、金融取引約定書が借入人から当該貸付人に対して差し入れられている場合があります。

　本項では、シンジケートローンでは貸付人の団体性を維持するため、契約上必要な事項については全て本契約書上に規定し、借入人が別途貸付人と締結した契約（銀行取引約定書等）による影響を遮断することが原則と考えられます。なお、本項は銀行取引約定書等に基づく権利の行使の有効性を妨げるものではありません。例えば、本契約とは別に銀行取引約定書に基づき、本契約上の債権を被担保債権とする根担保権の設定及びかかる根担保権の実行を妨げるものではありません。

　なお、第30条第1項第1号の規定があることから、貸付債権の譲受人との関係においても同様のことがいえます。

（第5項）

	(5)
通知
①
本契約に基づく通知は、全て書面により、本契約に基づき行われるものであることを明確にしてなされるものとし、受取人たる相手方の末尾記載の宛先に、下記(a)ないし(d)記載のいずれかの方法により行う。なお、本契約の各当事者は、エージェント宛てに宛先の変更通知を行うことにより、宛先を変更することができる。
(a)
直接持参交付
(b)
書留郵便またはクーリエサービス
(c)
ファクシミリ通信[（但し、事後に正本を(a)または(b)の方法で相手方に交付しなければならない。）]

(d)
[交換便（貸付人・エージェント間の通知に限る。）]

②
前号の通知の効力発生時点は、ファクシミリ通信による場合、受信が確認された時点、その他の方法による場合には実際に受領された時点とする。


（解説）

　民法は、隔地者間の意思表示につき到達主義を採用し（民法第97条第1項参照）、意思表示は相手方に到達した時点で効力を生じることとされています。「到達」したというためには、表意者が相手方に意思表示の内容を知らせるために通常必要な行為をなし、取引上の通念に従い発信者としてなすべきことを十分になすことは勿論、その意思表示が相手方に知られることが期待できるようにその勢力圏（支配圏）内に入ったといえる状態を作る必要があります。しかし、相手方が了知したことは必要でなく、また相手方が表意文書の占有を取得したことも必要ではありません。要するに、到達とは、相手方が通常の状態において表示の内容を了知しうる状態を意味します
。

　本項の規定は、かかる一般原則を各通知方式に関して明確化したものです。ファクシミリ通信による場合にも、相手方が受信内容を了知し得る状態に達すれば、到達があったということができ、第2号は、受信者が受信を確認した時点を通知の効力発生時点としており、民法の一般原則に則った規定と考えられます。なお、発信者が受信を確認した時点を通知の効力発生時点とするのであれば、民法の一般原則とは若干異なり、発信者のファクシミリ送信機器が故障により受信確認をするなどした場合には、そのままの効力が認められるとは限らない点に留意が必要です。]

　外国法人が参加する場合には「③本契約に基づいて行う通知及び取引に関して提出する書類は、日本語によって行うものとする。」旨の規定を置くことも考えられます。

（第6項）

	(6)
届出事項の変更
①
貸付人及び借入人は、その商号、代表者、代理人、署名、印鑑、所在地その他エージェント宛て届出事項に変更があった場合には、エージェントに対して速やかに書面による通知を行う。エージェントについて上記の変更があった場合、または借入人もしくは貸付人の連絡先について変更があった場合には、エージェントは全貸付人及び借入人に対して速やかに書面による通知を行う。
②
前号の届出を怠ったために、本契約に基づき行われた通知が遅延しまたは到達しなかった場合には、通常到達すべき時点に到達したものとみなす。


（内容）

　貸付人及び借入人につき、一定の届出事項の変更についてエージェントに対して届出る義務を負う旨定めます。

（解説）

　本条違反の効果は、第1には、エージェントからなされた通知または送付された書類等が延着しまたは到達しなかった場合には、通常到達すべき時に到達したものとみなされることであり（第2号参照）、第2には、顧客が取引約定の一にでも違反したときは、請求により貸付人に対する本契約上の一切の債務の期限の利益を失うことになることです（第22条第2号参照）
。

　前項の解説の通り、民法の一般原則によれば、隔地者に対する意思表示は相手方に到達したときに効力を生じるものとされています（民法第97条第1項参照）。しかし、これでは銀行の借入人に対する意思表示や送付された書類が、延着したり届かなかったりしたときには効果が生じないことになり、支障をきたしますので、第2号は、この場合にも借入人との特約で通常到達すべきとき到達したものとみなすことにより、延着したり到達しなかった不利益を借入人に帰せしめる、いわゆる「みなし到達」の規定です。第2号には、従来届け出られた事項に従ってなされた通知または送付された書類とは書いていませんが、その意義に解すべきです。また、エージェントが通知や発送をとにかくなす必要はあるのであって、借入人や貸付人の住所不明のためこれを省略したりすると、第2号の効果は発生しません
。この「みなし到達」規定の第三者に対する効力については、「銀行取引約定書におけるいわゆるみなし送達の規定は、第三者に対抗しえないと解するのが相当である」とする判例があり（東京高裁昭和58年1月25日判決・金融・商事判例681号・6頁）、通説ともなっています。従って、本号の規定があるからといっても、第三者との間で意思表示等の送達について後日問題が生じそうな場合には、公示送達（民法第97条ノ2、民事訴訟法第178条以下参照）の方法をとることも考慮すべきです。みなし到達による請求失期及び相殺通知が、第三者に対抗できるかについても、疑義があります。この点、相殺通知に関しては、民法第506条1項には、「相殺ハ当事者ノ一方ヨリ其相手方ニ対スル意思表示ニ依リテ之ヲ為ス…」と規定されていますから、相殺の意思表示を省略するという特約は無効と解されています。従って、「みなし到達」による相殺通知は、第三者に対しては効力を有しません。その結果、預金債権の差押債権者に対して、相殺済みの主張をすることはできないということになります。このようなおそれがある場合には、相殺の意思表示を公示送達の方法で行っておくことが必要という考え方もあります
。

（第9項）

	(9)
公正証書の作成
借入人は、エージェントまたは多数貸付人が請求したときにはいつでも、公証人に委託して本契約証書の債務の承認及び本契約上の債務について強制執行の認諾文言のある公正証書の作成に必要な手続をとる。


（解説）

　証書には作成者の如何によって、公正証書と私署証書があります。公正証書とは、当事者の依頼により公証人が職権に基づいて作成した証書であり、私署証書とは私人である契約の当事者が作成した証書です。公正証書は真正に成立したものと推定される（民事訴訟法第323条1項参照）ので、裁判上強い証拠力を有し、その成立及び内容について争いの生ずる余地は少ないという性質を有します。また、一定の金額の支払、その他の代替物もしくは有価証券の一定数量の給付を目的とする債務については、債務不履行の場合に直ちに強制執行を受けても異議のない旨の強制執行認諾約款を設けておけば、その公正証書を債務名義として、直ちに強制執行することができます（民事訴訟法第559条参照）。

　これに対し私署証書については、署名または捺印が本人または代理人の意思に基づいて成立したものであるときは、その文書の成立の真正が推定される（民事訴訟法第326条参照）だけで、公正文書と比べ証拠価値が低く、債務名義にもなりません。しかし、実務上はすべての借用証書を公正証書とする必要はないので、借用証書中に銀行の要求があれば公正証書の作成に必要な手続をとることに同意する旨の条項を設け、証書自体は私署証書としておくのが通例です。しかし貸付先の信用に懸念のある場合や救済融資等危険性の高いものついては、公正証書とすることも考慮すべきです
。本項もかかる趣旨に基づく規定です。

（第10項）

	(10)
準拠法及び合意管轄

本契約の準拠法は日本法とし、本契約に関して発生する紛争については、[東京地方裁判所]を非専属的合意管轄裁判所とする。


（内容）

　準拠法と管轄裁判所について定めます。

（解説）

　管轄裁判所については専属的合意管轄裁判所を定めることも十分考えられます。非専属的合意管轄とする場合には、エージェント及び貸付人は、自ら訴訟を提起する場合には、法定管轄のいかんを問わず、規定された裁判所を利用でき、また訴訟資料の収集の便宜を考慮して法定管轄のある他の裁判所を利用することもできるという利点がある反面、訴訟を提起される場合には、その支店所在地等法定管轄のある裁判所において訴訟を提起される可能性がある点に留意する必要があります。

（第11項）

	(11)
言語
本契約は、日本語で作成し、これを正本とする。


（内容）

　正文言語を日本語と定めます。

（解説）

　全当事者が日本法人である場合には、敢えて規定する必要はないとも考えられます。但し、外国法人等が本契約の当事者となり、英訳等が作成される場合には、いずれの言語による契約書が正文かを明らかにすることが重要となります。

（第12項）

	(12)
協議事項
本契約に定めのない事項または本契約の解釈に関し当事者間に疑義が発生した場合には、借入人及び貸付人は、エージェントを通じて協議を行い、その対応を決定する。


（内容・解説）

　一般的な協議条項を定めます。

（その他）一般規定として、以下の条項を加えることも考えられます。

・
条項の見出し等

　本契約の各条項の見出しの内容及び規定順序は、本契約の当事者の参照のために便宜的に設定されたものであり、本契約の解釈にいかなる影響をも及ぼすものではない。

・
権利の存続

エージェント及び貸付人が本契約により定められた権利の全部または一部を行使しないこと、もしくは行使の時期を遅延することは、いかなる場合であってもエージェント及び貸付人が当該権利を放棄したもの、もしくは借入人の義務を免除または軽減したものとは解されないものとし、当該権利または義務にいかなる効果も与えないものとする。

・
約束手形

①
第21条第2項及び第3項の規定にかかわらず、貸付人が日本銀行から資金を調達する必要があり、かつ当該貸付人が代替手段を確保することが困難と判断した場合、借入人は、当該貸付人の要請に基づき、各個別貸付実行金額につき、当該各個別貸付の満期日を支払期日とする約束手形を振り出し当該貸付人に差し入れなければならない。貸付人からの要請があった場合、借入人は、当該貸付人が約束手形の差入れを希望する日の午後2時までに当該約束手形を差し入れなければならず、約束手形を受領した当該貸付人（以下、「手形受領貸付人」という。）は、その旨をエージェント宛てに通知しなければならない。

②
手形受領貸付人は、当該手形を日本銀行からの資金調達以外の目的に使用しないものとする。本号の規定に違反した結果、借入人、当該手形受領貸付人以外の貸付人、及びエージェントに生じた損失、費用については、当該手形受領貸付人が本号の規定に違反して、当該手形に基づく権利（法定担保権を含む。）を行使し、当該手形に基づく債務の弁済として金員等を受領した場合または当該手形を処分して金員等を受領した場合には、借入人が本契約上負担する債務の弁済として金員を受領したものとみなし、第18条第3項の規定を準用するものとする。

③
本項に基づき振り出された手形の印紙税については、第17条の規定にもかかわらず手形受領貸付人が負担するものとする。
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� 本契約書上は、貸付実行の判断を貸付人が個別に行うことと定められており、結果として貸付を実行した貸付人と実行しなかった貸付人が発生する可能性があります。それとは別に、貸付実行の判断を多数貸付人により行い、多数貸付人が合意すれば全貸付人が貸付を実行しなければならない、というルール（マジョリティルール）を採用することも可能です。この場合、貸付人が貸付実行時限までにエージェント口座に送金し、多数貸付人の判断をエージェントが確認した後、全貸付人分の貸付を実行することが可能となります。


� 大判大正7・5・6民録24輯890頁。


� 大判明治44・6・8民録17輯379頁。


� 大判明治40・5・17民録13輯560頁。


� 太田知行「与信契約の成立」金融取引法大系第4巻・130頁。


� 法務省民事局参事官室「コミットメントライン契約に関する新法の概要」（民事法情報No.153(1999.6.10)・8頁以下）。


� 田中誠二・新版銀行取引法（四全訂版）・429頁。


� 三ヶ月章・民事訴訟法（第三版）・492頁、加藤一郎監修・現代銀行取引法・282頁。


� 最判昭和48年10月11日判時723号44頁。


� 明石三郎・注釈民法（16）・212頁、我妻栄・債権各論　中巻二・693頁、内田貴・民法Ⅱ（債権各論）・274頁。


� 明石三郎・注釈民法（16）・221頁。


� 山下末人・注釈民法(12)・207頁。


� 「コミットメントライン契約に関する新法の概要」法務省民事局参事官室（民事法情報No.153(1999.6.10)）。


� 大判昭和9.9.15民集13巻1839頁。加藤一郎編・現代銀行取引法・274頁。


� 加藤一郎編・現代銀行取引法・274頁。


� 同上。


� 加藤一郎編・現代銀行取引法・275頁。


� 同上。


� 加藤一郎編・現代銀行取引法・275頁。


� この点、社債管理会社は、社債権者のために公平かつ誠実に社債の管理をなす義務（商法第297条の3）を負い、また、社債管理会社が自己の債権につき社債を発行した会社より担保の供与または債務の消滅に関する行為を受けた場合において、その後3ヶ月以内に社債を発行した会社が社債の償還もしくはその利息の支払を怠りまたはその社債を発行した会社につき支払の停止があったときは、社債管理会社は社債権者に対し損害賠償責任を負う（商法第311条の2）等の義務を定められています。社債の場合、社債権者は法定代理人たる社債管理会社を通じて権利行使をするよりほかない、というように、社債管理会社に対する依存の度合が極めて高いために、上記のような義務を課されているものと思われますが、これに対し、シンジケートローンにおけるエージェントについては、貸付人の個別権利行使が原則とされており、エージェントに対する依存の度合は契約上相当に低いものとされていることからして、エージェントの義務は社債管理会社の義務とは異なるものと思われます（「シンジケートローン実務の法的側面」・金融法務事情1591号・34頁）。


� 内田貴・民法II・債権各論・271頁。本件は、民法上の有償委任（この点、エージェントフィーは借入人からエージェントに対して支払われますが、貸付人は借入人をして、エージェントに対してエージェントフィーを支払わしめているとも考えられ、有償委任であると考えられます。）とも考えられます。この点、同書では更に、「受任者の注意義務の水準が高いのは、委任という契約の性質に由来する。したがって、たとえ無償でも違いはないと一般に解されている。これに対しては、報酬が低廉な場合には注意義務が軽減されるとの説もある。しかし、単に報酬の多寡によるというより、報酬が低廉な場合は当該委任契約が高度な注意義務に対する期待を含まない趣旨の場合がある、と理解すべきである。」とも述べられており、エージェントの貸付人に対する善管注意義務の程度を判断するに際して参考となります。


� この点については先例等も少ない分野であるが、樋口範雄・フィデュシャリー［信認］の時代・131頁。


� 椿寿夫・注釈民法(11)・98頁。


� 　具体的な事情にもよりますが、一般論としては、たとえば、エージェントが、本契約上の担保制限条項に抵触しない範囲内で他の取引に関して担保権を取得し、当該担保権の実行により回収を得た場合であっても、他の貸付人は、かかる担保権が設定される余地のある契約であることを認識した上で本契約に参加してきたと評価しうる以上、利益相反行為であると評価される可能性は低いと思われます。


� 三井住友銀行法務部・実戦金融法務（下巻）・231頁。


� 内田貴・民法III・221頁参照。


� 契約上の地位が権利義務から構成されている場合、契約上の地位の移転には、債権譲渡と債務引受が含まれ、免責的債務引受については債権者が害される可能性が大きいことから債権者の同意が必要とされていることに鑑み、契約上の地位の移転の場合には、譲渡人ではない契約の他方当事者の意思的関与が必要と考えられています。どの程度の意思的関与が必要であるかについては議論のあるところですが、単なる承認で足りるという見解が有力である一方（我妻栄・新訂債権総論・50頁参照）、[本件のように契約上の地位の移転を原則禁止している契約の下では、債務引受という側面に着目し、譲渡人の免責を認める趣旨の承認だけでは足りず、契約移転禁止を解除する趣旨の承諾も必要という見解も存在します（野澤正充「業書民法総合判例研究　債務引受・契約上の地位の移転」210頁参照）。しかしながら、いずれの立場に立ったとしても、本条の手続にしたがい第2項各号に定める要件がどのような形で充足されるのかを借入人が十分理解した上で承諾行為を行っていれば、借入人側の意思的関与が不十分であるとされる可能性は低いと思われます。]


� 我妻栄・新訂債権総論・569頁、椿寿夫・注釈民法(11)・456頁参照。


� 奥田昌道・注釈民法(2)・64頁。


� Y（被上告人）は、昭和8年8月29日、債務者（抵当権設定者）Sより抵当不動産の所有権を取得した第三者であり、X（上告人）は、昭和8年12月28日、債権者より債権および抵当権を譲り受けた後、Sとの間で第三者の弁済を拒絶すべきことを約し、翌9年1月9日、抵当権実行のために競売を申し立てた。Yは第三者として弁済供託をしたが、その有効・無効が上記の禁止特約との関係で問題とされたものである。判旨は、「前示特約ハ特別事情ノ認ムベキモノナキ限リ、Xノ抵当権ノ実行ニ困リテYヲシテ其ノ取得シタル本件不動産ノ所有権ヲ喪失セシムルコトヲ目的トシテ之ヲ為シタルモノト做スベキモノナルニ因リ、右特約ハ権利濫用ニ依リ他人ノ利益ヲ害スルコトヲ目的トスル合意トシテ之ヲ無効ト為サザルベカラズ」とし、Yが「正当ノ利益ヲ有スル第三者トシテ為シタル弁済供託ニ因リ」Xの債権は消滅しているとした（大判昭11.12.22法学6.502）（奥田昌道・注釈民法(2)・62頁）。


� 奥田昌道・注釈民法(2)・62頁。


� 河本一郎・銀行の秘密保持義務・金融法務事情744号・4頁、同・銀行取引法講座（上巻）・26頁、岩原紳作・銀行秘密・金融取引法大系第1巻・163頁等。


� 三上徹・金融機関の守秘義務・金融法務事情1600号・29頁。


� 加藤一郎・現代現行取引法・281頁。


� 内田貴・民法I（第2版）・270頁参照。


� 高津幸一・注釈民法(3)・246頁。


� 田中誠二・新版銀行取引法（四全訂版）・430頁。


� 田中誠二・新版銀行取引法（四全訂版）・430頁。


� 大平正・銀行取引約定書の読み方・130頁。


� 山田春・新銀行債務講座（第4巻）・142頁。
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Sheet: 未払債務状況

Sheet: ケース1の答え

Sheet: ケース2の答え

ｴｰｼﾞｪﾝﾄ

第三者

貸付人

貸付あ(130)

貸付い(60)

貸付う(20)

計

累計

L1

L2

L3

L1

L2

L3

L1

L2

L3

L1

L2

L3

�@

ｴｰｼﾞｪﾝﾄ負担

5.0

5.0

5.0

�A

第三者負担

5.0

5.0

10.0

�B

貸付人負担

10.0

20.0

�C

遅延損害金

60.0

80.0

清算金

30.0

110.0

�D

ﾌｧｼﾘﾃｨﾌｨｰ

40.0

(L1:20　L2:12　L3:8)

40.0

150.0

�E

貸付の利息

30.0

180.0

�F

貸付の元本

90.0

270.0

貸付あ(130)

貸付い(60)

貸付う(20)

L1

L2

L3

L1

L2

L3

L1

L2

L3

�E

貸付の利息

未払債務額

弁済額（計15）

5.0

3.0

2.0

2.5

1.5

1.0

0.0

0.0

0.0

貸付あ(130)

貸付い(60)

貸付う(20)

L1

L2

L3

L1

L2

L3

L1

L2

L3

�C

遅延損害金

未払債務額

清算金

遅延損害金

弁済額（計45）

7.5

4.5

3.0

5.0

3.0

2.0

2.5

1.5

1.0

清算金

5.0

3.0

2.0

0.0

0.0

0.0

2.5

1.5

1.0


